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Ⅰ 現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）法科大学院（研究科・専攻）名 

金沢大学大学院法務研究科法務専攻 

（２）所在地 

 石川県金沢市 

（３）学生数及び教員数（平成26年５月１日現在） 

 学生数：50人 

 教員数：16人（うち実務家教員４人） 

 

２ 特徴 

 本研究科の基本的な教育目標は，本学における学士課程，

大学院課程を通じた法学教育の教育目標である「人間及び

社会に対する健全な関心と適切な判断能力の涵養」を根幹

としている。学士課程における法学教育は，法を対象とす

る諸学問の教育研究の場であり，そこでの修学の中心が実

定法の解釈学に置かれることは自然の傾向であるものの，

法律を適用して紛争を解決し，あるいは種々の政策を策定

するのはあくまでも「人」であり，その適用対象もまた基

本的には「人」である。したがって，法を解釈・適用し，

運用する者が，「人」の現に生活する社会に対して常に関

心を払い，深い理解を示すということが，「法による支配」

にとって不可欠となる。 

 このような基本的な教育目標の下，本学は，今日に至る

まで170余名の法曹を輩出し，また，北陸地域を中心に，

企業人，行政官，法学・政策学系研究者等地域社会に貢献

しうる多数の人材を輩出するなど，高等教育機関としての

社会的役割を果たしてきた。 

こうした背景のもと，本研究科は，司法制度改革審議会

の意見書に示された制度改革の趣旨，並びに法科大学院の

全国適正配置の方針を踏まえ，本学における法学教育共通

の基本的な教育目標のもと，法曹養成に特化した専門職大

学院として平成16年４月に設置された。 

 その際，①本研究科が金沢市という地方都市に位置し，

弁護士過疎地域(平成 26 年１月現在で金沢地裁輪島支部

管内の弁護士数は２名である。)に隣接する地に位置する

ことといった地域的特性，②北陸を中心とした地域社会に

おいて高等教育機関としての社会的役割を果たしてきた

という本学の歴史にかんがみ，「地域に根ざした法曹養成」

を本研究科の基本理念として掲げた。この基本理念に基づ

く教育目標にかかわる本研究科の具体的な特徴について

は次項に譲り，本研究科の特徴を以下に述べる。 

徹底した少人数教育 

 本研究科は，１学年の定員が25人（平成21年度までは

40 人，平成 27 年度からは 15 人）であり，法科大学院と

しては小規模である。そのため，講義形式の授業において

は，教員は学生の理解度を見極めながら授業を展開するこ

とに十分に配慮しており，また，演習形式の授業において

は，１学年を２クラスに分けて授業を実施しており（平成

27年度からは定員削減により３学年とも1クラス10名以

下となるため，クラス分けを行わないこととなった），教

員は，少人数のメリットを十分に活かし，教員と学生，学

生相互の活発な討論が可能となるよう十分に配慮し，双方

向・多方向の授業も実践しやすい状況が常に作られている。 

 徹底した少人数教育であることから、教員は相互に情報

を交換するなどして学生全員の個性、学習進捗度等の把握

に努めており、学生との距離を縮め、学生個々人に対して

適切な指導を行うことが可能となっている。 

地域に根ざした実践的な教育 

 本研究科は北陸三県の弁護士会（金沢弁護士会，富山県

弁護士会，福井弁護士会）から全面的な協力・支援を受け，

理論と実務の架橋を意識した実践的な教育を実施してい

る。さらに，上記の実践的な教育を行う過程で，①金沢地

方裁判所，金沢家庭裁判所，金沢地方検察庁及び名古屋高

等検察庁金沢支部から，裁判員制度や参与員制度に関する

資料の提供・レクチャー，②金沢刑務所及び金沢地方法務

局における施設見学等，地元の法曹及び法務行政機関から

様々な形で協力を得て，教科書だけの学修にとどまらない，

実務を踏まえた教育を実践している。 
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Ⅱ 目的 

本研究科は，本学における法学教育に通底する考え方である「人間及び社会に対する健全な関心と適切な判断

能力の涵養」を根幹としつつ，金沢市という地方都市に位置すること，弁護士過疎地域に隣接する地に位置する

ことといった地域的特色，さらには，北陸を中心とした地域社会において高等教育機関として社会的役割を果た

してきたという本学の歴史に鑑み，地域に根ざした法曹養成を本研究科の基本理念として掲げている。これに基

づき，次の二つを教育目的に据えている。 

１．適切かつ迅速な紛争解決を目指し，事件を分野横断的に捉えることができる法律家の養成 

北陸地方に限らず，我が国の地方都市では，法律事務所の多くは弁護士１人の個人経営又は２～３人による小

規模な共同経営によって運営されている。当然，大都市における大規模法律事務所のように，専門化・分業化は

進んでいない。ところが，持ち込まれる事件の種類は，民事，刑事，行政の各分野に及び，その内容も，交通事

故，医療事故，消費者問題，労働事件，環境問題，相隣関係，離婚，相続，特許紛争など多岐にわたる。弁護士

は，これらの事件を，紛争の端緒から終局段階に至るまで，一人で処理しなければならない。ここで必要とされ

るのは，ある特定の狭い先端的分野だけの専門家ではなく，日常的に生じうるあらゆる法的問題をバランス良く

包括的に解決することのできる能力を備えた法律家である。 

そこで，本研究科では，様々な法的紛争を適切かつ迅速に解決すべく，事件を分野横断的に捉えることができ

る法律家を養成することを第１の目的としており，この目的を達成するため，以下のとおり教育目標を設定して

いる。 

①法律基本科目のバランスのとれた習熟 

②紛争解決に関する手続・実務への精通 

③紛争類型に則した分野横断的な洞察力の養成 

すなわち，あらゆる法的問題の解決及びそのプロセスがたった一人の法律家に委ねられる場面が多いことを考

えると，解釈法学，紛争解決法学の根幹を成す法律基本科目の習熟が不可欠なのは言うまでもなく，さらに，実

体法のみならず手続法についても，理論・実務の両面において精通していることが不可欠である。また，複数の

領域にまたがる複雑な問題を一人で処理するためには，広い視野に立った分野横断的な洞察力を備えていること

が必須となる。 

２．紛争予防のための調整能力を備えた，社会貢献をなしうる法律家の養成 

 第１の目的に加え，一方では，21 世紀の社会を担う法曹は，単に法的紛争の解決のみにとどまらず，紛争予防

のためのシステムを構築することに対しても，重要な役割を担っていかなければならない。特に，地方分権がま

すます進む今日，地方自治体の各種審議会等において，既存の法制度や組織の整合性に配慮しながら将来起こり

うる問題解決・紛争予防のための枠組み作りに指導的役割を期待される場面が多くなると予想される。他方では，

契約書や遺言書の作成，個人の財産管理，会社設立等，私人間に生じる法的問題の調整も，弁護士過疎地域にお

いては，法曹の重要な業務の一つであると考えられる。 

そこで，本研究科では，《公・私》の場面において，紛争予防のための調整能力を備え，社会貢献をなしうる法

律家の養成を，第２の目的としており，この目的を達成するため，以下のとおり教育目標を設定している。 

①社会状況を的確に把握する能力，それに基づく制度設計能力の育成 

②私的紛争を予測・回避する能力の養成 

もっとも，①と②の関係については，すべての学生が①，②の両者を達成しなければならないと捉えるのでは

なく，個々の学生が自らの興味・関心や目指す法曹像に応じて，少なくともいずれか一方を達成することができ

れば足りる教育目標と位置付けている。 

本研究科では，このような教育目標の達成という観点から，カリキュラムを編成している。 
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Ⅲ 章ごとの自己評価  

 

第１章 教育の理念及び目標  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 １－１ 教育の理念及び目標 

 

 （基準１－１－１に係る状況） 

本研究科は，平成 13 年６月の「司法制度改革審議会意見書―21 世紀の日本を支える司

法制度」の趣旨に則り，従来の司法試験という「点」のみによる選抜ではなく，法学教

育，司法試験及び司法修習を有機的に連携させた「プロセス」としての法曹養成制度の

中核を成す専門職大学院として設置された。 

 法科大学院の設置目的は，上記意見書にもあるとおり，「司法が 21 世紀の我が国社会

において期待される役割を十全に果たすための人的基盤を確立すること」であり，その

教育理念は，法学の理論的教育と実務的教育との架橋を意識しつつ，以下のとおり設定

されている。 

① 法曹に共通して必要とされる専門的資質･能力の習得と，かけがえのない人生を生

きる人々の喜びや悲しみに対して深く共感しうる豊かな人間性の涵養，向上を図るこ

と 

② 専門的な法知識の習得と，それを批判的に検討し，発展させていく創造的な思考力，

あるいは事案に即して具体的な法的問題を解決していくため必要な法的分析能力や

法的議論の能力等を育成すること 

③ 先端的な法領域についての基本的な理解，社会に生起する様々な問題に対する広い

関心，法曹としての責任感や倫理観を涵養すること 

  

本研究科は，上記の観点から，本学における法学教育に通底する考え方である「人間

及び社会に対する健全な関心と適切な判断能力の涵養」を根幹としつつ，金沢市という

地方都市に位置すること，弁護士過疎地域に隣接する地に位置することといった地域的

特色，さらには，北陸を中心とした地域社会において高等教育機関として社会的役割を

果たしてきたという本学の歴史に鑑み，「地域に根ざした法曹教育」を本研究科の基本理

念として掲げている。そして，この基本理念は，本研究科学生に対しては，毎年度前期

オリエンテーション時に配布される「履修の手引」に明記され（別添資料７：2014（平

成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引１頁），教務・学生委員長により学生及び教員

に説明している。他方，社会一般に対しては，各年度の本研究科のパンフレット及びウ

ェブサイトに明記し，公表している。（別添資料１：2015 年法務研究科案内２頁「基本理

念」，別添資料２：法務研究科ウェブサイト)  

さらに，本法科大学院の基本理念及び教育目標を具体的に記述した「教育目標及び教

基準１－１－１ 

教育の理念及び目標が適切に設定され、かつ、明確に示されていること。  
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育課程編成実施の方針（カリキュラムポリシー)」では，①法そのものの知識を習得する

ことと同時に，人や社会に対する深い洞察力を養うことで，地域社会の人の立場にたっ

た法律家を養成すること，②地方都市における法律家として，扱われる多種多様な事件

をひとりで解決するために，適切かつ迅速な紛争解決を目指し，事件を分野横断的に捉

えることができる能力の育成を図ること，③21 世紀を担う法律家として，紛争の解決の

みならず，紛争予防にも重要な役割を果たすため社会貢献することのできる法律家の養

成，すなわち，社会状況を的確に把握する能力，それに基づく制度設計能力，そして私

的紛争を予測・回避する能力の育成を図ること，④理論と実務を架橋する高度な教育を

実施するために，法律学の基礎から発展・応用へ，理論的教育を踏まえて実務的教育へ

と段階的に学修することができる教育課程を編成することを挙げている。これらは，21

世紀に向けての司法制度改革の一端として計画・審議された法曹養成のための専門職大

学院である法科大学院制度の目的に合致するものである。（別添資料２：法務研究科ウェ

ブサイト）【解釈指針１－１－１－１，１－１－１－２】 
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基準１－１－２ 

教育の理念及び目標が、当該法科大学院の教育を通じて、達成されているこ

と。  

 

 （基準１－１－２に係る状況） 

本研究科の「地域に根ざした法曹養成」という基本理念に基づき，次の２つを教育目

的の柱に据えている。（別添資料１：2015 法務研究科案内２－３頁） 

① 適切かつ迅速な紛争解決を目指し，事件を分野横断的に捉えることができる法律家

の養成 

② 紛争予防のための調整能力を備えた，社会貢献をなしうる法律家の養成 

 

 このような教育目的及び教育目標を達成するため，第２章において詳しく述べるよう

に，教育課程を編成し，さらに次のような工夫をしている。 

① 「法学入門」，「法情報調査」といった導入教育を授業期間開始前に実施している。 

② 学年進行に応じ，基礎から応用へ，実体法から手続法へ，理論から実務へと段階的

な学修を行い，理論的教育と実務的教育の架橋に留意した総合的な理解を深める教

育課程を編成している。 

③ 地域社会においてゼネラリスト的な活躍が可能となるよう，多様な選択科目を配置

している。 

④ 地方公共団体における政策決定の場面で活躍しうる法曹を養成するため，政策系の

科目を多く配置している。 

⑤ 本学における法学教育の根幹を成す考え方である「人間と社会に対する健全な関心

と判断能力」を涵養するため，また，法曹としての職業倫理，責任感及び正義感を

涵養するため，「法曹倫理」を必修科目として配置している。 

⑥ 本研究科が養成しようとする三つのタイプの法曹を想定し，それぞれに応じた履修

モデルを提示し，履修指導を行っている。（別添資料２：法務研究科ウェブサイト） 

 

司法試験の合格状況については，平成 20 年において合格率が全国平均を大きく下回っ

たため，教員相互の授業参観及び FD 研修にて教育内容の改善に努めるなど教育方法を改

善した結果平成 21 年度から平成 23 年度の合格率が回復した。その後、平成 24 年度以降

は全体平均を下回ってはいるものの、全体平均の２分の１以上の合格率は維持しており，

法科大学院における法曹養成の責務を一定程度果たしているものと考えられるが、より

合格率を上げるべく，カリキュラム・教育内容の見直しの検討を始めている。また、本

研究科を卒業後して司法試験受験資格を得た者のうち司法試験に合格した者の割合は，

５割を下回っているが，全国平均と比べて８割程度の実績を保っている。目標とされる

卒業生の７割が合格するという数字には届かないので，合格率を上げるより一層の努力

が必要であるが，この数字については，５年間で３回という受験回数の制限が撤廃され

た現在，またより徹底した少人数教育が可能となった今後は，向上が見込めるものと思

われる。なお，平成 26 年度には，本研究科卒業後司法試験を３回受験して合格しなかっ
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たものの，その後予備試験を経て合格した者がいる。（データ１－１，１－２－１，１－

２－２） 

修了生の進路についても，北陸三県はもとより，東北，関東，四国，九州等所在の弁

護士会に所属し，地域に根差した法曹として活動する者が中心である。（データ１－３） 

また，学生の学業成績及び在籍状況についても，良好である。（様式２：学生数，別添

資料 15：科目別受講者数・成績分布等調）【解釈指針１－１－２－１，１－１－２－２，

１－１－２－３】 

 

 

【データ１－１】修了生の進路                               単位：人  

修了年度 修了者数 

司法試験合格者数 
国家公務員 

就職者数 

地方公務員 

就職者数 

その他 

（大学院修士

課程・企業）   
裁判官・弁護

士登録者数 
司法修習中 

平成 17 年度 ２ ２ ２     

平成 18 年度 31 12 12  １  ２ ４ 

平成 19 年度 37 10 ９  １  ６ ７ 

平成 20 年度 26 13 13   ３   

平成 21 年度 29 17 17   １  １ 

平成 22 年度 31 11 11   １   

平成 23 年度 20 ５ ２ ２ １   

平成 24 年度 18 ５ ２ ３  １  

平成 25 年度 14 ２  ２    

合計 208 77 68 ８  ２ 14 12 

（平成 27 年 1 月 19 日現在）                   （修了生アンケート結果を基に作成） 

【データ１－２－１】司法試験の状況（各年度合格率）                単位：人  

 全国 本学 

受験者* 合格者* 合格率 受験者 合格者 合格率 

平成 18 年 2,091 1,009 48.25％  2 1 50％  

平成 19 年  4,607 1,851 40.18％  24 8 33.33％  

平成 20 年  6,261 2,065 32.98％  47 ４ 8.51％ 

平成 21 年  7,392 2,043 27.63％  49 11 22.45％  

平成 22 年  8,163 2,074 25.40％  54 17 31.48％  

平成 23 年  8,765 2,063 23.53％  64 15 23.43％  

平成 24 年  8,387 2,102 25.06％  48 7 14.58％  

平成 25 年  7,653 2,049 26.77％  39 7 17.94％  

平成 26 年  8,015 1,810 22.58％  45 7 13.33％  

＊受験者数，合格者数ともに予備試験受験者を含む。   （平成 26 年 10 月１日現在） 

                            （法務研究科学務係作成） 
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【データ１－２－２】司法試験の状況（累積合格率）               単位：人  

 全国 本学 

受験者* 合格者** 合格率 受験者 合格者 合格率 

平成 18 年 2,091 1,009 48.25％  2 1 50％  

平成 19 年  5,795 2,860 49.35％  25 9 36.00％  

平成 20 年  9,772 4,925 50.40％  54 13 24.07％  

平成 21 年  13,784 6,968 50.55％  76 24 31.58％  

平成 22 年  17,516 9,042 51.62％  100 41 41.00％  

平成 23 年  21,045 11,105 52.77％  126 56 44.44％  

平成 24 年  24,167 13,149 54.41％  144 63 43.75％  

平成 25 年  26,935 15,078 55.98％  158 70 44.30％  

平成 26 年  29,644 16,725 56.42％  172 76 44.19％  

＊受験者数は法科大学院修了初年度受験者数の累計    （平成 26 年 10 月１日現在） 

**合格者数は予備試験合格者数を除いて累計        （法務研究科学務係作成）  

【データ１－３】都道府県別弁護士登録者数                 単位：人 

都道府県 人数 都道府県 人数 都道府県 人数 

北海道 １ 富山 ８ 鳥取 １ 

宮城 １ 石川 19 愛媛 １ 

栃木 １ 福井 ７ 徳島 １ 

東京 ９ 岐阜 ３ 高知 １ 

神奈川 ２ 奈良 １ 福岡 １ 

静岡 １ 大阪 １ 大分 １ 

愛知 ４ 兵庫 １ 長崎 １ 

京都 １ 岡山 １ 合計 68 

       （平成 27 年１月 19 日現在）     （修了生アンケート結果を基に作成）  
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

本研究科においては，法科大学院の設立趣旨を踏まえつつ，「地域に根ざした法曹養

成」という基本理念を掲げ，「１ 適切かつ迅速な紛争解決を目指し、事件を分野横断

的捉える事が出来る法律家の要請」，「２ 紛争予防のための調整能力を備えた、社会

貢献をなしうる法律家の養成」といった目的に応じたカリキュラム編成を行っている。 

すなわち，基本理念・目的に即して，多様な選択科目を配置し，特に，北陸の地に

おいて発生した法律事件などを題材として，北陸３県の弁護士会に所属する弁護士か

ら直接に指導を受ける「法的紛争とその法的解決Ⅰ・Ⅱ」といった特徴ある科目の設

置など，一貫した考えの下にカリキュラム編成がなされている。その結果，本研究科

修了生は弁護士として北陸地方(石川県、福井県、富山県)を中心に地方都市で活躍し

ている。 

また，法曹が地方自治体において果たす社会的役割として紛争予防にも着目し，こ

れに対応しうる法曹を養成するための教育目的を掲げている点も本研究科の特長であ

る。 

さらに，１学年が 25 人以下という少人数教育となっていることから，学生と教員間

の距離を縮め，掲げたカリキュラムに沿って手厚い教育がなされている。法曹希望者

数の減少に伴い，平成 26 年からさらなる定員減を検討している(平成 27 年度より，定

員を 15 名に変更)。 

 

 

（２）課題等 

 近時の司法試験合格率が全体平均を下回っていること、入学者数が減少していること

を真摯に受け止め、教員全体で少人数教育の良さを徹底的に追及し、一人ひとりの学

生に対して学業面及び生活面についてさらに強力な支援体制を整える必要があると認

識している。 

また、本研究科における教育力の高さ、少人数教育の魅力等について全国的に広報

し、多くの学生が本研究科において学ぶ選択をするよう、継続的に努力したい。 
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第２章 教育内容  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ２－１ 教育内容 

 

基準２－１－１：重点基準 

教育課程が、理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ、法曹としての

実務に必要な専門的な法知識、思考力、分析力、表現力等を修得させるとと

もに、豊かな人間性並びに法曹としての責任感及び倫理観を涵養するよう適

切に編成されていること。 

 

 （基準２－１－１に係る状況） 

（１）本研究科における教育課程の編成 

① 段階的な学修及び理論と実務の架橋を意識した教育課程 

本研究科では，法曹としての実務に必要な専門的な法知識，思考力，分析力，表現力

等を修得させるため，法律学の基礎から発展・応用へ，理論的教育を踏まえて実務的教

育へと段階的に学修することができる教育課程を編成している。（様式１，別添資料１：

2015 年 法務研究科案内４頁「カリキュラムの構成」，別添資料７：2014(平成 26 年度)

大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科

目及び単位数」，12 頁「履修モデル」） 

まず，特に社会人及び他学部出身者が速やかに法律科目の授業を受けられるように，

１年次前期の授業期間開始前に，導入科目として「法学入門」を配置し，また，法律科

目を学ぶために必要な法情報の調査収集（法令，判例，文献の検索方法等）やまとめ方

などを修得させる「法情報調査」を配置している。 

これに引き続き，１年次においては，法律基本科目のうち，公法（憲法，行政法），

民法，商法，刑法といった実体法の講義を配置し，２年次においては，法律基本科目の

うち，民事訴訟法，刑事訴訟法といった手続法の講義を配置するとともに，法律基本科

目の演習を配置し，３年次において公法，民事法，刑事法の各分野につき分野横断的な

問題や理論と実務の両面に及ぶ問題を扱う総合演習を配置している。 

さらに，実務的教育との関係でも，理論的教育との連携及び架橋を強く意識したカリ

キュラムを編成しており，そこでは豊かな人間性並びに法曹としての責任感及び倫理観

を涵養することも目指している。２年次前期に「エクスターンシップ」，２年次後期に

「民事訴訟実務の基礎」，「法曹倫理」を配置し，その後の３年次前期に「刑事訴訟実務

の基礎」，「クリニック」「模擬裁判」を配置することで，理論的教育を踏まえて実務的

教育が行われるように，かつ実務的教育の中でも段階的に学習が進められるように配慮

している。【解釈指針２－１－１－１】 

本研究科では，平成 27 年度入試から飛び入学及び転入学の制度を設けた。飛び入学

者を法学既習者として認定する場合，および転入学者を２年次から受け入れる場合には，

基準４－３－１に述べるように，通常の短縮コース入学者と同一の法学既習者試験（法

律科目専門試験）を課し，１年次で学ぶべき内容を修得していることを確認できた者を
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入学させ，法科大学院教育の段階性および完結性を維持できるよう工夫しているが，平

成 26 年度の飛び入学・転入学の希望者はいなかった。（別添資料３－１，３－２，３－

３：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項〔Ａ・Ｂ日程〕〔Ｃ日程〕〔二次募

集〕，別添資料３－４：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項〔転入学試験〕）

【解釈指針２－１－１－２，２－１－１－３】 

なお，本研究科では，小規模校であり，法学未修者や社会人にも手厚い指導ができる

ことから，長期履修制度や夜間コースは設けていない。【解釈指針２－１－１－４】 

 

② 地域に根ざした法曹となるための幅広い学識の涵養 

地域社会で活躍しうる法曹になるためには，幅広い法分野における学識を備えている

必要があることから，基礎法学・隣接科目及び先端・展開科目において，特定の分野に

偏ることなく多様な授業科目を配置し，地域社会においてあらゆる法的問題に対処する

ことのできる幅広い学識の涵養を図っている。（様式１：開講科目一覧，別添資料１：

2015 年法務研究科案内４頁「カリキュラムの構成」，別添資料７：2014(平成 26 年度)

大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科

目及び単位数」，別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編

62-113 頁） 

 

（２）本学におけ本研究科教育と法学類教育との関係 

本研究科は，法曹養成に特化した専門職大学院として，また，地方都市に位置し弁

護士過疎地域に隣接する金沢市に設置された法科大学院として，「地域に根ざした法曹

養成」を教育の基本理念に掲げ，この理念に基づいた以下の教育目的の下，カリキュ

ラムを編成している。（別添資料１：2015 年法務研究科案内３頁「教育目的」） 

① 適切かつ迅速な紛争解決を目指し，事件を分野横断的に捉えることができる法律

家の養成 

② 紛争予防のための調整能力を備えた，社会貢献をなしうる法律家の養成 

他方，本学法学類の理念・目標は，「現代社会に対して幅広い関心を持ち，より良い

社会の実現のために法的・政策的な観点から問題の解決策を導き出せる人材を育成す

る」ことである。このような観点から，法学類では，「企業関係法コース」と「公共法

政策コース」を設け，さらに，将来，法律の専門能力の修得のために大学院進学を視

野に入れた「総合法学コース」が 2008 年に設置されている。（別添資料４：2014 年金

沢大学人間社会学域法学類案内１頁「法学類フローチャート」，２頁「学類の理念・目

標」） 

このように、本学では、本研究科教育と本学法学類教育には、法曹として社会貢献

を行うことを共通の目的とした教育理念が掲げられている。 
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基準２－１－２ 

各授業科目について適切な到達目標が設定されていること。  

 

（基準２－１－２に係る状況） 

平成 23 年度から，「共通的な到達目標モデル」が存在する科目においては，「共通的な

到達目標モデル」を元に，本研究科独自の到達目標を記載した金沢大学版「到達目標」

を策定し，シラバス（冊子版）と併せ，学生・教員に配布している。金沢大学版「到達

目標」との対応をシラバスに明示し，授業評価においても対応関係を検証できるように

している。それ以外の科目については，シラバスにおいて，授業終了時に学生は何がで

きるようになっているか最終的にどのような知識，アイディア，スキルを修得できるの

か）を記載することとしている。（別添資料９：金沢大学版「到達目標」，別添資料８：

金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編）【解釈指針２－１－２－１】 
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基準２－１－３：重点基準 

次の各号に掲げる授業科目が適切な科目区分の下に開設されていること。 

（１）法律基本科目 

（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法に関す

る分野の科目をいう。） 

（２）法律実務基礎科目 

（法曹としての技能及び責任その他の法律実務に関する基礎的な分

野の科目をいう。） 

（３）基礎法学・隣接科目 

（基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分野の科目をいう。） 

（４）展開・先端科目 

（応用的・先端的な法領域に関する科目、その他の実定法に関する多

様な分野の科目であって、法律基本科目以外のものをいう。） 

 

 （基準２－１－３に係る状況） 

本研究科は，次の授業科目を開設しており，上記各号に掲げる授業科目を適切な科目

区分の下に開設している。（別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手

引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」）【解釈指針２

－１－３－１】 

 

（１）法律基本科目 

法律基本科目として導入１科目（「法学入門」），公法系５科目（「公法Ⅰ・Ⅱ」「憲法

演習」「行政法演習」「公法総合演習」），民事系 11 科目（「民法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」「民法演習

Ⅰ・Ⅱ」「商法」「商法演習」「民事訴訟法」「民事訴訟法演習」「民事法総合演習Ⅰ・Ⅱ」），

刑事系６科目（「刑法Ⅰ・Ⅱ」「刑法演習」「刑事訴訟法」「刑事訴訟法演習」「刑事法総

合演習」）を開設している。「公法Ⅰ」は憲法，「公法Ⅱ」は行政法を扱う講義である。 

法律基本科目は，講義形式の授業によって各科目の基本事項を習得し，その後，演

習形式の授業によって教員及び学生間での議論によってその理解を深化させるような

カリキュラムとなっている。さらに，最終学年に開講する総合演習は，総仕上げとい

う性質を有しており，「民事法総合演習Ⅰ」及び「民事法総合演習Ⅱ」は，民法・民事

訴訟法といった法律基本科目につき，民事裁判に関する実務の基礎を確認・深化する

ことを目指したもの，「刑事法総合演習」は，刑法・刑事訴訟法といった法律基本科目

につき，刑事裁判に関する実務の基礎を確認・深化することを目指したものとなって

いる。このように，いずれも将来の法曹としての実務に共通して必要とされる基本的

な教育内容を，基礎から応用へと段階的に学習の課程が進められるよう配慮した教育

課程が採られており、学生の理解度に則した構成となっている。（様式１：開講科目一

覧，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大

学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」，別添資料８：金沢大学大学院

Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編２－47 頁）【解釈指針２－１－３－２】 

 



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第２章     

- - 13

（２）法律実務基礎科目 

法律実務基礎科目として「法情報調査」，「法曹倫理」，「民事訴訟実務の基礎」，「刑

事訴訟実務の基礎」，「エクスターンシップ」，「クリニック」及び「模擬裁判」を開設

している。「法情報調査」では，パソコンを用いて法情報を検索することを学ぶ。「法

曹倫理」では，法曹三者それぞれの立場から法曹としての倫理感・責任感を涵養する。

「民事訴訟実務の基礎」及び「刑事訴訟実務の基礎」においては，法律基本科目にお

ける学識を踏まえて要件事実・事実認定論及び法文書作成の基礎を修得させる。「エク

スターンシップ」では，一定期間にわたり弁護士事務所で業務に従事させることによ

り，法理論が実務でどのように用いられているのか，修得した実務の基礎が実際にど

のように業務に結びついているのかを体験的に学ばせるとともに，法曹としての責任

感を体験させる。「クリニック」では，無料の法律相談を受けることにより，生の紛争

に触れさせ，紛争解決の難しさを実感させ，法曹としての責任感を体験させる。また，

平成 20 年度から開講した「模擬裁判」では，民事・刑事それぞれの争点整理や起案書

の作成から弁論までを体験する。「法情報調査」を除き，いずれの授業科目も実務家教

員が担当し，法律基本科目と連携しつつ法律実務に携わることへの導入を行うにふさ

わしい教育を実施している。（様式１：開講科目一覧，別添資料８：金沢大学大学院

Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 48－61 頁）【解釈指針２－１－３－３】 

 

（３）基礎法学・隣接科目 

この科目群では，まず，法とは何かを学ぶ「法理学」を始めとし，我が国の法律の

由来や根拠を学ぶ「日本法の歴史」や「西洋法の歴史」，「英米法」，さらに社会の在り

方を学ぶ「刑事政策」，「政治学」，「地方自治の現状と課題」，「公共政策論（政策法務）」

など，人間や社会のあり方に関する思索を深め、法に対する理解の視野を広げること

に寄与する専門的な教育科目を置いている。（様式１：開講科目一覧，別添資料８：金

沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 62－77 頁）【解釈指針２－１－

３－４】 

 

（４）展開・先端科目 

この科目群は法律基本科目中実体法を修得した後，高度の専門的教育を行うという

観点から置かれている。それぞれの分野を専門とする研究者教員により専門的な知識

を学ぶ「民事保全・執行法」，「労働法Ⅰ」，「経済法」，「社会保障法」，「環境法」，「国

際私法」，「国際取引法」，「国際法適用論」のほか，特に実務との融合に配慮して講師

も実務家を中心に配置されている科目として「紛争とその法的解決Ⅰ」，「紛争とその

法的解決Ⅱ」，「倒産法Ⅰ」，「倒産法Ⅱ」，「労働法Ⅱ」，「知的財産法」，「消費者法」，「租

税法」，「法医学」，「医事法」がある。（様式１：開講科目一覧，別添資料２：法務研究

科ウェブサイト「教員紹介」，別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014

法務研究科編 79－113 頁）【解釈指針２－１－３－５】 

 

なお，基礎法学・隣接科目，展開・先端科目として開設されている授業科目は，すべ

て授業科目名称に合致した教育内容となっている。【解釈指針２－１－３－６】 
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特に，法律基本科目の周辺的な問題を扱うことのある展開・先端科目は，たとえば「民

事保全・執行法」は民事訴訟法の基本分野ではなく民事保全法・民事執行法に特化した

専門知識を学ぶ科目となっており，「社会保障法」「環境法」「経済法」「環境法」等にお

いても同じく，法律基本科目の基本分野ではなく，特別法あるいは特殊な分野について

の専門知識を学ぶ科目となっている。また，「消費者法」，「労働法Ⅱ」等は，実務家が行

う，あるいは実務家が参加することにより，専門的な知識を学ぶ科目となっており，法

律基本科目の延長になることがないよう計画している。【解釈指針２－１－３－７】 

さらに，法律基本科目と法律実務基礎科目の区分も，理論教育から実務教育への架橋

という理念にしたがって，１年次で法律基本科目の各分野を十分に理解したと認められ

た学生が，２年次で法律の実務に関する基礎的な内容を理解することを主眼とした法律

実務基礎科目を受講することになっている。【解釈指針２－１－３－８】 

したがって，実質的にも，法律基本科目に当たる授業科目が，展開・先端科目や法律

実務基礎科目など他の科目区分の授業科目として開設されることはなく，授業の内容・

形態も適切な科目区分に従って開設するよう考慮されており，一の授業科目の中で法律

基本科目に該当する部分と展開・先端科目や法律実務基礎科目に該当する部分が混在し

ていることもない。（様式１：開講科目一覧，別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授

業計画］2014 法務研究科編，別添資料９：金沢大学版「到達目標」）【解釈指針２－１－

３－９（該当なし）】 
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基準２－１－４：重点基準 

基準２－１－３の各号のすべてにわたって、教育上の目的及び各法科大学院

の教育の理念及び目標に応じて適当と認められる単位数以上の授業科目が開

設され、必修科目、選択必修科目及び選択科目等の分類が適切に行われ、学生

が段階的に履修することができるよう各年次にわたって適切に配当されてい

ること。 

 

 （基準２－１－４に係る状況） 

（１）法律基本科目 

本研究科における法律基本科目の単位数は，次のとおりである。 

① 公法系 ５科目 14 単位 

② 民事系 11 科目 32 単位 

③ 刑事系 ６科目 16 単位 

それぞれの授業科目は，基準２－１－３で記したとおりである。このほかに，導入

科目として，公法系，民事系，刑事系すべてに共通する法学の基礎知識を教育する「法

学入門」（１単位）を置いている。これらの授業科目は，すべて必修科目である。また，

段階的に履修できるよう科目の年次配当についても配慮している。（様式１：開講科目

一覧，別添資料１：2015 年法務研究科案内４頁「カリキュラムの構成」，別添資料７：

2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究

科規程別表・授業科目及び単位数」） 

 

（２）法律実務基礎科目 

 法律実務基礎科目としては，「法情報調査」（１単位），「法曹倫理」（２単位），「民事

訴訟実務の基礎」（２単位），「刑事訴訟実務の基礎」（２単位）を必修科目として，「エ

クスターンシップ」（２単位），「クリニック」（２単位），「模擬裁判」（２単位）を選択

必修科目（４単位の修得）として開設している。また，段階的に履修できるよう科目

の年次配当についても配慮している。（様式１：開講科目一覧，別添資料１：2015 年法

務研究科案内４頁「カリキュラムの構成」，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法

務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単

位数」） 

  

（３）基礎法学・隣接科目 

 基礎法学・隣接科目としては，基準２－１－３に係る状況（３）で記した８科目を

開設している。内容的にも，基礎法，外国法，政治・公共政策とバラエティーに富ん

でおり，各学生の関心に応じて効果的な履修ができるよう開設科目の内容を充実させ

ているだけでなく，年次配当についても，１年次から３年次までの間に選択の上，受

講できるよう配慮している。とりわけ，本研究科が教育目的の一つとして掲げる「紛

争予防のための調整能力を備えた，社会貢献をなしうる法律家の養成」とは，紛争予

防の観点から行政過程における政策策定や条例制定過程に参画することで地域社会に

貢献することのできる法律家の養成を考えており，そのため，政治・公共政策に関す
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る授業科目として「政治学」，「地方自治の現状と課題」及び「公共政策論（政策法務）」

を隣接科目として配置している。 

 基礎法学・隣接科目から４単位を選択必修として修得する。（様式１：開講科目一覧，

別添資料１：2015 年法務研究科案内４頁「カリキュラムの構成」，別添資料７：2014(平

成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別

表・授業科目及び単位数」） 

 

（４）展開・先端科目 

 展開・先端科目としては，基準２－１－３に係る状況（４）で示した 18 科目を選択

科目として開設している。本研究科の基本理念である「地域に根ざした法曹」は，あ

る特定の限られた法領域のエキスパートであるよりも，むしろあらゆる分野の法律問

題を一定水準維持しながら処理することのできるゼネラリストであることが要求され

る。このような見地から，本研究科では，特定の分野に偏った授業科目を置くのでは

なく，できるだけ幅広い法分野の授業科目を開設している。 

展開・先端科目については，12 単位以上を選択必修としており，また，年次配当に

ついては，２年次または３年次のいずれかで選択の上，受講できるよう配慮している。

（様式１：開講科目一覧，別添資料１：2015 年法務研究科案内４頁「カリキュラムの

構成」，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢

大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」） 

 

 上記のことから，教育上の目的に応じ，適切な単位数の授業科目を開設するとともに，

適切に必修・選択必修の分類が行われ，また，段階的に履修できるよう科目の年次配当

についても配慮している。【解釈指針２－１－４－１】 
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基準２－１－５：重点基準 

基準２－１－３（１）に定める法律基本科目については、次の各号に掲げる

単位数の授業科目を必修科目として開設することを標準とし、標準単位数を超

えて必修科目又は選択必修科目を開設する場合には、８単位増をもって必修総

単位数の上限とする。ただし、法学未修者については、１年次及び２年次に配

当される法律基本科目の中から、別に１０単位を限度として必修又は選択必修

とすることができる。 

（１）公法系科目（憲法及び行政法に関する分野の科目をいう。） 

１０単位 

（２）民事系科目（民法、商法及び民事訴訟法に関する分野の科目をいう。） 

３２単位 

（３）刑事系科目（刑法及び刑事訴訟法に関する分野の科目をいう。） 

１２単位 

 

 （基準２－１－５に係る状況） 

本研究科において，法律基本科目に該当する科目はすべて必修科目になっており，科

目区分ごとの単位数は，以下のとおりである。 

（１）公法系科目 ５科目 14 単位 

（２）民事系科目 11 科目 32 単位 

（３）刑事系科目 ６科目 16 単位 

このほかに，（１）から（３）までに明確に区分できない教科として，公法系，民事系，

刑事系すべてに共通する法学の基礎知識を教育する導入科目である「法学入門」（１単位）

を置いている。【解釈指針２－１－５－２】 

公法系科目と刑事系科目で，標準単位数を４単位上回って開講されており，また，総

単位数では，63 単位となっているが，これは，必修総単位の上限である 62 単位に法学未

修者１年次に配当される法律基本科目６単位を加えた単位数（68 単位）の範囲内にある。 

前記に関しては，中央教育審議会において，「法学未修者１年次における法律基本科目

の基礎的な学修を確保するため，法律基本科目の単位数を６単位程度増加させること」

が提言されたことを踏まえ，平成 22 年度から１年次配当科目中，｢公法Ⅱ｣，「商法」，「刑

法Ⅰ」の３科目において２単位を増加させている。（様式１：開講科目一覧，別添資料１：

2015 年法務研究科案内４頁「カリキュラムの構成」，別添資料７：2014(平成 26 年度)大

学院法務研究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及

び単位数」） 

なお、本研究科においては，４年を超える標準修業年限を定める制度はない。【解釈指

針２－１－５－１（該当なし）】 
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基準２－１－６：重点基準 

（１）基準２－１－３（２）に定める法律実務基礎科目については、次に掲

げる授業科目が必修科目として開設されていること。 

ア 法曹としての責任感や倫理観を涵養することを内容とする授業科

目（２単位） 

イ 要件事実及び事実認定に関する基礎的な教育を含む民事訴訟実務

の基礎を内容とする授業科目（２単位） 

ウ 事実認定に関する基礎的な教育を含む刑事訴訟実務の基礎を内容

とする授業科目（２単位） 

（２）（１）に掲げる必修科目６単位のほか、次に例示する内容の授業科目

その他の法曹としての技能及び責任等を修得させるために適切な内容

を有する授業科目（（１）に掲げる内容の授業科目を除く。）のうち、４

単位相当が必修又は選択必修とされていること。 

ア 模擬裁判 

（民事・刑事裁判過程の主要場面について、ロールプレイ等のシ

ミュレーション方式によって学生に参加させ、裁判実務の基礎

的技能を身に付けさせる教育内容） 

イ ローヤリング 

（依頼者との面接・相談・説得の技法や、交渉・調停・仲裁等の

ADR（裁判外紛争処理）の理論と実務を、ロールプレイをも取り

入れて学ばせ、法律実務の基礎的技能を修得させる教育内容） 

ウ クリニック 

（弁護士の指導監督のもとに、法律相談、事件内容の予備的聴き

取り、事案の整理、関係法令の調査、解決案の検討等を具体的

事例に則して学ばせる教育内容） 

エ エクスターンシップ 

（法律事務所、企業法務部、官公庁法務部門等で行う研修） 

オ 公法系訴訟実務の基礎を内容とする授業科目 

（行政訴訟を中心とする公法系の諸問題を含む訴訟について、公

法系の法律基本科目の学修を踏まえつつ、紛争や訴訟の現場を

意識させるための各種の書面を作成させ、種々の理論的問題、

技術的問題が訴訟実務においてどのように現れるかを模擬的に

理解することを通じて、公法系訴訟実務の基礎を修得させる教

育内容） 

（３）（１）アについては、「法曹倫理」などの授業科目名で独立の授業科目

として開設されていること。また、他の授業科目の授業においても、法

曹倫理に留意した教育が行われていること。 

（４）次に掲げる教育内容について指導が行われていること。ただし、これ

らの指導のために授業科目を開設し、単位を認定することは要しない。 

ア 法情報調査 

（法令、判例及び学説等の検索、並びに判例の意義及び読み方の

学習等、法学を学ぶ上で必要な法情報の調査・分析に関する技

法を修得させる教育内容） 

イ 法文書作成 
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（契約書・遺言書、法律意見書・調査報告書又は起訴状・訴状・

準備書面及びこれらの書面を作成する基礎資料となる文書等実

務的な文書の作成の基本的技能を、添削指導等により修得させ

る教育内容） 

 

 （基準２－１－６に係る状況） 

（１）法律実務基礎科目 

 本研究科における法律実務基礎科目については，「法情報調査」（１単位,１・２年前

期），「法曹倫理」（２単位,２年後期），「民事訴訟実務の基礎」（２単位,２年後期），「刑

事訴訟実務の基礎」（２単位,３年前期）を必修科目として開設している。（様式１：開

講科目一覧，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10－11 頁

「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」，別添資料８：金沢大学

大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 48－55 頁） 

 

（２）実習的科目 

法律実務基礎科目群のうち，法律実務を実習的に行う科目として，「エクスターンシ

ップ」（２単位，２年前期），「クリニック」（２単位，３年前期），「模擬裁判」（２単位，

３年前期）を選択必修科目（４単位の修得）として開設している。ただし，公法系訴

訟実務の基礎については，法律基本科目群の公法総合演習において学修する。（様式

１：開講科目一覧，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10

－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」，別添資料８：金

沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 56－61 頁） 

以下が各実習的科目の詳細である。データに示すように，多くの学生がこれらの実

習的科目を受講している。（データ２－１） 

① 「エクスターンシップ」は，履修者が金沢弁護士会，富山県弁護士会，福井弁護

士会所属の弁護士事務所に配置され，２週間にわたり弁護士実務（弁護士会活動や

公益活動などの弁護士の社会貢献活動を含む）を実体験する。履修希望者はほぼ全

員履修できる。 

② 「クリニック」は，広報活動により一般市民からの相談を受け，履修者は，金沢

弁護士会所属弁護士の立会いの下で事実関係聴取から法的助言までの法律相談業務

を実際に行う。 

③ 「模擬裁判」は，民事の模擬裁判を７回，刑事の模擬裁判を８回行う。ロールプ

レイ方式で争点整理や起案書等の法文書作成，弁論などを体験する。 
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法律実務基礎科目群の授業科目について

は，「法情報調査」を除いて実務家教員が担

当し，関連の深い科目の研究者教員を連携

教員として配置した。この制度は，法律実

務基礎科目の授業内容の決定，シラバスの

記載などを実務家教員と研究者教員が協力

して行うものである。（データ２－２）（様

式１：開講科目一覧，別添資料 16：教務関

係要領２頁「(8)連携教員」【解釈指針２－

１－６－１】 

（３）法曹倫理 

法律実務基礎科目群中，法曹としての責任感や倫理観を育む「法曹倫理」は，独立の

科目として開設している。「法曹倫理」15 回の講義中，検察官５回，裁判官４回，弁護士

６回を分担して行っており，法曹三者としての職業倫理や社会的役割を修得するもので

ある。（様式１：開講科目一覧，別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014

法務研究科編 50－51 頁）【解釈指針２－１－６－２】 

なお，他の授業科目においても，当然ながら法曹倫理に留意した教育を行っている。 

 

【データ２－１】「エクスターンシップ」「クリニック」「模擬裁判」履修者数 

①「エクスターンシップ」（２単位）履修者数                単位：人 

 
２年生在学数(a) 

（休学者・既修得者を除く） 
履修者数(b) 履修率(b/a)（％） 

平成 24 年度 28 24 86 

平成 25 年度 14 14 100 

平成 26 年度 15 13 87 

②「クリニック」（２単位）履修者数                    単位：人  

  
３年生在学数(a) 

（休学者・既修得者を除く） 
履修者数(b) 

履修率(b/a)

（％） 

平成 24 年度 18 15 83 

平成 25 年度 15 13 87 

平成 26 年度 16 12 75 

③「模擬裁判」（２単位）履修者数                     単位：人 

 
３年生在学数(a) 

（休学者・既修得者を除く） 
履修者数(b) 履修率(b/a)（％） 

平成 24 年度 19 11 58 

平成 25 年度 15 12 80 

平成 26 年度 17 7 41 
 

【データ２－２】平成 26 年度 連携教員一覧表 

法律実務科目 教員名 

法 曹 倫 理 振津，稲葉 

民事訴訟実務の基礎 
宇都宮，樫見，舟橋， 

本間，鵜澤 

刑事訴訟実務の基礎 佐藤 

模 擬 裁 判 西村，戸川，宮本 

ク リ ニ ッ ク 長谷川 

エクスターンシップ 長谷川 

             （法務研学務係作成） 
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（４）その他 

 「法情報調査」は，短縮コース，標準コースを問わず，入学後の４月，授業開始前

に，法令，判例等の法情報の検索方法及び情報分析を学修する。（別添資料８：金沢大

学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 48－49 頁） 

民事分野における契約書・遺言書などの基本的な法文書作成は，民事裁判における

要件事実及び事実認定に関する基礎的な教育を含む演習形態での「民事訴訟実務の基

礎」で取り扱っている。刑事分野における起訴状や準備書面等の法文書作成は，刑事

手続実務について起訴から公判手続までを検察官，裁判官，弁護士の指導により演習

形態で学ぶ「刑事訴訟実務の基礎」において取り扱っている。（様式１：開講科目一覧，

別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 52－55 頁，別

添資料 19：平成 26 年度「刑事訴訟実務の基礎」法文書作成課題，別添資料 20：平成

26 年度「民事訴訟実務の基礎」法文書作成課題） 

これらはいずれも必修科目である。（別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研

究科履修の手引 10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」）

【解釈指針２－１－６－３】 
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基準２－１－７ 

基準２－１－３（３）に定める基礎法学・隣接科目については、学生がそれ

ぞれの関心に応じて効果的な履修を行うために十分な数の授業科目が開設さ

れていること。 

 

 （基準２－１－７に係る状況） 

本研究科では，基礎法学・隣接科目として「法理学」，「日本法の歴史」，「西洋法の歴

史」，「英米法」，「刑事政策」，「政治学」，「地方自治の現状と課題」，「公共政策論（政策

法務）」（いずれも２単位）を開設しており，このうち，２科目４単位を選択必修として

いる。 

この科目群は，上記の修了要件のほか，学生の興味対象や範囲に応じ，選択科目とし

て履修できることとしている。また，上記科目の開講に当たっては，必修科目等と重な

らないように時間割を調整しており，また，１年次から履修できるようになっている。（様

式１：開講科目一覧，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 10

－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」，別添資料８：金沢

大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 62－77 頁，別添資料 13：平成 26

年度大学院法務研究科授業時間割表） 
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基準２－１－８  

基準２－１－３（４）に定める展開・先端科目については、各法科大学院の

養成しようとする法曹像に適った内容を有する十分な数の授業科目が開設さ

れていること。 

 

 （基準２－１－８に係る状況） 

本研究科の基本理念である「地域に根ざした法曹」は，特定の法領域のエキスパート

であるより，あらゆる法律問題を，一定水準維持しながら処理するゼネラリストである

ことが要求される。そのような法曹を育てるために，本研究科では，展開・先端科目と

して，「紛争とその法的解決Ⅰ」，「紛争とその法的解決Ⅱ」，「民事保全・執行法」，「倒産

法Ⅰ」，「倒産法Ⅱ」（平成 21 年度まで「倒産処理法」），「消費者法」，「知的財産法」，「環

境法」，「医事法」，「労働法Ⅰ」（平成 21 年度まで「労使関係法」），「労働法Ⅱ」（平成 21

年度まで「雇用関係法」），「社会保障法」，「国際法適用論」，「国際私法」，「国際取引法」，

「租税法」，「経済法」，「法医学」と，多様な分野の科目を開設している。このうち６科

目 12 単位を選択必修としており，この修了要件のほか，学生の興味対象や範囲に応じ，

選択科目として履修できることとしている。 

上記科目の開講に当たっては，必修科目等と重ならないように時間割を調整している。

（様式１：開講科目一覧，別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引

10－11 頁「金沢大学大学院法務研究科規程別表・授業科目及び単位数」，別添資料８：金

沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編 78－113 頁，別添資料 13：平成

26 年度大学院法務研究科授業時間割表）【解釈指針２－１－８－１】 
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基準２－１－９：重点基準 

各授業科目における授業時間等が、単位数との関係において、大学設置基準第

２１条から第２３条までの規定に照らして適切に設定されていること。 

 

 （基準２－１－９に係る状況） 

大学設置基準第 21 条については，同条第１項及び第２項に相応する規程を金沢大学大

学院法務研究科規程第８条に定め，これを実質化するため，各学生が相当の予習・復習

をしていることを前提とした教育を実施している。（データ２－３） 

大学設置基準第22条については，年間35週の授業期間を確保している。大学設置基準第

23条については，各授業科目の授業は原則として15週を単位として実施している。（別添

資料７：2014(平成26年度)大学院法務研究

科履修の手引表紙裏「平成26年度法務研究

科学年暦」） 

やむを得ず休講した場合には，必ず補講

を行っている。休講・補講については，ア

カンサスポータル（学習や学務に関する情

報を入手できる本学独自のワンストップ

サービスのサイト）により周知することに

加え，担当教員が授業時に口頭で学生に周

知している。（別添資料16：教務関係要領

２頁「(6)休講・補講」） 

 

ただし，次のとおり，いくつかの例外もある。 

（１）「法情報調査」，「法学入門」については，１単位の科目であり，法律基本科目の開

講前に終えておく必要があるとの教育上の配慮から，前期授業開始前に集中的に実

施している。 

（２）「エクスターンシップ」，「クリニック」については，性質上，集中的に実施する必

要があるため，集中講義として実施している。 

（３）基本理念，目的，目標を踏まえ，ゼネラリストを育成するため，展開・先端科目

の一部においては，当該科目に関する専門的知識を有する学外の非常勤講師が担当

するものもあり，その科目においては，集中講義として実施しているものもある。 

（別添資料 13：平成 26 年度大学院法務研究科授業時間割表，別添資料 14：平成 26 年度

法務研究科集中講義日程） 

 

 

【データ２－３】大学設置基準第 21 条関係 

金沢大学大学院法務研究科規程 

第８条 授業科目の単位は，１単位 45 時間の学修を必要

とする内容とし，次の基準によるものとする。 

(1) 講義及び演習については，15 時間から 30 時間の授

業をもって１単位とする。 

(2) 実習については，30 時間から 45 時間の授業をもっ

て１単位とする。 

(3)  大学院学則第 21 条第２項の規定により，一の授業

科目について，講義，演習又は実習のうち二以上の方

法の併用により行う場合については，15 時間から 45

時間の授業をもって１単位とする。 

（出典：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 

６頁：別添資料７） 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 理論的教育と実務的教育の架橋に留意した教育課程を編成している。 

② 「地域に根ざした法曹養成」という本研究科の基本理念に即し，特定の分野に偏

ることなく，あらゆる分野について法曹として必要な水準の学識が涵養できるよ

うな教育課程を編成している。 

③ 基礎から応用へと段階的に学習の課程が進められるよう配慮した教育課程を編

成している。 

④ 実務基礎科目群中の実習科目においても受講者数制限を設けておらず，クリニッ

ク，エクスターンシップも全員受講することができるよう配慮している。 

⑤ 幅広い分野を選択科目として提供するに際し，時間割が必修科目と重なって希望

する選択科目が受講できないという事態が生じないよう，時間割の編成を工夫し

ている。 

 

（２）課題等 

学生数の減少により、特に選択科目において、多様な授業科目を提供しているがゆえ

に，受講生が２名程度といった講義が発生しているが、少人数教育の利点として受け止

めるべきか、何らかのカリキュラム編成の変更を検討すべきかについての課題があるも

のと認識している。 
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第３章 教育方法  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ３－１ 授業を行う学生数 

 

基準３－１－１ 

法科大学院においては、少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い

教育が行われなければならないことが基本であることに鑑み、一の授業科目

について同時に授業を行う学生数が、この観点から適切な規模に維持されて

いること。 

  

（基準３－１－１に係る状況） 

本研究科においては，少人数による双方向的･多方向的な密度の高い教育を実効ならし

めるため，設立当初から定員が小人数とされており，講義科目においては 40 人程度，演

習科目においては抽選によってクラス分けを行い，20 人程度で授業を行ってきた。現在

では，１学年の定員が 25 名となっており，2015 年度よりは 15 名となることから、教員

が一丸となって少人数による双方向的・多方向的な密度の濃い教育を実践している。な

お，履修登録者数には，再履修者を含んでいる。（別添資料７：2014(平成 26 年度)大学

院法務研究科履修の手引 21－22 頁「８ 演習科目のクラス分けについて」，別添資料 13：

平成 26 年度大学院法務研究科授業時間割表，別添資料 15：科目別受講者数・成績分布等

調）【解釈指針３－１－１－１，３－１－１－２（１）】 

なお，本研究科の授業科目を他研究科の学生及び科目等履修生が受講するといった制

度は存在しない。また，本研究科は１専攻であり，他専攻の学生は存在しないので，他

専攻の学生が本研究科の授業科目を受講することもない。【解釈指針３－１－１－２（２），

３－１－１－３（いずれも該当なし）】 
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基準３－１－２ 

法律基本科目について同時に授業を行う学生数は、５０人を標準とすること。 

 

 （基準３－１－２に係る状況） 

法律基本科目の受講登録学生数は，平成 21 年度までは入学定員と同数の 40 人を基本

として設定し，平成 22 年度以降，入学定員と同数の 25 人として設定しており，１学年

の定員は，再履修者を含めても，50 人を超えることはない。演習科目においては２クラ

スを基準にしているため，１クラス 10 人程度になり，より効果が上がる双方向的・多方

向的授業方法をとっている。（別添資料 15：科目別受講者数・成績分布等調）【解釈指針

３－１－２－１】 
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 ３－２ 授業の方法 

 

基準３－２－１ 

法科大学院における授業の実施に当たっては、次の各号を満たしているこ

と。  

（１）専門的な法知識を確実に修得させるとともに、批判的検討能力、創

造的思考力、事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な

法的分析能力及び法的議論の能力その他の法曹として必要な能力を育

成するために、授業科目の性質に応じた適切な方法がとられているこ

と。 

（２）当該授業科目において設定されている到達目標の内容が学生に示さ

れ、それを踏まえて、授業の進行及び自習の指示等がされ、学生が当

該教育を受ければ到達目標を達成できるものであること。  

（３）１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成

績評価の基準と方法があらかじめ学生に周知されていること。  

（４）授業の効果を十分に上げられるよう、授業時間外における学習を充

実させるための措置が講じられていること。 

 

 （基準３－２－１に係る状況） 

（１）適切な教育方法 

本研究科の授業は，当該授業科目において法曹として一般に必要と考えられる水準

及び法知識が授業内容となっている。（別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計

画］2014 法務研究科編，別添資料 18：平成 26 年度講義レジュメ・小テスト）【解釈指

針３－２－１－１】 

授業の題材としては，特に演習科目においては，主に判例等の具体的事例を用い，

それらを検討することを通じて，具体的事例や新たな事例に的確に対応することので

きる能力を身につけ，妥当な結論を出す訓練を行っている。これらの科目では少人数

による双方向的・多方向的な討論を行ったり，事例研究等の実践的な教材を用いて授

業を行っている。【解釈指針３－２－１－２，３－２－１－３】 

特に，法律基本科目及び法律実務基礎科目の授業の実施に当たっては，以下の措置

を講じている。 

① 法律基本科目 

 授業方法としては，教員と学生との対話式授業を中心としつつ，適宜，講義スタイ

ルを併用した授業を行っている。法学未修者１年次の授業科目においては，原則とし

て体系的なレジュメを用意するとともに，講義スタイルの比率を高めて，法学を全く

学んでいない者，法学の基礎的な学識が備わっていない者が法学の基礎・基本を修得

できるよう配慮している。演習科目では，あらかじめ報告者を定め，その報告に基づ

いて議論する方式と，報告者を定めることなく学生を無作為に指名し答述させる方式

とを併用している。授業においては，法的思考過程を丁寧に解説し，あるいは学生に

法的思考過程を説明させることにより，法的思考力の涵養に努め，受験技術に偏した

指導が行われないように注意している。【解釈指針３－２－１－４，３－２－１－５】  
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 ② 法律実務基礎科目 

「クリニック」及び「エクスターン

シップ」では，学生に対する事前指導

として関係法令の遵守・守秘義務の遵

守等の指導を行うとともに，事後の報

告会を行うことにより，反省点や課題

を共有している。また，「エクスターン

シップ」においては，指導弁護士・学

生用それぞれの「ガイド」を作成する

とともに，具体的な実施方法を制度化

し，専任教員が研修先の事務所と連絡

を取り合って研修学生を指導監督し，

成績評価や単位認定に責任を持つ体制

が整備されている。 

なお，「クリニック」及び「エクスタ

ーンシップ」において，学生が弁護士

事務所や相談者等から報酬を受け取る

ことは認めていない。（データ３－１，別添資料 21：「エクスターンシップガイド」，

別添資料 22：金沢大学法科大学院リーガルクリニック指導実施要領（2014 年度版））

【解釈指針３－２－１－６】 

 

（２）到達目標の設定 

法科大学院協会から「共通的な到達目標モデル」が発表されたことから，本研究科

では平成 23 年度に，授業の到達目標を記載した金沢大学版「到達目標」を策定した。

この金沢大学版「到達目標」では，「共通的な到達目標モデル」に記載されているもの

を○，金沢大学版のオリジナルな授業到達目標を☆，授業時間の関係で学生の自学自

習に委ねざるを得ない部分を△で示し，シラバスと併せて学生・教員に配布し，シラ

バスには各回の授業と到達目標との関連を明記することとしている。（別添資料９：金

沢大学版「到達目標」，別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務

研究科編） 

 

（３）学生に対する授業情報の周知 

 １年間の授業計画等，各授業科目における授業内容及び方法については，これらを

記載したシラバス（冊子版）を各年度の冒頭に学生に配付するとともに，シラバスは

アカンサスポータルを通じてウェブサイトでも見られるようになっている。成績評価

の基準と方法については，履修の手引きに明記されている。（別添資料８：Syllabus2014 

法務研究科編 授業計画，別添資料７：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の

手引 17－19 頁「６ 成績評価基準について」） 

 

 

【データ３－１】平成 26 年度 エクスターンシップ受

入先一覧 

法律事務所 所在地 

中島史雄法律事務所 金沢市 

兼六法律事務所 金沢市 

金沢あおば法律事務所 金沢市 

金沢みらい法律事務所 金沢市 

堀口法律事務所 金沢市 

藏大介法律事務所 金沢市 

敦賀法律事務所 金沢市 

金沢ルネッサンス法律事務所 金沢市 

葵総合法律事務所 金沢市 

山﨑法律事務所 金沢市 

中村吉輝法律事務所 金沢市 

高岡つばさ法律事務所 高岡市 

※中島史雄法律事務所で２名指導 

※福井市での実習希望者なし 
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（４）授業時間外学習への対応 

① 授業時間割 

必修科目について，各日３コマを最大限とすることにより，学生の自習時間を考慮

した授業時間割を作成している。(別添資料 13:平成 26 年度大学院法務研究科授業時

間割表)【解釈指針３－２－１－７（１）】 

授業では，シラバスにおいて適切な教科書を指定し，各回の授業で扱う範囲を明示

するとともに，毎回の授業に先立って，アカンサスポータルを用いて予習資料を配付

し，事前予習の指導をしている。また，授業後における復習のためレポート課題や小

テストの実施等により，教員側において学生の理解度を確認し，これを授業にフィー

ドバックしている。（別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授業計画］2014 法務研

究科編，別添資料 16：教務関係要領１頁「(4)レジュメ資料の配布方法」，別添資料

18：平成 26 年度講義レジュメ・小テスト）【解釈指針３－２－１－７（２）(３)（４）】 

② 学習環境 

基準１０－１－１で示すように，自習室には，学生一人一人に与えられる机を設

置しており，また，必要な図書を法務研究科図書室に備えている。自習室，法務研

究科図書室とも 24 時間使用可能となっている。（別添資料 27：施設設備の整備状況）

【解釈指針３－２－１－７(５)】 

③ 法情報データベース等の提供 

TKC ローライブラリー等の法律情報データベースを利用に供している。法律情報検

索は自宅のパソコンからも利用可能であるが，法情報実習室を 24 時間利用できるよ

う開放している。（別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 26

頁「７ 法律関係データベースについて」）【解釈指針３－２－１－７(５)】 

④ 集中講義 

予習資料を遅くとも講義開始の１週間前までには事前配布するほか，１日４コマを

超えないように時間割を組んでいる。授業終了後試験までできれば１週間，少なくと

も３日を空け，復習時間も確保している。（別添資料 14：平成 26 年度集中講義日程）

【解釈指針３－２－１－８】 
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【データ３－２】履修登録できる授業科目の上

限単位数（平成 22 年度以降） 

金沢大学大学院法務研究科規程 第９条  

１ 《略》 

２  履修科目として登録できる授業科目の上限

単位数は，１年次前期は 20 単位，1 年次後期

は 22 単位，２年次は各学期 18 単位，３年次

は各学期 22 単位とする。ただし，第 11 条第

１項の規定により修得したとみなす単位数は

除く。 

（出典：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科

履修の手引６－７頁：別添資料７） 

３－３ 履修科目登録単位数の上限 

 

基準３－３－１：重点基準 

法科大学院における各年次における履修登録可能な単位数の上限が以下の

各号を満たしていること。 

（１）最終年次を除く各年次においては、３６単位を原則とし、これを超え

る単位数が設定されている場合には、その理由が合理的なものであること

が明らかにされている必要がある。ただし、次の各号に掲げる授業科目に

ついては、３６単位とは別にそれぞれの単位を限度として履修登録させる

ことができる。 

 ア 法学未修者１年次及び２年次に配当される基準２－１－３（１）に定め

る法律基本科目に当たる授業科目 ８単位 

 イ 基準４－２－１（１）ウに定める者の認定において、法学未修者１年次

に配当される授業科目のうち履修免除の対象とならない授業科目及び

法律科目試験で合格点に達せず履修免除されなかった授業科目 ６単位 

（２）（１）のただし書にかかわらず、いずれの年次においても、４４単位 

を超える単位数の設定はすることができない。 

 

 （基準３－３－１に係る状況） 

本研究科では，各学期に学生が履修登録で

きる授業科目の上限単位数は，１年次は前期

20 単位，後期 22 単位（平成 21 年度入学者ま

では各学期 18単位），２年次は各学期 18単位，

３年次は各学期 22 単位となっている。この上

限単位数には，集中講義や，「クリニック」｢エ

クスターンシップ｣といった実習も含まれて

いる。したがって，年間では１年次は 36 単位

とは別に，法学未修者に配当される法律基本

科目の６単位を合わせて 42 単位，２年次にお

いては 36 単位，３年次（在学の最終年次）においては，それまでの履修実績や選択科目

の履修可能性の拡大等の点を考慮し，44 単位を上限としている。（データ３－２）【解釈

指針３－３－１－１，３－３－１－２】 

なお，入学前の既修得単位を修得した単位とみなす場合については，実際に当該学期

において履修するものではないため，上限から除外している。単位数の上限は，履修登

録単位数であるため，進級が認められた場合の再履修科目単位についても，単位数の上

限に含むこととしている。【解釈指針３－３－１－３，３－３－１－４】 

 なお，本研究科は，３年を超える年次を標準修業年限とするコースは設置していない。

【解釈指針３－３－１－５（該当なし）】 

 

 

 



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第３章 

- - 32

 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 平成 22 年度に入学者定員を 25 人としたことにより，授業を少人数で行うことが

可能となり，講義は約 20 人，演習は約 10 人が標準となった。さらに，平成 27 年

度からは入学定員を 15 人としたことにより，さらなる少人数教育が期待される。

その結果，授業の際，学生の顔の見える授業が可能になり，質疑応答により学生が

授業内容の理解を深め，また，学生の理解度を計ることも容易となるソクラテス・

メソッドを実践する際には，各学生の理解度に応じた質問を発することも可能であ

る。 

② 法律基本科目を始めとした授業において，予習･復習のための資料配付，レポート

課題や小テストの実施など授業方法の工夫を行っている。特に，アカンサスポータ

ルの利用により，学生・教員双方の授業準備及び授業管理が簡便となった。 

③ 法学未修者１年次の学生には，法律基本科目の６単位（公法２単位，刑法２単位，

商法２単位）を上限にプラスし，42 単位を履修科目登録単位としている。 

 

（２）課題等 

 該当なし 
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第４章 成績評価及び修了認定  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ４－１ 成績評価 

 

基準４－１－１：重点基準 

学修の成果に係る評価（以下「成績評価」という。）が、次の各号を満たし

ていること。 

（１）成績評価が、各授業科目において適切に設定された達成度に照らして、

学生の能力及び資質を正確に反映する客観的かつ厳正なものとして行

われていること。 

（２）成績評価の基準が設定され、かつ、学生に周知されていること。 

（３）成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていること。 

（４）成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されているこ

と。 

（５）期末試験を実施する場合には、実施方法についても適切に配慮されて

いること。 

（６）再試験又は追試験を実施する場合には、受験者が不当に利益又は不利

益を受けることのないよう特に配慮されていること。 

（７）期末試験において筆記試験を実施しない場合には、筆記試験を実施せ

ずに成績評価を行うことが授業科目の性質に照らして適切であるとす

る理由が明らかにされていること。 

 

 （基準４－１－１に係る状況） 

（１）科目ごとの達成度の適切な設定 

 本研究科では，授業ごとの達成度をシラバスに「授業の目標・授業の到達目標」とし

て掲げ，学生に明示している。また，基準３－２－１に係る状況（２）で述べたように，

金沢大学版「到達目標」との対応もシラバスに明示し，授業評価においても対応関係を

検証できるようにしている。【解釈指針４－１－１－１】（別添資料８：金沢大学大学院

Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編，別添資料９：金沢大学版「到達目標」，別添資

料 16：教務関係要領１頁「(1)授業の到達目標」）  

 

（２）成績評価基準の設定と周知 

 本研究科における単位認定は，試験により行い，その成績評価は成績評価基準に基づ

いて行われる。 

成績評価基準については，「履修の手引」に掲載し，学生に周知している。成績評価は

教員による評価のバラツキや，問題の難易によるバラツキを避け，厳格な成績評価を行

う方策として，素点による絶対評価を原則としながら， Ｓ，Ａには，受講生に対する割

合で上限を設定し，一部相対評価を導入している。各科目の評価の方法は，シラバスに

おいて明示している。（データ４－１－１，４－１－２）（別添資料８：金沢大学大学院

Syllabus［授業計画］2014 法務研究科編） 
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【データ４－１－１】成績評価 

金沢大学大学院法務研究科規程 

（単位修得の認定） 

第 12 条 単位修得の認定は，試験その他の適切な方法により厳正に行う 

２ 短縮コースへ入学した者については，１年次配当の必修科目のうち法情報調査を除く 35 単位を修得した

ものとみなす。 

３ 前項の規定により修得したとみなされる単位数は，第 10 条第３項及び第 11 条第２項により修得したとみ

なされる単位数と合わせて 30 単位（同項ただし書の規定による 30 単位を超える単位数を除く。）を超えな

い範囲とする。 

（授業科目の成績等） 

第 13 条 授業科目の成績は，合格を上位から「Ｓ」，「Ａ」，「Ｂ」，「Ｃ」の評語とし，不合格を「不可」の評

語とする。ただし，授業科目又は履修形態等によっては，合格を「合」又は「認定」の評語とすることがあ

る。 

２ 授業科目の各評語の学修到達度は，学修到達目標 100％に対し，次のとおりとする。 

Ｓ：90％以上，Ａ：80％以上 90％未満，Ｂ：70％以上 80％未満，Ｃ：60％以上 70％未満，不可：60％未満 

３ 授業科目の成績に対し，次のグレート・ポイント（以下「GP」という。）を与える。 

Ｓ＝４，Ａ＝３，Ｂ＝２，Ｃ＝１，不可＝０，放棄＝０ 

４ 授業登録した授業科目については，グレード・ポイント・アベレージ（以下「GPA」という。）を算出する。

ただし，法学入門，法情報調査，模擬裁判，クリニック及びエクスターンシップを除く。 

５ GPA を算出する基準は，次のとおりとする。 

GPA＝（各授業科目で得た GP×当該科目の単位数）の総和/（履修登録した授業科目の単位数の総和） 

（出典：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引７－８頁：別添資料７） 

 

【データ４－１－２】成績評価基準 

履修者の素点について，次のようにランク付けを行い，Ｓ～Ｃを合格とする。 

ただし，Ｓ，Ａについては，原則として以下の人数分布に収まるように調整する。（同点者がいる場合につ

いてはこの限りではない。）ただし，履修者が５人に満たない場合は，以下の趣旨を尊重しつつ，人数分布の

厳密な調整は要しないものとする。 

Ｓ  90 点以上，かつ履修者の 10％以内（履修者が 10 人に満たない場合は１人以内） 

Ａ  80 点以上，かつＳも含めて履修者の 30％以内 

Ｂ  70 点以上 

Ｃ  60 点以上 70 点未満 

不可 60 点未満（不合格・「評価された結果である」ことから，定期試験を受験し，成績評価基準に則って

評価が行われた結果，合格とする水準に達しなかった場合。） 

放棄 （不合格・定期試験を受験せず評価の対象となり得なかった場合，及び定期試験を受験したが，欠席

回数により評価の対象としない場合） 

（出典：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引 18 頁：別添資料７） 

 

成績評価に際して，評価尺度を教員間で共有化するとともに，科目間における成績の

バラツキを防止するための取組について，平成 19 年度の教員研修会において議論を行い，

以下の２点を基本方針とすることを決定し，教務関係要領に記載して，現在，その基本

方針に基づき成績評価を行うよう周知徹底している。 

① 講義科目の期末試験については，おおむね 70 点程度が平均点となるように問題を
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作成する。 

② 演習科目の「平常点」の比重については，成績評価は期末試験の結果に基準を置く

べきと考え，当該科目の成績評価全体の 30％を超えることがあってはならないこと

とする。 

（別添資料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 17-19 頁「６ 成績評価

基準について」，別添資料 16：金沢大学大学院法務研究科教務関係要領２頁「２ 定期試

験について (1)出題の意図，評価基準の基本的な考え，成績分布」）【解釈指針４－１－

１－２】 

 

（３）成績評価 

各授業科目の成績評価に関するデータ（履修者数，合格率，成績分布等）は，研究科

会議で配布され，教員間で共有されている。成績評価が基準に合致して行われているか

どうか，教務・学生委員会がチェックし，もし合致していない場合には科目担当者に訂

正を求め，成績評価基準にしたがった成績評価を確保している。（別添資料 15：科目別受

講者数・成績分布等調） 

また，定期試験の後，原則としてすべての科目について，履修者全員を対象とした答

案講評を行っている。ただし，実務基礎科目及び司法試験担当科目については，学生の

希望に応じ，授業担当教員が①履修者全員を対象とした口頭による答案講評の実施，②

履修者全員を対象として個別に指導，③希望者を対象として個別に指導，の３つの中か

ら選べることとなっている。（別添資料 16：教務関係要領４頁「(8)定期試験の講評」）【解

釈指針４－１－１－３】 

 

（４）成績評価結果の学生への告知 

成績評価基準に従って厳正に成績評価を行っていることを担保するため，採点済みの

定期試験答案用紙（コピー）を各学生に返却している。成績が不可と認定された学生は，

担当教員と面談し不可の理由の説明を受けた上で，成績に対する異議申立手続に従い，

研究科長に対し異議を申し立てることができる。（別添資料７：2014(平成 26 年度)大学

院法務研究科履修の手引 19-21 頁「７ 成績に対する異議の申立てについて」） 

各授業科目の成績評価に関するデータ（履修者数，合格率，成績分布等）及び授業担

当者から提出された採点基準・解答例，さらにＳの評価を得た答案（学籍番号をを消し

たもの）は，学務係で管理されており，学生が常時自由に閲覧できるようになっている。

【解釈指針４－１－１－４】 

 

（５）期末試験実施の適正性の担保 

期末試験の実施方法は，授業科目ごとにシラバスに掲載するとともに，定期試験の日

程を事前に掲示により周知している。 

なお，平成 22 年度末より期末試験実施に際して教員が準備すべきことなど，教務関係

の留意事項をまとめた「教務関係要領」を策定し，各教員に配布している。期末試験採

点後，教員はすみやかに試験問題，解答，設問の趣旨，模範解答例，成績評価，成績分

布表を学務係に提出することとなっている。 
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成績評価は，学生の到達度を正確に把握するため客観的かつ厳正に行うべきものであ

るとの観点から，期末試験の答案用紙には氏名を記載せず，学籍番号のみ記入させると

いう措置をとっている。また，試験時における教材の持込み禁止を徹底させ，六法につ

いては研究科から貸与することとしている。（別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus［授

業計画］2014 法務研究科編，別添資料 16：金沢大学大学院法務研究科教務関係要領，別

添資料 17：平成 26 年度定期試験問題・解答例） 

 

（６）再試験及び追試験の実施 

再試験の制度は，現在のところ設けていない。なお，通常の期末試験期間にやむを得

ない事情により受験できなかった学生は，申請により，追試験を受験することが可能で

ある。また，追試験の実施に当たっては，期末試験と類似の問題にならないよう研究科

会議において教務・学生委員長が注意を呼びかけるなど，受験者が不当に利益又は不利

益を受けることがないよう配慮している。（データ４－１－３）【解釈指針４－１－１－

５，４－１－１－６】 

 

 

【デ―タ４－１－３】追試験に関する要項 

（趣旨） 

第１条 この要項は，病気，その他やむを得ない理由により，定期試験を受験できなかった学生が追試験を

希望する場合の取扱いに関し，必要な事項を定める。 

（追試験願） 

第２条 追試験を希望する者は，欠席した該当授業科目の定期試験日から３日以内（ただし，最終日が休日

の場合は，翌法務研学務係業務日）に，所定の書面（追試験願）に，次の表に定める欠席理由を証明する

書類等を添えて，人間社会系事務部学生課法務研学務係へ提出しなければならない。 

欠席理由 欠席理由を証明する書類等 

本人の病気，負傷 医師の診断書 

３親等以内の親族の死亡による忌引き 事実を確認できる書類 

親族の看護 事実を確認できる書類 

交通機関の運休又は遅延 交通機関の遅延証明書 

国家公務員採用試験，地方公務員採用

試験又はこれに準ずる試験の受験 
事実を確認できる書類 

２ 追試験願の提出に当たっては，代理人による提出を妨げない。 

（追試験受験の許可） 

第３条 追試験の可否は，教務・学生委員会又は教務・学生委員により決定され，担当教員へ通知する。 

（追試験受験の手続） 

第４条 前条により，追試験の受験が許可された者，及び当該学生の受験が認められた授業科目は書面によ

り当該学生に通知する。 

（追試験の実施） 

第５条 追試験は，該当授業科目の担当教員が定めた日時に実施する。ただし，原則として定期試験日最終

日から７日以内とする。 

（出典：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引 16－17 頁：別添資料７） 
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（６）期末試験を実施しない科目 

本研究科において期末試験を実施しない科目は，法学入門，法情報調査，模擬裁判，

クリニック，エクスターンシップのみである。法学入門と法情報調査は，導入科目とし

て，法科大学院における授業や学習において必要な基礎的事項の修得を目的として，前

期授業開始前に集中講義の形式で行われるものであるという性格上，レポートにより合

否のみで判定している。模擬裁判，クリニック，エクスターンシップは実習科目という

性格上，やはり期末試験を実施せず，レポート等により，合否のみで判定を行っている。 

 また，成績評価に当たり，レポート，平常点等の評価を行う際には，加点や減点の基

準等を明示させ，客観的で適正な成績評価が行われるよう配慮している。【解釈指針４－

１－１－７】 
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【データ４－１－４】進級制 

金沢大学大学院法務研究科規程  

（授業科目の成績等） 

第 13 条 １～２ （略） 

３ 授業科目の成績に対し，次のグレード・ポイント（以下「GP」という。）を与える。 

 Ｓ＝４，Ａ＝３，Ｂ＝２，Ｃ＝１，不可＝０，放棄＝０ 

４ 履修登録した授業科目については，１学年当たりのグレード・ポイント・アベレージ（以下「GPA」と

いう。）を算出する。ただし，法学入門，法情報調査，模擬裁判，クリニック及びエクスターンシップを

除く。 

５ GPA を算出する基準は，次のとおりとする。 

 GPA＝（各授業科目で得た GP×当該科目の単位数）の総和／（履修登録した授業科目の単位数の総和） 

(進級要件) 

第 15 条 学生は，各学年において当該学年配当のすべての必修科目の単位を修得しなければ次学年に進級

することができない。ただし，未修得の必修科目が１科目であり，かつ，当該学年における GPA が 2.00

以上であれば，進級することができる。 

２ (略) 

（出典:2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引７－８頁：別添資料７） 

 

基準４－１－２ 

一学年を終了するに当たって学修成果が一定水準に達しない学生に対し、次

学年配当の授業科目の履修を制限する制度（以下「進級制」という。）が原則

として採用されていること。 

 

 （基準４－１－２に係る状況） 

各学年に配当している必修科目を１科目でも修得できなかった学生は，原級に留置さ

れる。ただし，未修得の必修単位が１科目であり，当該学年の GPA 値が 2.00 以上の場合

には，例外的に進級することができる。（データ４－１－４）原級に留置される場合，再

履修を要する授業科目は，修得できなかった必修科目である。 

このことは，本研究科規程を「履修の手引」に掲載するとともに，入学時のガイダン

スにおいて説明することを通じて，学生に周知している。（様式２：学生数）【解釈指針

４－１－２－１，４－１－２－２，４－１－２－３】 
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 ４－２ 修了認定及びその要件 

 

基準４－２－１：重点基準 

法科大学院の修了要件が、次の各号を満たしていること。 

（１）３年（３年を超える標準修業年限を定める研究科、専攻又は学生の履

修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在籍し、９３単位以上

を修得していること。 

この場合において、次に掲げる取扱いをすることができる。 

ア 教育上有益であるとの観点から、他の大学院（他の専攻を含む。）

において履修した授業科目について修得した単位を、３０単位を超

えない範囲で、当該法科大学院における授業科目の履修により修得

したものとみなすこと。 

ただし、９３単位を超える単位の修得を修了の要件とする法科大

学院にあっては、その超える部分の単位数に限り３０単位を超えて

みなすことができる。 

イ 教育上有益であるとの観点から、当該法科大学院に入学する前に

大学院において履修した授業科目について修得した単位を、アによ

る単位と合わせて３０単位（アのただし書により３０単位を超えて

みなす単位を除く。）を超えない範囲で、当該法科大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすこと。 

また、上記に定めるところにより、当該法科大学院に入学する前

に修得した単位（学校教育法第１０２条第１項の規定により入学資

格を有した後、修得したものに限る。）を当該法科大学院において修

得したものとみなす場合であって当該単位の修得により当該法科大

学院の教育課程の一部を履修したと認めるときは、当該単位数、そ

の修得に要した期間その他を勘案し、１年を超えない範囲で当該法

科大学院が定める期間在学したものとみなすことができる。 

ウ 当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識を有す

ると認める者（以下「法学既修者」という。）に関して、１年を超え

ない範囲で当該法科大学院が認める期間在学し、アとイによる単位

と合わせて３０単位（アのただし書により３０単位を超えてみなす

単位を除く。）を超えない範囲で当該法科大学院が認める単位を修得

したものとみなすこと。 

 ただし、９３単位を超える単位の修得を修了の要件とする法科大

学院にあっては、その超える部分の単位数に限り３０単位を超えて

みなすことができる。 

（２）次のアからカまでに定める授業科目につき、それぞれアからカまでに

定める単位数以上を修得していること。ただし、３年未満の在学期間で

の修了を認める場合には、当該法科大学院において、アからウまでに定

める授業科目について合計１８単位以上並びにエからカに定める授業

科目についてそれぞれエからカに定める単位数以上を修得しているこ

と。 

なお、入学時に既に十分な実務経験を有する者であって、当該法科大

学院において実務経験等を評価した上で適当と認められるものについ

ては、カに属する授業科目のうち当該実務経験等に相当すると認められ
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るものに代えて法律基本科目の履修を認め、これによる単位数をカに定

める単位数に算入することができる（算入することのできる単位数は４

単位を上限とする。）。 

ア 公法系科目       ８単位 

イ 民事系科目      ２４単位 

ウ 刑事系科目      １０単位 

エ 法律実務基礎科目   １０単位 

オ 基礎法学・隣接科目   ４単位 

カ 展開・先端科目    １２単位 

（３）法律基本科目以外の科目の単位を、３１単位以上修得していること

（なお、（２）においてカに算入した法律基本科目の単位数は、この号

に関する限り、展開・先端科目の単位数と読み替える。）。 

 

 （基準４－２－１に係る状況） 

修了要件は，平成 21 年度入学者までは，３年在籍するコース（標準コース）にあって

は，３年以上の在学と必修科目 64 単位，選択科目 30 単位の合計 94 単位の修得であった。

また，２年在籍するコース（短縮コース）にあっては，２年以上の在学に加えて，法律

専門科目試験により修得したとみなされる 29 単位のほか，必修科目 35 単位（１年次配

当科目を除く），選択科目 30 単位の合計 94 単位の修得であった。（データ４－２－１） 

平成 22 年度入学者からは，１年次法律基本科目の履修単位を６単位増加させたことに

伴い，修了要件は，標準コースでは必修科目 70 単位，選択科目 30 単位の合計 100 単位

の修得，短縮コースでは法律専門科目試験により修得したとみなされる 35 単位のほか，

必修科目 35 単位（１年次配当科目を除く），選択科目 30 単位の合計 100 単位修得となっ

た。（データ４－２－２） 

【データ４－２－１】修了要件（平成 19 年度入学者から平成 21 年度入学者まで） 

① 科目ごとの修了要件 

 必  修 科  目  法学入門  １単位（短縮コースはなし） 

   公法系科目 12 単位（短縮コースは６単位） 

        民事系科目 30 単位（短縮コースは 14 単位） 

        刑事系科目 14 単位（短縮コースは８単位） 

        法律実務基礎科目 ７単位（法情報調査，法曹倫理，民事訴訟実務の基礎，刑事訴訟実務の基礎） 

 選択必修科目 法律実務基礎科目６単位のうち４単位（模擬裁判，クリニック，エクスターンシップ） 

        基礎法学・隣接科目 16 単位のうち４単位 

        展開・先端科目 36 単位のうち 12 単位 

 選  択 科  目  選択必修科目として修得しなかった授業科目から 10 単位 

② 金沢大学大学院法務研究科規程 

第 17 条  研究科の修了要件は，標準コース及び短縮コースの区別に従い，次のとおりとする。 

(1) 標準コース 

   当該コースに３年以上在学し，別表に定める必修科目 64 単位，選択必修科目 20 単位及び選択科目 10 単位以上

の合計 94 単位以上を修得すること。 

(2) 短縮コース 

   当該コースに２年以上在学し，第 12 条第２項により修得したとみなされる 29 単位のほか，別表に定める 35 単

位，選択必修科目 20 単位及び選択科目 10 単位以上の合計 94 単位以上を修得すること。 

（出典：2009(平成 21 年度)大学院法務研究科履修の手引８頁） 
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【データ４－２－２】修了要件（平成 22 年度以降の入学者） 

① 科目ごとの修了要件 

 必  修 科  目  法学入門  １単位（短縮コースはなし） 

   公法系科目 14 単位（短縮コースは６単位） 

        民事系科目 32 単位（短縮コースは 14 単位） 

        刑事系科目 16 単位（短縮コースは８単位） 

        法律実務基礎科目 ７単位（法情報調査，法曹倫理，民事訴訟実務の基礎，刑事訴訟実務の基礎） 

 選択必修科目 法律実務基礎科目６単位のうち４単位（模擬裁判，クリニック，エクスターンシップ） 

        基礎法学・隣接科目 16 単位のうち４単位 

        展開・先端科目 36 単位のうち 12 単位 

 選  択 科  目  選択必修科目として修得しなかった授業科目から 10 単位 

② 金沢大学大学院法務研究科規程 

（修了要件) 

第 17 条  研究科の修了要件は，標準コース及び短縮コースの区別に従い，次のとおりとする。 

(1) 標準コース 

   当該コースに３年以上在学し，別表に定める必修科目 70 単位，選択必修科目 20 単位及び選択科目 10 単位以上

の合計 100 単位以上を修得すること 

(2) 短縮コース 

   当該コースに２年以上在学し，第 12 条第２項により修得したとみなされる 35 単位のほか，別表に定める必修科

目 35 単位，選択必修科目 20 単位及び選択科目 10 単位以上の合計 100 単位以上を修得すること。 

（出典：2014(平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引８頁：別添資料７) 

 

本研究科では，教育上有益であるとの観点から，研究科長の許可を得て他の大学院の

授業科目を履修する場合，本研究科会議の議に基づき，30 単位を超えない範囲で，本研

究科の単位を認定することができるとしている。また，同じく教育上有益であるとの観

点から，学生が入学する前に大学院において履修した授業科目について修得した単位に

ついても，認定できるのは 30 単位を超えない範囲となっている。これらの単位認定にお

いては，科目内容がわかる資料，例えばシラバス等を基に審査しており，教育内容の一

体性が損なわれていないこと，また厳正で客観的な成績評価が行われていることに特に

留意している。（別添資料７：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引７頁「金

沢大学法務研究科規程」第 10 条・第 11 条） 

 また，法学既修者に対しては，１年次必修科目のうち法情報調査を除く 35 単位を修得

したものと認めるが，基準２－１－５に係る状況に記したとおり，30 単位を超えている

部分は平成 22 年度から１年次配当の法律基本科目の必修科目を増加させたことに伴うも

のである。【解釈指針４－２－１－１】 

 修了要件である 100 単位中，法律基本科目は法学入門，公法系科目，民事系科目，刑

事系科目合わせて 63 単位であり，その他必要とされるのは 37 単位となるため，修了要

件単位数の３分の１以上が法律基本科目以外である。（データ４－２－２） 

本研究科では，修了要件としては GPA を活用していない。しかし，同一必修科目につ

き２回連続で不可となった学生，１年次終了時の当該学年における GPA が 1.30 未満の学

生，２年次終了時の当該学年における GPA が 1.50 未満の学生に対しては，研究科会議の

議を経て退学勧告を行うことになっており，成績不良の学生に対して，できるだけ早い
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時期に進路を考え直す機会を与えるよう配慮している。（データ４－２－３）【解釈指針

４－２－１－２】 

【データ４－２－３】退学勧告 

金沢大学大学院法務研究科規程 

（退学勧告) 

第 16 条 研究科長は，以下の項目に該当する学生に対し，研究科会議の議を経て，書面の交付により，退学を勧

告しなければならない。 

 (1) 同一必修科目の成績評価が，２回連続して不可又は放棄となった学生 

 (2) １年次終了時の当該学年における GPA が 1.30 未満の学生 

 (3) ２年次終了時の当該学年における GPA が 1.50 未満の学生  

（出典：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引８頁：別添資料７） 

 

なお，実務経験を評価して，展開・先端科目に属する科目に代えて法律基本科目の履

修を認める制度は，現在のところ設けていないが，関係規定の整備を含め対応していく

ことを検討している。【解釈指針４－２－１－３，４－２－１－４，４－２－１－５（い

ずれも該当なし）】    
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基準４－２－２ 

修了の認定に必要な修得単位数は、１０２単位が上限とされていること。た

だし、基準２－１－５のただし書による単位数については、１０２単位の上限

を超えることができる。 

 

 （基準４－２－２に係る状況） 

本研究科の修了単位数は，基準４－２－１に係る現況で述べたとおり，平成 21 年度入

学者までは 94 単位，平成 22 年度入学者からは 100 単位と定められている。（データ４－

２－１，４－２－２） 
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 ４－３ 法学既修者の認定 

 

基準４－３－１ 

法科大学院が、当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識を

有する者であると認める（いわゆる法学既修者として認定する）に当たっては、

適切に法律科目試験が実施されるとともに、その他の教育上適切な方法がとら

れていること。 

 

 （基準４－３－１に係る状況） 

法学既修者の認定制度については，平成 21 年度までは入学試験の合格者の中で，法学

既修者の認定を希望する者に対して，既修者認定試験（法律専門科目試験）を実施して

いたが，短縮コースの定員化により，平成 22 年度以降，既修者認定試験（法律専門科目

試験）を入学試験の中に組み込み，法科大学院全国統一適性試験の成績，面接試験，特

筆すべき資格等と併せ総合的に判定している。 

法学既修者認定のための試験は，前述のとおり，通常の入学試験における法律科目試

験として実施しており，本学出身者，他大学出身者にかかわらず，出題及び採点におい

て公平に行っている。採点については，すべて受験番号のみにより処理し，出題者が作

成した「出題の意図」に基づき厳正に採点している。また，この法律科目試験において

は，本学法学類の定期試験問題又はそれと類似の試験問題が出題されることのないよう，

出題委員及び入試・広報委員において確認している。【解釈指針４－３－１－１，４－３

－１－５】 

既修者認定試験（法律専門科目試験）は，１年次必修科目となっている公法（憲法，

行政法），私法（民法，商法），刑法の論述式試験であり，訴訟法は課していない。これ

は，民事訴訟法，刑事訴訟法ともに２年次の配当となっており，短縮コースで２年次に

入学しても，必修科目として修得しなければならないからである。以上のように，２年

次に入学することにより修得が免除される授業科目については，すべて既修者認定のた

めの法律専門科目試験の出題範囲となっている。（データ４－３－１，４－３－２）（別

添資料 39：平成 27 年度入試結果概要，試験問題及び出題の意図）【解釈指針４－３－１

－２，４－３－１－３】 

【データ４－３－１】法学既修者の認定（平成 21 年度入学者選抜まで） 

－選抜方法－ 

(2) 短縮コース 

標準コースの合格者の中から，短縮コースへの所属を希望する方に対し，別途法律専門科目試験(筆記試験）

を実施します（内部振分方式）。 

 ◇  法律専門科目試験 

     公法（憲法・行政法）・私法(民法・商法）・刑法の３科目で実施します。 

なお，公法・私法については，各個別法分野の問題に加えて，憲法・行政法，及び民法・商法の複合的

な問題が出題されることがあります。 

     試験に使用する六法は，本研究科で準備しますので持参する必要はありません。 

   ※  各試験における評価の割合は，次のとおりです。 

      公法：私法：刑法＝100： 100： 100 

（出典：平成 21 年度金沢大学法科大学院学生募集要項５頁） 
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短縮コースの入学試験（法律科目試験）に合格し，既修者として認定された者は，１

年次に修得すべき 36 単位のうち，「法情報調査」（１単位）を除く合計 35 単位（平成 22

年度から）を一括して免除され，１年間の在学期間

の短縮が認められる。なお，この一括免除につき，

本研究科では例外的な扱いは行っていない。 

なお，平成 27 年度入試より制度を導入したが，

入学試験の出願資格を拡大したにとどまり，特別な

既習者認定試験を行うわけではない。したがって，

飛び入学により短縮コースに入学することを希望

した場合も，通常の法律科目試験に合格した者に，

【データ４－３－２】法学既修者の認定（平成 22 年度入学者選抜以降） 

－選抜方法－ 

(2) 短縮コース 

法科大学院全国統一適性試験の成績，本研究科が実施する法律専門科目試験，面接試験及び特筆すべき資格等

により総合的に判定します。 

○ 法科大学院全国統一適性試験 

   本研究科において評価の対象になるのは第１部～第３部の成績です。第４部「表現力を測る問題」は評価の

対象になりません。 

○ 法律専門科目試験 

   公法（憲法・行政法）・私法(民法・商法）・刑法の３科目で実施します。 

このうち，公法・私法については，各個別法分野の問題に加えて，憲法・行政法及び民法・商法の複合的な問

題が出題されることがあります。 

なお，法律専門科目試験については，全体の得点状況を勘案し，科目ごとに合格最低点を設定します。１科目

でも合格最低点に満たない受験者は不合格となります。  

   試験に使用する六法は，本研究科で準備しますので持参する必要はありません。 

○ 面接試験 

   志望理由書及び成績証明書をもとに実施します。 

   なお、面接試験は「合」・「否」のみで判定を行い、「否」の場合は法律専門科目試験の採点は行いません。 

 ※  各試験における評価の割合は，次のとおりです。 

    法科大学院全国統一適性試験：法律専門科目試験＝50:125（公法 50・私法 50・刑法 25）  

○  特筆すべき資格等（加算点・上限 20 点とします） 

  以下の資格等につき，点数を加算します（なお，①～②以外の特筆すべき顕著な社会的実績については，面接

時に確認のうえ加算の対象となる場合があります。）。 

  ① 法律関係の資格 

    公認会計士，司法書士，税理士，不動産鑑定士，社会保険労務士 

  ② その他 

    国家公務員試験Ⅰ種合格，地方公務員試験(上級)合格 

(3) 併願制度について 

① 志願者は標準コースと短縮コースを併願することができます。併願の場合も，入学検定料は 30,000 円です。 

② 併願を希望する方は，標準コース試験の小論文試験，短縮コース試験の法律専門科目試験並びに面接試験を

受験する必要があります。 

（出典：平成 27 年度 金沢大学法科大学院学生募集要項５頁：別添資料３－１） 

【データ４－３－３】飛び入学制度 

出願資格 ①～⑦ （略） 

⑧ 本研究科入学時において大学の在学

期間が３年以上(または見込み)となる方

で、本研究科の定める単位を優秀な成績

で修得したと認めた方＜飛び入学＞ 

（出典：金沢大学法科大学院学生募集要

項２頁：別添資料３－１） 
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一括して 35 単位を免除することとなる。【解釈指針４－３－１－４，４－３－１－７】 

また，本研究科では，法学既修者の認定に当たり，日弁連法務研究財団等他の機関が

実施する法学既修者試験の結果を考慮することはない。【解釈指針４－３－１－６】 
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２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 定期試験の結果に関する異議申立制度を整備することにより，成績評価の公平性

及び透明性を確保している。 

② 法学既修者認定試験（法律専門科目試験）は，本研究科１年次の必修科目に限定

して行っている。 

③ 学生の進路の幅を広げるため，定期試験と公務員試験が重なった場合に，公務員

試験の受験者について追試験を認めている。 

④ 成績が良好でない学生に早い時期での進路変更を促すため，GPA が一定水準以下

の学生には退学勧告を行っている。 

  

（２）課題等 

近年、退学勧告の対象となる学生が増加傾向にある。但し、成績が良好でない原因に

ついては様々であり、本研究科においては、学生一人ひとりに対して教員が２～３名程

度で学習面・生活面をサポートする体制となっていることから、指導教員が連携して学

生の学習面・生活面をサポートすることによって、学生が本研究科に入学してきた当初

の目的を達成できるよう、又は、適切な進路変更がなされるよう、さらなる指導・助言

を行うことによって対処を行っている。 
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第５章 教育内容等の改善措置  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ５－１ 教育内容等の改善措置 

 

基準５－１－１ 

教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が、組織的かつ継続

的に行われていること。  

 

 （基準５－１－１に係る状況） 

本研究科では，カリキュラ

ム・FD 委員会（以下，FD 委員

会）を設置している。（別添資

料 30：平成 26 年度法務研究

科部内委員・学内委員会メン

バー表）（データ５－１） 

 

同委員会は，次の３つを主

たる任務にしている。 

① 学生向けアンケート調査の企画・実施及びその結果の取りまとめをすること 

② 教育内容等の改善や教員の能力向上・知見確保を図るため，教員研修会等の各種

研修を企画し，その開催・運営をすること 

③ カリキュラム編成の在り方を検討すること【解釈指針５－１－１－４】 

 

（１）教育内容及び方法の改善について 

① 金沢大学版「到達目標」の作成 

平成 23 年度から金沢大学版「到達目標」を設定し，教員・学生全員に配布してお

り，シラバスにも到達目標との関係を明記することで，教育内容が到達目標に適合し

たものであるか等について，教員及び学生が確認できる体制が整えられている。（別

添資料９：平成 23 年度金沢大学版「到達目標」，別添資料８：金沢大学大学院 Syllabus

［授業計画］2014 法務研究科編）【解釈指針５－１－１－１】 

② 授業参観 

 教員はいつでも他の教員の授業を参観できることになっており，各学期に，少なく

とも各教員の担当科目に関連する科目１科目とその他の科目１科目の計２科目分の

授業参観報告書を提出することになっている。なお、平成 26 年度において、いった

んは、「関連科目とその他科目」という縛りを外したところ、複数の教員が、司法試

験受験科目と関係ない授業科目を参観したという、参観の実のあがらない結果が生じ

た。このことから、平成 27 年度は、当面の対処策として、従来の方法に戻して参観

をすることとした。 

さらに，遅くとも平成 23 年度より，弁護士による授業参観期間を各学期１週間程

【データ５－１】平成26年度カリキュラム・FD委員会開催状況 

 期  日 テ ー マ 

第１回 平成26年4月22日 平成26年度の業務計画など 

第２回 平成26年5月13日 
前期中間アンケートの取り扱いに 

ついて 

第３回 平成27年1月6日 
後期に行われる、弁護士と教員との

意見交換会の議題について 

その他、委員が２名のため、電話・メール等による打ち合わせ、短

時間でのミーティングを逐次行った。  
（カリキュラム・FD 委員会議事録を基に作成）  
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度設定し，これを基に前期・後期各１回，実務家との意見交換会を開催し，授業内容，

授業方法等の改善について毎年度継続的な意見交換を行っている。（データ５－３－

２）(別添資料 33：実務家と教員との意見交換会記録) 【解釈指針５－１－１－１，

５－１－１－２】 

③ 連携教員制度 

実務系基礎科目について連携教員制度を導入し，実務家教員と研究者教員とがシラ

バスの作成や授業内容の意見交換等で連携し，理論と実務との架橋を意識した授業内

容とする体制を構築している。（データ２－２，別添資料 16：教務関係要領２頁「(8)

連携教員」）【解釈指針５－１－１－１，５－１－１－３（２）】 

④ 学生アンケートの実施とその対応 

全授業科目及び施設，サービス等に関する「勉学生活アンケート」(全科目一斉調

査（以下，「中間アンケート」という)を各学期中に実施するとともに，各学期末に「授

業評価アンケート」(全科目個別に調査。以下，「期末アンケート」という)を行い（計

年４回実施），中間アンケート，期末アンケートとも結果を取りまとめ，各教員に配

布するとともに，その結果を学生が閲覧可能な状態にしている。なお，アンケートは

無記名としており，個人の特定が不可能な形となっている。（別添資料 31：勉学生活

アンケート，授業評価アンケート）（データ５－２－１） 

 

なお，受講生が 10 名に満たない科目については，回答者が特定されるおそれがあ

ることから，従来アンケートを実施していなかったが，学生数の減少により，必修科

目でも受講生が 10 名に満たない科目が生じるようになったため，委員会で議論をし

た結果，必修科目はその重要性からも，受講生数にかかわらずアンケートの対象とす

ることとした。（別添資料 61：平成 25 年度第 2 回カリキュラム・FD 委員会議事録） 

中間アンケートは，授業について学生から寄せられた要望等に対し，担当教員が改

善策を学生に説明することで対応しており，実際に改善がなされたか、等の改善の状

況については，期末アンケートにおいて確認される。 

学生生活に関する要望に対しては，関連する委員会に提出され検討し，その結果を

FD 委員会で取りまとめ，掲示することによって学生に告知する。 

期末アンケート結果に対しては，各教員により、さらなる改善策が必要であると判

断された場合は、それらを書面にまとめ、FD 委員会に提出する。そして，FD 委員会

主催の教員研修会で当該改善策の当否を検討の上，次期の講義に反映させている。例

えば，教員の声が聞きとりにくいとの指摘に対して，特定の教員にマイクを着用して

【データ５－２】平成26年度学生アンケート実施状況 

項   目 実施日 提出期限 アンケート後の対応 

前期・勉学生活（中間）アンケート 5月第1週～2週 同左 授業中口頭での対応 

前期・授業評価アンケート 前期授業最終日 同左 講義改善策の提出 

後期・勉学生活（中間）アンケート 10月第1週 同左 授業中口頭での対応 

後期・授業評価アンケート 後期授業最終日 同左 講義改善策の提出 

（カリキュラム・FD 委員長作成） 
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もらう，特定の科目に予習時間が多く取られるという指摘には，実際に近接した授業

科目の教員からも学生の予習状態を聞いたうえ，FD 委員会が適正な予習量を提案・勧

告した。（データ５－２） (別添資料 32：意見交換会開催通知) 【解釈指針５－１－

１－１，５－１－１－２】    

 

（２）研修及び研究の実施 

 ① 学内での教員研修会・意見交換会 

前記（１）においても言及したとおり，学生からのアンケート結果，教員による授業参

観，弁護士による授業参観等を踏まえて，教員研修会が本研究科開設以来、毎年複数回

実施されている。なお、教員研修会は独立の日程で行う場合と、研究科会議の議題とし

て掲げられたテーマを、同会議において検討ないし意見交換する場合とがある（なお、

後掲のように、平成 26 年度は、試験的な措置として、弁護士との意見交換会の中に、研

修的内容（要素）を盛り込むこととし、独立日程での研修会は開催しなかった）。 (デー

タ５－３－１) （別添資料 62：平成 26 年度第１回カリキュラム・FD 委員会議事録） 

【データ５－３－１】平成 22～26 年度教員研修会開催状況一覧  

  
期  日 

（場 所） 
テーマ （参加人数） 

平成 

22年度 

第１回 
平成22年10月19日 

（第２会議室） 
アンケート，演習科目のクラス分けについて     （教員12名） 

第２回 
平成22年12月７日 

（第２会議室） 

コア・カリキュラムに関する取り組みについて 

（教務・学生委員会と共催）            （教員15名） 

第３回 
平成23年３月15日 

（第１会議室） 
アンケート，平常点について            （教員10名） 

平成 

23年度 

第１回 
平成23年６月21日 

（第１会議室） 

１ 学生からの授業評価アンケート(期末)に対する教員のコメントを

学生に対して公開すべきか。 

２ 授業参観報告書を教員間に公開すべきか。    （教員12名） 

第２回 
平成23年10月18日 

（第１会議室） 

１ 学生からの平成23年度前期期末アンケート結果に対する感想 

２ 学生の理解度について 

３ 金沢弁護士会と学生との意見交換会に対する感想 （教員11名） 

第３回 
平成24年３月21日 

（第１会議室） 

１ 学生からの平成 23 年度後期期末アンケート結果に対する感想 

２ 成績評価と新司法試験と相関関係        （教員 12 名） 

平成 

24年度 

第１回 
平成24年９月25日 

（第１会議室） 

１ 学生からの平成24年度前期期末アンケート結果に対する感想 

２ 学生に｢必死さ｣が欠けているという問題と改善策 

           （教員12名） 

第２回 
平成25年３月５日 

（第２会議室） 

１ 同一科目内での研究者教員と実務家教員の連携について 

（学生からの平成24年度後期期末アンケート結果に対する感想） 

２ 新入生に対する｢入門｣教育のあり方 

３ 選択科目における到達目標について       （教員12名） 

平成 

25年度 

第１回 
平成25年７月16日 

（第１会議室） 

前期期末アンケート集計結果に対する各教員のコメントを学生に工事

すべきか否か（研究科会議内での議論）       （教員15名） 

第２回 
平成25年12月17日 

（第１会議室） 

１ 弁護士による学習支援のあり方について 

２ 講義・演習の欠席・遅刻の定義等について 

３ 「アドバイス教員要領」の改訂の必要性について  （教員７名） 

＊ 平成 26 年度については，従来型の教員研修会を行わず、前期・後期各１回開催された弁護士と教員との意見

交換会の中に教員研修の要素を盛り込み、FD の諸問題を別の角度から検討することとした。その第１の理由は、

教員内部の議論がややマンネリ化しており、有効な提案が出てこないこと。第２の理由は、本年度夏以降、カ

リキュラムの改正作業の中で、FD をめぐる諸提案の検討がなされることとなったためである。なお、カリキュ

ラム改正は、研究科長を責任者とする、本委員会とは独立した教員組織により行われた。  

（カリキュラム・FD 委員会記録） 
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また，毎年前期・後期に１回ずつ実務家である弁護士との意見交換会が継続的に開催

されている。（データ５－３－２）さらに，外部講師を招いての講演会や，本学教員によ

る学内外での講演会なども行い，教育内容・方法，研究成果についての積極的な情報収

集・活用を行っている。（データ５－３－３，別添資料 34：講演会チラシ）【解釈指針５

－１－１－２】 

【データ５－３－２】平成 22～26 年度意見交換会開催状況一覧   

 
 

期  日 

（場 所） 
テーマ （参加人数） 

平成 

22年度 

第１回 
平成22年７月12日 

（第１会議室） 

授業参観後の弁護士と教員の意見交換会 

（弁護士６名，教員10名） 

第２回 
平成23年１月12日 

（第１会議室） 

授業参観後の弁護士と教員の意見交換会 

（弁護士２名，教員９名） 

平成 

23年度 

第１回 
平成23年７月４日 

（第１会議室） 

授業参観後の弁護士と教員の意見交換 

１ 授業参観報告書の内容について 

２ 授業一般について 

３ 演習の方式，不可答案その他について 

４ チューター制度について 

５ 学年別問題点について 

６ 「書く」訓練について 

７ 学生とのコミュニケーションについて 

（弁護士６名，教員８名） 

第２回 
平成24年１月16日 

（第1会議室） 

１ 演習の形式について 

２ 学生に対する質問の指名形式について 

３ 基本的知識の活用について（判例を扱う場合の留意点） 

４ 法的三段論法の習得について 

５ 条文の重要性について   （弁護士７名，教員６名） 

平成 

24年度 

第１回 
平成24年７月９日 

（第１会議室）） 

１ 授業参観の感想 

２ 演習の形式（報告形式の是非）について 

３ レジュメ方式と板書方式について 

４ 一橋大学の授業見学の報告 

５ 金沢大学法曹会からの自習支援等 

（弁護士６名，教員９名） 

第２回 
平成25年１月17日 

（第１会議室） 

１ 授業参観の感想 

２ 演習の形式について（適切な人数・少人数教育の効果

など）          （弁護士９名，教員11名） 

平成 

25年度 

第１回 
平成25年７月９日 

（第１会議室） 

１ 裁判所見学等について 

２ 文書作成力の向上について （弁護士５名，教員12名） 

第２回 
平成26年１月20日 

（第１会議室） 

１ 弁護士支援のあり方 

２ 学生への対応について 

３ 裁判所見学について    （弁護士５名，教員12名） 

平成 

26年度 

第１回 
平成26年７月８日 

（第１会議室） 

テーマ：講義・演習における短答式試験への対応の仕方 

（弁護士６名，教員10名） 

第２回 
平成27年１月19日 

（第１会議室） 

テーマ：学生のモチベーションを向上させる方策 

（弁護士５名，教員13名） 

（カリキュラム・FD 委員会記録） 
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② 実務研修 

研究者教員の実務研修の内容としては，模擬裁判の開催と弁護士実務研修等があり，

特に，弁護士実務研修については，新規に採用された研究者教員に関しては、採用年度

中に研修を受けることとしており、研究者教員全員が受講済みであるとする体制を整え

ている。 

なお，実務家教員の教育経験の確保という課題については，各実務家教員が着任以前

に，非常勤講師等の教育歴を有していることに鑑み，各学期における教員相互の授業見

学をもって，教育研修の機会を確保している。【解釈指針５－１－１－３(１)】 

 

③ 司法試験問題分析会 

分野（公法・民事法・刑事法）

ごとに司法試験問題分析会を行

い、司法試験で求められること

について深く分析し分野を同じ

くする教員間で共通の理解を得

ることで、授業に反映できるよ

うな試みを行っている。さらに，

その成果を実務家教員がチェッ

クし，コメントを寄せることで

さらに分析を深め，これらを総

合して学生に解説する機会を設

けたことで，学生からはたいへ

ん好評を博している。 

 

【データ５－３－３】平成 22～26 年度講演会開催状況一覧 

 期 日 

（場 所） 
テーマ 

平成 

22年度 

平成 23 年２月 18 日 

（201 講義室） 

細川俊彦教授最終講義（本研究科行政法担当） 

「行政法と正義」 

平成 

24年度 

平成 25 年２月 27 日 

（401 講義室） 

金沢大学法科大学院設立 10 周年記念講演会 

｢現行の法曹養成制度は正義に資するか――市民社会のあり方と法

曹の役割――｣ 名古屋大学法学研究科 森際康友教授 

平成 

26年度 

平成 26 年９月 27 日 

（IT ビジネスプラザ武蔵） 

法科大学院 10 周年記念講演会 

「地域社会と法――私たちの暮らしの中の法律問題――」 

高島 麻子 教授(検察官)，舟橋 秀明 准教授（民法） 

越後 純子 金沢大学附属病院特任准教授（医師・弁護士） 

平成 27 年３月 25 日 

（加賀市役所会議室） 

加賀市議会との連携協定調印式 基調講演 

「議会と法科大学院による連携の意義と活用について」 

 河村 和徳 准教授（東北大学，本研究科非常勤講師） 

【データ５－４】平成 26 年度司法試験問題分析会実施状況 

8 月 18 日まで 報告担当者によるレジュメの作成・提出 

8 月下旬 研究者教員間でのレジュメの検討 

9 月 19 日まで レジュメに対する実務家教員からのコ

メント提出 

10 月 7 日 論文式問題解説会① 13:00 より 

（各科目約 45 分） 

・民事系第３問（民事訴訟法） 

・刑事系第１問（刑法） 

・公法系第１問（憲法） 

・公法系第２問（行政法） 

10 月 14 日  論文式問題解説会② 13:00 より 

（各科目約 45 分） 

・民事系第１問（民法） 

・民事系第２問（商法） 

・刑事系第２問（刑事訴訟法） 

（教務・学生委員会作成） 
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２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 本研究科では，学期末の授業評価アンケートに加え，学期の途中でアンケートを

実施しており，学生からの要望・評価を踏まえ，各教員が担当する講義の改善策を講

じ，さらに授業中に学生に改善策を説明している。期末時点でのアンケートとは異な

り，学期の途中でのアンケートとそれによる授業改善は，教育内容・方法をより良く

するために大変有効な方策である。しかも、授業改善が実際に行われたか否か、を期

末アンケートでチェックする方法を導入しており、これは、改善の実を挙げるのに効

果的であるといえる。 

② ほぼ全教員の参加により，独立した日程および研究科会議内での教員研修会を、

平成 25 年度は、アンケート集計結果の扱い、あるいは、講義・演習の遅刻の取扱い

について等をテーマに計２回実施した。しかし、平成 26 年度は、従来の教員のみに

よる研修会が「マンネリ化」してきたため、従来型とは異なる研修方法を試験的に行

うこととした。すなわち、毎年２回行われている、金沢弁護士会所属弁護士と本研究

科教員が参加する意見交換会では、弁護士によって授業参観の感想が率直に語られ、

これによって、教員の気づかない授業改善等の新たな展開に結びつく有益な機会とな

っている（特に、弁護士は、本研究科の修了生が多くを占めており、自らの経験を活

かした的を射た指摘に、教員は触発されることが少なくない）。以上のことから、平

成 26 年度は、上記意見交換会の中に教員研修の要素を盛り込むこととし、単独での

教員研修会は開催しないこととした。 

③ 本研究科開設以後現在まで，研究者教員に対する実務研修を計 15 回行っている（開

設前年度においても８回の研修を実施している）。研修実施回数の多さという点に加

え，その内容も多種多様であり，それぞれ充実した内容である。 

 

（２）課題等 

ＦＤ活動は，毎年の積み重ねにより，授業参観・意見交換を積極的に行うこと教員間

で定着し，授業方法の改善も進んでいるところ，平成 26 年度も（ただし、その形態は同

年度に限り、上述のように変わっている）継続しておこなうことができた。 

ただ、教育方法の改善という本来の方向とは異なり、近時においては、院生のモチベ

ーションをいかに高めるか、という問題が緊要な大きな課題となっている。これに対応

する施策として、例えば、教員主体の研修会ではなく、学生参加型の意見交換会などの

実施も一考に値するのではないかと考えられる。従来型のＦＤ活動では捉えきれない問

題にいかに対処するべきか、さらなる検討が求められるところである。 
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第６章 入学者選抜等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ６－１ 入学者受入 

 

基準６－１－１ 

法科大学院は、公平性、開放性及び多様性の確保を前提として、各法科大

学院の教育の理念及び目標に照らして、入学者受入方針（アドミッション・

ポリシー）を設定していること。  

 

 （基準６－１－１に係る状況） 

本研究科におけるアドミッション・ポリシー（入学者受入方針）は，以下のとおりで

ある。 

① 推論能力や論理展開能力等，法学教育に必要となる基礎能力を備えている方 

② 「人間と社会に対する健全な関心と判断能力」を有する方 

③ 様々なバックグラウンドを有する方 

④ 法律基本科目に対する基礎的な専門知識を有する方（短縮コースのみ） 

ここで表している素養ないし能力はいずれも，公平性，開放性，多様性の確保に何ら

抵触するものではないことは言うまでもないが，さらに，特定の業務分野の専門化が困

難な地域社会において，オールラウンドな法律家として活躍するために必要不可欠なも

のであり，この意味において，「地域に根ざした法曹養成」という本研究科の教育理念及

び教育目的に対応している。 

また，教育理念及び教育目的，これと有機的に結び付いた入学者選抜に関する情報の

周知が極めて重要であることに鑑み，入試と広報を同一の委員会（入試・広報委員会）

の所管としている。同委員会が中心となり，学生募集要項及び大学院案内の作成・配布，

ウェブサイトの整備，県内外における年数回の進学説明会の開催等の広報活動を行い，

本研究科の理念及び教育目的，設置の趣旨，アドミッション・ポリシー，入学者選抜の

方法，その他本研究科の教育活動等に関する重要事項について，事前に周知している。（別

添資料３：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項１頁，別添資料２：法務研究科ウ

ェブサイト） 
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基準６－１－２ 

法科大学院には、入学者の適性及び能力等の評価、その他の入学者受入に係

る業務（法学既修者の認定に係る業務を含む。）を行うための責任ある体制が

整備されていること。  

 

 （基準６－１－２に係る状況） 

基準６－１－１のアドミッション・ポリシーに沿った入学者選抜を行うため，入試制

度全般を扱うための委員会（入試・広報委員会）のほか，入試業務を扱う委員会（入試

実施委員会（入試・広報委員が兼務））を設け，組織的に入学者選抜を行っている。（デ

ータ６－１）入試・広報委員会は３人の教員から成るが，入試業務一般は研究科会議の

審議・決定を経て行われ，最終的には教職員の全員参加により実施しており，責任ある

体制がとられている。（別添資料 30：平成 26 年度法務研究科部内委員・学内委員会メンバ

ー表，別添資料 37：平成 27 年度法務研究科入試実施要領等説明会配付資料） 

ただし，入試問題作成者については，入試・広報委員会が選定し，研究科長名で指名

されるが，問題作成者名は非公開としているため，研究科会議での手続は行わない。ま

た，採点も問題作成者が行っている。 

合否判定に関しては，入試・広報委員会が原案を作成し，研究科会議で審議・決定す

る。 

 

 

  

【データ６－１】法務研究科委員会組織図                

（法務研究科学務係作成） 
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委員会 

入試問題作

成委員，採
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監督者， 

面接委員 

＝入試関係委員 
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基準６－１－３ 

各法科大学院の入学者受入方針に照らして、入学者選抜における公平性及

び開放性が確保されていること。  

 

 （基準６－１－３に係る状況） 

 本研究科における入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）は，基準６－１－１

に係る状況で述べたとおりである。 

したがって，本研究科が求める人材は，自校出身者や本研究科の立地する地域出身者

に限定されるものではなく，本研究科の目的である①適切かつ迅速な紛争解決を目指し，

事件を分野横断的に捉えることができる法律家を志し，②紛争予防のための調整能力を

備えた，社会貢献をなしうる法律家を志す者であれば，誰でも受け入れることとしてい

る。よって，本研究科は，このアドミッション・ポリシーに照らして公平性及び開放性

を以下のように確保して，入学者選抜を行っている。 

① 他大学に在籍している学生や社会人にも公平に受験の機会を与えるため，入学者

選抜試験は，土曜日・日曜日に実施している。 

② 配点及び合否判定方法は，デ

ータ６－２，６－３のとおりで

あり，これを学生募集要項及び

本研究科ウェブサイトに掲載し

て周知することで公平性を確保

している。（別添資料３－１：平

成 27 年度金沢大学法科大学院学

生募集要項４－５頁「６．選抜方

法」） 

③ 合否判定に際しては，基準６

－１－５で述べる社会人・他学

部出身者のための「優先合格枠」

を除けば，後掲データ６－３に

示した得点の合計点の上位者か

ら順に合格としている。 

④ 入学者選抜に際して，自校出

身者のための優先枠は設けていない。【解釈指針６－１－３－１（１）】 

  

【データ６－２】入試における評価の割合    単位：点 

 社会人・ 

他学部出身者 
法学部出身者 

平成 

16年度 

適性試験 100 100 

小論文試験 100 150 

志望理由書 50 － 

合 計 250 250 

平成 

17年度 

～ 

平成 

21年度 

適性試験 100 100 

小論文試験 100 100 

成績証明書 20 20 

合  計 220 220 

平成 

22年度 

～ 

平成 

27年度 

適性試験 100 100 

小論文試験 100 100 

合  計 200 200 

（出典：法務研究科ウェブサイト） 

http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/admission/nyushikekka/ 



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第６章     

- - 57

 

【データ６－３】選抜方法（平成 27 年度入学者選抜） 

(1) 標準コース 

  法科大学院全国統一適性試験の成績，本研究科が実施する小論文試験，面接試験により総合的に判定します。 

◇ 法科大学院全国統一適性試験 

  本研究科において評価の対象となるのは第１部から第３部の成績です。第４部「表現力を測る問題」は評価の対象にな

りません。 

◇ 小論文試験 

 法律の専門知識を問わない形で，法学・政治学・経済学など社会科学全般を題材としたテーマにより出題します。 

◇ 面接試験 

  志望理由書及び成績証明書をもとに実施します。 

 なお，面接試験では「合」・「否」のみで判定を行い，「否」の場合には小論文試験の採点は行いません。 

※ 各試験における評価の割合は，次のとおりです。 

   法科大学院全国統一適性試験：小論文試験＝100： 100 

(2) 短縮コース 

法科大学院全国統一適性試験の成績，本研究科が実施する法律専門科目試験，面接試験及び特筆すべき資格等によ

り総合的に判定します。 

◇ 法科大学院全国統一適性試験 

  本研究科において評価の対象となるのは第１部～第３部の成績です。第４部「表現力を測る問題」は評価の対象になり

ません。 

◇ 法律専門科目試験 

   公法（憲法・行政法）・私法(民法・商法）・刑法の３科目で実施します。 

このうち，公法・私法については，各個別法分野の問題に加えて，憲法・行政法及び民法・商法の複合的な問題

が出題されることがあります。 

なお，法律専門科目試験については，全体の得点状況を勘案し，科目ごとに合格最低点を設定します。１科目で

も合格最低点に満たない受験者は不合格となります。  

試験に使用する六法は，本研究科で準備しますので持参する必要はありません。 

◇ 面接試験 

  志望理由書及び成績証明書をもとに実施します。 

 なお，面接試験では「合」・「否」のみで判定を行い，「否」の場合には法律専門科目試験の採点は行いません。  

※  各試験における評価の割合は，次のとおりです。 

   法科大学院全国統一適性試験：法律専門科目＝50： 125（公法 50：私法 50：刑法 25） 

    

◇  特筆すべき資格等（加算点・上限 20 点とします） 

  以下の資格等につき，点数を加算します（なお，①～②以外の特筆すべき顕著な社会的実績については，面接時

に確認のうえ加算の対象となる場合があります。）。 

  ① 法律関係の資格 

    公認会計士，司法書士，税理士，不動産鑑定士，社会保険労務士 

  ② その他 

    国家公務員試験Ⅰ種合格，地方公務員試験（上級）合格 

（出典：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項４ー５頁：別添資料３－１） 
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（１）入学者の出身大学 

 本研究科の入学者選抜は，金沢大学な

どの特定の大学出身者が有利又は不利と

なるような出願要件の設定や試験問題の

出題を行っておらず，すべての大学の出

身者に対して公平で開放的な選抜を行っ

ている。筆記試験については，受験者の

氏名等が記載されない解答用紙を用い，

採点者は受験番号しか知ることができな

くなっており，採点においても公平性を

確保している。なお，過去に行われた入

学者選抜における出身校別所在地は，デ

ータ６－４のとおりとなっている。【解釈

指針６－１－３－１（１）】 

 

（２）寄附等の募集 

入学者に対し，寄附等は募集していない。【解釈基準６－１－３－１（２）】 

 

（３）身体障害者の受験機会 

身体に障害のある者に対しては，受験

に際して事前相談制度を設け，健常者

と同様の受 

験機会を確保している。この事前相談

制度は，事前相談を希望する受験者が，

障害の種類・程度，受験及び修学に特

別な配慮を希望する事項等を記載し

た申請書及び医師の診断書等を本研

究科に送付することにより，受験及び

修学に際しての特別な配慮について

相談するという制度であり，学生募集

要項に記載することで周知している。

（データ６－５） 

 

実績としては，平成 17 年度入試において，視力障害のある受験者（１人）から事前相

談があり，①別室での受験，②小論文試験時間の延長，③問題用紙及び解答用紙の拡大，

④拡大鏡の持参・持込みの許可，⑤日光の当たらない座席の確保という措置を講じた例

がある。（別添資料 38：平成 16 年度第９回入試・広報委員会議事要録）【解釈指針６－１

－３－１（３）】 

なお，平成 18 年度以降においては，事前相談制度の利用実績はない。 

 

【データ６－５】身体障害者の受験について 

５．身体に障害がある方の事前相談 

 身体に障害があるため受験及び修学に特別な配慮を必要と

する方は，各日程の出願資格事前審査申請期間中に，次の書類

を「４．出願書類提出先」）に送付し，相談してください。 

(1)申請書（次の事項及び連絡先について記載したもの，様式

任意） 

  ○ 障害の種類・程度 

  ○ 受験及び修学に特別な配慮を希望する事項 

  ○ 以前に在籍していた教育機関でとられていた特別措置 

  ○ 日常生活の状況 

  ○ その他参考となる事項 

(2)医師の診断書 

(3)その他参考書類（障害者手帳の写し，法科大学院全国統一

適性試験における特別措置決定通知書の写し等） 

（出典：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項４頁：

別添資料３－１） 

【データ６－４】平成 22 年度～26 年度出身大学所

在都道府県別 入学者数 

 入学者数 割合 備考 

東京都 30 人 35.3％ 

石川県 20 人 23.5％ 専門学校を含む 

京都府 10 人 11.8％ 

大阪府 6 人 7.1％ 

富山県 3 人 3.5％ 

兵庫県 3 人 3.5％ 

神奈川県 2 人 2.4％ 

新潟県 2 人 2.4％ 

長野県 2 人 2.4％ 

静岡県 2 人 2.4％ 

その他 3 人 3.3％ 

計 85 人  
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（４）その他 

 標準コースの選抜試験についての小論文試験，短縮コースの法律専門科目試験におい

ては，本 学 法 学 類 定 期 試 験 ， 本学大学院法学研究科・人間社会環境研究科博士前期課

程入試の試験問題と類似の問題がないように，出題者及び入試・広報委員が過去５年分

の問題をチェックしている。上記小論文試験においては，解答者の個人としての信条や

価値観を問うものにならないよう配慮している。（別添資料 39：平成 27 年度入試結果概

要，試験問題及び出題の意図） 
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基準６－１－４：重点基準 

入学者選抜に当たっては、法科大学院において教育を受けるために必要な

入学者の適性及び能力等が適確かつ客観的に評価されていること。  

 

 （基準６－１－４に係る状況） 

（１）入学者選抜の方法 

入学者選抜に当たっては，適性試験管理委員会が実施する法科大学院全国統一適性試

験，及び標準コースについては本研究科が実施する小論文試験，短縮コースについては

法律専門科目試験により，法科大学院における履修の前提として要求される判断力，思

考力，分析力，表現力等を適確かつ客観的に評価している。また，適性試験が択一式，

小論文試験が論述式という解答方法の違いを考慮し，いずれか一方を重視しすぎること

のないよう評価を行っている。さらに，法学未修者が法学の知識を有する者より不利に

ならないよう，小論文試験や面接においては法律学の知識や能力の到達度を測るような

問題及び質問にならないよう徹底しており，また，法学未修者に対して，法律学の知識

及び能力の到達度を図ることができる試験の結果を加点事由とはしていない。 

法学既習者認定のための法律科目専門試験の科目及び出題範囲は，基準４－３－１に

係る状況でも述べたとおり，法学未修者コース１年次で必修となっている公法（憲法，

行政法），私法（民法，商法），刑法の５科目の，１年次で修得する範囲と等しい。（デー

タ６－３）【解釈指針６－１－４－１、６－１－４－３，６－１－４－４】 

 

（２）入試制度改革 

 本研究科では，アドミッション・ポリシー

に則し，法科大学院において教育を受けるた

めに必要な適性及び能力等を備え，同時に，

法曹に対する情熱と明確な目的意識を持ち勉

学意欲の旺盛な学生を入学させるためにどの

ような入試制度が適切なのかについて，絶え

ず真摯に検討を重ね試行錯誤を行ってきた。

例えば，平成 22 年度以降の入学者選抜におい

ては，成績証明書に対する配点を廃止した。

その理由としては，大学ごとに成績評価の厳

格さが異なり，得点調整をしない方式である

と不平等感は評価者，受験者共に拭えず，他

方，得点調整をした場合もその基準，方法な

ど問題が多いためである。  

平成 22 年度入試から，入学定員を従来の

40 人から 15 人減じて 25 人とし，さらに短縮

コースを定員化した（５人）。これに伴い，従

来のいわゆる内部振り分け方式を改め，短縮

【データ６―６】平成 27 年度入学者選抜試験に

おける適性試験の成績状況 

（１）合格者の最高点・最低点・平均点 

［標準コース］［短縮コース］合格者が 10 名未

満のため、公表を控えます。 

（２）合格者の適性試験成績分布（単位：人） 

適性試験成績 標準コース 短縮コース 

251 点～300 点 ０ ０ 

241～250 点 ０ ０ 

231～240 点 ０ ０ 

221～230 点 ０ ０ 

211～220 点 １ １ 

201～210 点 ２ １ 

191～200 点 ０ ０ 

181～190 点 ２ ０ 

171～180 点 １ ０ 

161～170 点 ２ ０ 

140～160 点 ０ ０ 

0～139 点 ０ ０ 

(出典：法務研究科ウェブサイト： 

http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/admissio

n/nyushikekka/h27.html 
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コース入学試験として法律専門科目試験を設定し，法律専門科目について平均点の２分

の１を目安とする合格最低点を設定した。加えて，法学教育に必要な基礎能力を備えて

いることを示す「特筆すべき資格」を点数化し，評価することにした。平成 24 年度入試

からは，「特筆すべき資格」を短縮コース受験者に対してのみ加点することになった。ま

た，加点の内容についても，加点対象資格を減少させる方向で変更している。（データ６

－３) 

さらに，受験生の減少により，平成 27 年度入試から入学定員 15 人への見直しを実施

した。 

 

（ ３ ） 適 性 試 験 の 最 低 基 準 点 の 利 用  

平成 22 年度入試から，当該年度の適性試験の下位 15％のラインに達しない者には出願

資格を認めないこととした。その結果，点数の著しく低い者は合格者に含まれていない。

なお，この点数については，ウェブサイトで受験者に周知している。（データ６－６，

別添資料３－１：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項１頁「２．出願資格」）

【解釈指針６－１－４－２】 

 

（４）公正かつ適切な問題作成・採点を行うための体制 

問題作成に当たっては，適切な出題及び出題ミス防止のため，複数人による相互チェ

ック体制をとっている。すなわち，小論文試験については，複数の専任教員から成る出

題委員会が問題作成を行い，法律専門科目試験については，出題者全員がすべての問題

を事前に検討する「入試問題検討会」を行っている。 

 

（５）入試の公正さ及び透明性を担保するための措置 

入試終了後に入試問題及び出題意図をウェブサイト上で公開するとともに，受験者に

対して入試成績を開示する制度を設けることにより，入試の公正さ及び透明性を担保し

ている。（データ６－７，６－８）（別添資料 39：平成 27 年度入試結果概要，試験問題及

び出題の意図） 

な お ，短 縮 コ ー ス の 入 試 問 題 は ，本 学 法 学 類 定 期 試 験 ，本学大学院法学研究科・

人間社会環境研究科博士前期課程入試で 出 題 さ れ て い な い 問 題 と す る た め ， 出 題 者

及 び 入 試 ・ 広 報 委 員 会 で 重 複 が な い こ と を 確 認 す る こ と と し て い る 。  
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【データ６－７】成績開示制度（平成 16～27 年度年度入学者選抜） 

７．入試情報の開示 

入学試験の実施状況について，次のとおり開示します。 

(1) 本研究科ホームページにおいて，次の内容を掲載します。 

 ○ 最終志願者数及び最終倍率 

 ○ 試験問題及び配点 

 ○ 合格者数及び内訳 

 ○ 成績状況（合格者の最高・最低点及び平均点等） 

 ○ 入学者の状況 

(2) 受験者本人の請求による情報開示 

受験者本人の請求があった場合に限り，次の内容を開示します。請求方法は，本研究科ホームページに掲載します。 

なお，情報開示請求を行う際には，本研究科発行の受験票が必要となりますので，受験票は試験終了後も大切に

保管しておいてください。 

 ○ 面接試験の合否 

 ○ 小論文試験の得点 

  ○ 法律専門科目の科目ごとの得点 

（出典：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項６頁：別添資料３－１） 

 

【データ６－８】成績開示請求の方法（平成 27 年度入試） 

平成 27 年度入学者選抜試験にかかる成績開示について 

 平成 27 年度金沢大学大学院法務研究科入学者選抜試験を受験された方の個別の成績を開示します。開示を希望

される方は、以下の要領で申請してください。 

（１）開示内容 

 ・面接試験の合否 

 ・小論文試験の得点（100 点満点） 

 ・法律専門科目の科目ごとの得点（公法・私法 50 点満点，刑法 25 点満点） 

（２）申請手続 

 次の書類を同封し、封筒のおもて面に「入試情報開示申請書在中」と朱書きし、下記の宛先へ持参または簡易

書留郵便により申請してください（電話、ＦＡＸ、e-mail 等による申請はできません）。 

 １．本研究科所定の成績開示申請書 

  申請書をこちらからダウンロードし、印刷してお使いください。 

なお、ファイルはＰＤＦファイルになっておりますので、閲覧するためには Adobe Reader が必要になりま

す。 

２．受験票原本（本研究科入学者は、学生証の提示でも可） 

３．返信用封筒１通（定形封筒［23.5×12 ㎝］に宛先を明記し、382 円分の切手（簡易書留郵便料金)を貼付の

もの、本研究科入学者は不要） 

 （宛先） 〒920-1192 石川県金沢市角間町 金沢大学大学院法務研究科学務係 

（３）請求期間 

 平成 27 年 3 月 23 日（月）～平成 27 年 4 月 3 日（金）17：00（大学院法務研究科学務係必着） 

※試験日程にかかわらず，請求期間は上記期間のみ受け付けます。 

（４）開示の時期 

 申請期間終了後、開示手続を行います。 

（出典：法務研究科ウェブサイト：http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/admission/seisekikaiji.html：別添資料２） 
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基準６－１－５ 

入学者選抜に当たっては、多様な知識又は経験を有する者を入学させるよう

努めていること。 

 

 （基準６－１－５に係る状況） 

（１）志望理由書の提出及び面接試験の実施 

志願者全員に志望理由書を提出させ，全員に面接試験を実施することにより，学生に

ついては学業成績のほか多様な学識や課外活動等，実務の経験を有する者については

多様な実務経験や社会経験等をアピールする機会を与え，受験者の多様な知識又は経

験をより適切に評価できる体制を整備している。【解釈指針６－１－５－１（１）（２）】

（データ６－９） 

 

【データ６－９】志望理由書の提出について 

①平成 16 年度入試 

４．出願書類 

《中略》 

(7) 志望理由書（本要項添付の用紙） 

 「社会人」または「他学部出身者」の資格での出願を希望する者のみ提出。これまでの社会経験または学習経験

を踏まえた上で，法科大学院を志望した理由及び入学後の抱負を 1,200 字程度で記載すること。 

※本研究科においては，「社会人」「他学部出身者」の定義は以下による。 

  １．「社会人」とは，出願時において，出願資格取得後３年以上経過している者をいう。 

  ２．「他学部出身者」とは，修得した単位のうち，法律系の科目の単位数が過半数に達しない者をいう。 

（出典：平成 16 年度金沢大学大学院法務研究科法務専攻（法科大学院）学生募集要項２頁） 

 

②平成 17 年度～21 年度入試 

４．出願書類 

入学志願者は，次の書類を提出しなければならない。 

提出書類 注意事項 

（略) (略) 

志望理由書 

本要項添付の用紙を使用してください。これまでの社会経験又は学習経験を踏まえた上で，本研

究科を志望した理由及び入学後の抱負を 800 字程度で記載してください。なお，この中に，外国

語検定，各種資格等を織り込んでも構いません。 

(略) (略) 

（出典：平成 21 年度金沢大学大学院法務研究科法務専攻（法科大学院）学生募集要項３頁） 

 

③平成 22～27 年度入試 

５．出願書類 

 入学を志願する方は，次の書類を提出しなければなりません。 

提出書類 注意事項 

（略) (略) 

志望理由書 
本要項添付の用紙を使用してください。これまでの社会経験又は学習経験を踏まえた上で，本研

究科を志望した理由及び入学後の抱負を 800 字程度で記載してください。 

(略) (略) 

 （出典：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項３頁：別添資料３－１） 

※選抜方法として，受験者全員に面接試験を実施することについては，前掲データ６－３参照。 
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（２）優先合格枠の設定 

多様な知識又は経験を有する者を多数入学させるため，本研究科では，社会人・他学

部出身者のための「優先合格枠」を設定している。 

本研究科では，出願時において，出願資格取得後３年を経過している者を「社会人」，

法学以外の課程の修了者又は修了見込みの者で当該課程において修得した単位のうち専

門科目における法律系の科目の単位数が過半数に達しない者を「他学部出身者」と定義

しており，「優先合格枠」とは，これらの受験者が全合格者の３割程度に達するまで優先

的に合格させる制度である。（データ６－10） 

本研究科開設以来，合格者全体に占める社会人・他学部出身者の割合は３割程度，な

いし３割を超えている。（データ６－11－１）その結果，平成 21 年度まで，入学者につ

いても全体に占める社会人・他学部出身者の割合は３割を超えていた。平成 22 年度は，

入学定員を減らしたことから，受験者総数も少なく，合格者における社会人・他学部出

身者の割合は３割程度であったため，優先合格枠は発動しなかった。同年度においては，

入学者における社会人・他学部出身者の割合は３割以上となっていないが，これは入学

手続をとらなかった合格者がいることによるものである。なお，この年度においても２

割は下回っていない。（様式２：学生数の状況，データ６－11－２）【解釈指針６－１－

５－１（４）】 

 

 

 

【データ６－11－１】 

合格者における社会人・他学部出身の割合 

 法学部

出身 

社会人・ 

他学部 

出身 

社会人・ 

他学部出身

の割合 

平成 16 年度 28 36 51.42％ 

平成 17 年度 40 18 31.03％ 

平成 18 年度 37 21 33.33％ 

平成 19 年度 36 24 37.50％ 

平成 20 年度 38 27 40.29％ 

平成 21 年度 36 20 40.81％ 

平成 22 年度 33 10 26.31％ 

平成 23 年度 35 14 29.16％ 

平成 24 年度 31 15 37.50％ 

平成 25 年度 17 12 48.00％ 

平成 26 年度 8 4 36.36％ 

（平成 26 年 4 月現在） 

【データ６－11－２】 

入学者における社会人・他学部出身の割合 

 
法学部

出身 

社会人・ 

他学部 

出身 

社会人・ 

他学部出身

の割合 

平成 16 年度 21 22 51.2％ 

平成 17 年度 23 16 41.0％ 

平成 18 年度 22 18 45.0％ 

平成 19 年度 23 16 41.0％ 

平成 20 年度 21 17 44.7％ 

平成 21 年度 8 11 57.9％ 

平成 22 年度 12 4 25.0％ 

平成 23 年度 11 7 38.9％ 

平成 24 年度 16 7 30.4％ 

平成 25 年度 10 10 50.0％ 

平成 26 年度 5 3 37.5％ 

（平成 26 年 4 月現在） 
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【データ６－10】優先合格枠について 

７．選抜方法 

《中略》 

※ 合格者のうち，３割程度を社会人・他学部出身者のための優先合格枠として設定します。 

※ 本研究科における「社会人」「他学部出身者」の定義は次のとおりです。疑問点がある場合は，「4. 出願書

類提出先」に事前に問い合わせてください。 

１．「社会人」とは，出願期間最終日の時点で，2.(2)の出願資格の学歴等を取得後３年以上経過している方です。 

２．「他学部出身者」とは，次の２つの要件を満たす方です。 

① 法学以外の課程を修了されたことがある方又は修了する見込みの方 

② ①の課程において修得した単位のうち，専門科目における法律系科目の単位数が過半数に達しない方 

（出典：平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項４頁：別添資料３－１） 
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 ６－２ 収容定員及び在籍者数等 

 

基準６－２－１ 

法科大学院の在籍者数については、収容定員を上回ることのないよう努めて

いること。また、在籍者数が収容定員を上回った場合には、この状態が恒常的

なものとならないための措置が講じられていること。  

 

 （基準６－２－１に係る状況） 

本研究科における平成 26 年 5 月 1 日現

在の在籍者数は，収容定員 75 人に対し 50

人となっている。また，平成 20 年度以降

の在籍者数は，68 人から 118 人（収容定

員 90 人から 120 人，平成 21 年度までは

入学定員１学年 40 人，平成 22 年度から

25 人）となっており，収容定員を上回っ

ていない。なお，今後在籍者数が収容定

員を上回った場合は，その状態が恒常的

なものとならないよう，合否判定の際に

合格者数を過去のデータを基に調整する

予定である。（様式２：学生数の状況）（デ

ータ６－12）【解釈指針６－２－１－１】 

 

 

   

【データ６－12】在籍者数     （単位：人）  

  
５月１日現在の

在籍者数 
収容定員 

平成 20 年度 118 120 

平成 21 年度 104 120 

平成 22 年度 85 105 

平成 23 年度 68 90 

平成 24 年度 63 75 

平成 25 年度 64 75 

平成 26 年度 50 75 

  

（教務データを基に作成） 
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基準６－２－２ 

入学者受入において、所定の入学定員と乖離していないこと。  

 

 （基準６－２－２に係る状況） 

入学定員を踏まえ，本研究科会議において，「優先合格枠」を除けば総合点の上位者か

ら順に合格とする方法により，厳正な合否判定を行っており，平成 26 年度入試までは，

入学定員と入学者受入数との間に大きな乖離が見られなかった。（様式２：学生数の状況） 

平成 21 年度入学者選抜では，入学者が 19 人となり入学定員 40 人と乖離したが，これ

は，平成 22 年度から入学定員を 25 人とする方針を前倒しして実施したことによるもの

である。な お ， 平 成 24 年 度 入 試 か ら は ， 入 学 者 数 が 入 学 定 員 を 下 回 っ て い る 状

態 の 恒 常 化 を 回 避 す る た め の 方 策 を 検 討 し ，２ 次 募 集 も 実 施 し た 。平 成 25 年 度

入 試 で は ， Ａ 日 程 入 試 ， Ｂ 日 程 入 試 の ２ 回 の 入 試 を 行 っ た が ， な お 入 学 定 員 を

下 回 っ た こ と か ら ，平 成 26 年 度 入 試 で は Ｃ 日 程 入 試 も 加 え て 年 ３ 回 の 入 試 を 行

い 、 ２ 次 募 集 も 実 施 し た が ， 入 学 者 数 が 入 学 定 員 を 下 回 っ て い る 状 態 が 続 い て

い る 。（ 別 添 資 料 ３ － ２ ： 平 成 27 年 度 金 沢 大 学 法 科 大 学 院 学 生 募 集 要 項 〔 Ｃ 日

程 〕， 別 添 資 料 ３ － ３ ： 平 成 27 年 度 金 沢 大 学 法 科 大 学 院 学 生 募 集 要 項 〔 第 ２ 次

募 集 〕， デ ー タ ６ － 13）  

近 年 の 入 学 者 デ ー タ を 見 る と ， 北 陸 出 身 者 が 圧 倒 的 に 多 く ， こ れ は 法 科 大 学

院 の 志 望 者 が 少 な く な っ た 結 果 ， 地 元 や 大 都 市 圏 の 法 科 大 学 院 に 入 り や す く な

っ た こ と が 原 因 で ， 北 陸 出 身 者 以 外 の 法 科 大 学 院 志 望 者 が あ え て 北 陸 に あ る 金

沢 大 学 法 科 大 学 院 に 入 学 す る 動 機 が 非 常 に 少 な く な っ た も の で あ る と 思 わ れ る 。

し か し な が ら ， 出 産 ・ 子 育 て や 家 族 の 看 病 ・ 介 護 な ど ， 様 々 な 家 庭 の 事 情 を 抱

え な が ら 勉 学 に 励 む 社 会 人 入 学 者 も こ れ ま で に 少 な か ら ず 存 在 し ， こ う し た 学

生 に と っ て は ， 地 元 に 法 科 大 学 院 が あ る こ と が 非 常 に 重 要 で あ る も の と 思 わ れ

る 。【 解 釈 指 針 ６ － ２ － ２ － １ ， ６ － ２ － ２ － ２ ， ６ － ２ － ２ － ３ 】  
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【データ６－13】平成 27 年度入試（Ａ日程，Ｂ日程，Ｃ日程，第２次募集，転入学試験） 

 Ａ日程入試 Ｂ日程入試 

出願資格事前審査期間 平成 26 年 6 月 11 日～13 日 平成 26 年 9 月 8 日～10 日  

出願期間 平成 26 年 7 月 14 日～18 日 平成 26 年 10 月 6 日～10 月 10 日  

試験期日（標準コース） 平成 26 年 8 月 9 日 平成 26 年 10 月 25 日  

試験期日（短縮コース） 平成 26 年 8 月 9 日，10 日  平成 26 年 10 月 25 日，26 日 

合格発表日時 平成 26 年 9 月 4 日 13:00 平成 26 年 11 月 6 日 13:00 

入学手続期間 平成 26 年 9 月 24 日～26 日 平成 26 年 12 月 3 日～19 日 * 

 

 Ｃ日程入試  第２次募集 

出願資格事前審査期間 平成 26 年 11 月 19 日～21 日  ―  

出願期間 平成 26 年 12 月 1 日～11 日 ** 平成 27 年 2 月 2 日～6 日 

試験期日（標準コース） 平成 26 年 12 月 20 日  平成 27 年 2 月 21 日  

試験期日（短縮コース） 平成 26 年 12 月 20 日，21 日  平成 27 年 2 月 21 日，22 日 

合格発表日時 平成 27 年 1 月 8 日 13:00 平成 27 年 3 月 5 日 13:00 

入学手続期間 平成 27 年 1 月 28 日～30 日  平成 27 年 3 月 18 日～20 日 

 

 転入学試験  Ｃ日程入試は受験者なし 

第２次募集，転入学試験は志願者なし 

 

＊ ５日まで→19 日までに延長 

** ５日まで→11 日までに延長 

(いずれもウェブサイトで告知) 

出願期間 平成 27 年 2 月 2 日～6 日 

試験期日（標準コース） 平成 27 年 2 月 21 日  

試験期日（短縮コース） 平成 27 年 2 月 21 日，22 日 

合格発表日時 13:00 平成 27 年 3 月 5 日 

入学手続期間 平成 27 年 3 月 18 日～20 日 

（出典：http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/admission/nagare.html，  

平成 27 年度金沢大学法科大学院学生募集要項〔Ａ・Ｂ日程〕〔Ｃ日程〕〔第二次募集〕〔転入学試験〕裏表紙：

別添資料３－１，３－２，３－３，３－４より作成） 
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基準６－２－３：重点基準 

在籍者数、入学者選抜における競争倍率、専任教員数、修了者の進路及び

活動状況等を総合的に考慮し、入学定員の見直しを含む入学者選抜の改善へ

の取組が適宜行われていること。  

 

 （基準６－２－３に係る状況） 

（１）現状 

 本研究科の入学者選抜における競争倍率は，平成 26 年度入試まではおおむね約２倍で

あり，実質的な競争が確保されており，在籍者数についても収容定員と比べても良好で

あった。しかしながら，基準６－２－２でも述べたように，全国的な法科大学院志望者

減の影響で，平成 27 年度入試については競争倍率２倍を維持することができなかった。

（データ６－14，様式２：学生数の状況）【解釈指針６－２－３－１，６－２－３－２】 

【データ６－14】入試における志願者数及び合格者数   （単位:人） 

 

  志 願 者 数  受 験 者 数  合 格 者 数  
倍  率  

（受 験 者 ／合 格 者 ） 
備考 

平 成 20 年 度  標 準 コース 191 160 65 2.46 短縮コース志願者数，受

験者数，合格者数は，標

準コースの内数 
短 縮 コース 19 13 ２ 6.50 

計  191 160 65 2.46 

平 成 21 年 度  標 準 コース 121 84 50 1.68 短縮コース志願者数，受

験者数，合格者数は，標

準コースの内数 
短 縮 コース 28 22 １ 22.00 

計  121 84 50 1.68 

平 成 22 年 度  標 準 コース 53 47 26 1.80 
志 願 者 数 及 び 受 験 者 数

は，コース併願者を含む 短 縮 コース 34 29 12 2.41 

計  87 76 38 2.00 

平 成 23 年 度  標 準 コース 73 63 35 1.80 
志 願 者 数 及 び 受 験 者 数

は，コース併願者を含む 短 縮 コース 46 41 17 2.41 

計  119 104 52 2.00 

平 成 24 年 度  標 準 コース 66 51 24 2.12 
志 願 者 数 及 び 受 験 者 数

は，コース併願者を含む 短 縮 コース 43 37 16 2.31 

計  109 88 40 2.20 

平 成 25 年 度  標 準 コース 49 43 21 2.05 
志 願 者 数 及 び 受 験 者 数

は，コース併願者を含む 短 縮 コース 18 15 5 3.00 

計  67 58 26 2.23 

平 成 26 年 度  標 準 コース 19 14 8 1.75 
志 願 者 数 及 び 受 験 者 数

は，コース併願者を含む 短 縮 コース 10 9 3 3.00 

計  29 23 11 2.09 

平 成 2７年 度  標 準 コース 13 9 8 1.12 
志 願 者 数 及 び 受 験 者 数

は，コース併願者を含む 短 縮 コース 8 7 2 3.5 

計  21 16 10 1.6 

（出典：法務研究科ウェブサイト：http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/admission/nyushikekka/：別添資料２） 
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また，法律基本科目のすべての分野について少なくとも１人の専任教員を配置してい

る。さらに，法律実務基礎科目に関するみなし専任教員，展開・先端科目群の教員を合

わせて，16 人（平成 26 年５月１日現在）の専任教員により法科大学院教育を担当してお

り，本研究科においては１学年 25 人であることを考えると，充実した教員体制である。

（様式３：教員一覧，教員分類別内訳，様式４：科目別専任教員数一覧） 

 修了者の進路等については，３割程度が司法試験に合格し，そのほか，公務員になっ

た者も相当数いる。（データ１－１，１－２） 

 

（２）改善への取組 

 平成 21 年度入学者選抜において競争倍率が低かったため，研究科会議において議論を

重ね，平成 22 年度入学者選抜から入学定員を 25 人にした。平成 26 年度入試Ａ～Ｃ日程

入試終了時において，志願者数が昨年比の約 40％に留まっているため，研究科会議にお

いて議論し，入学定員を 15 名とする決議がなされた。(別添資料 60：第 79 回法務研究科

会議議事録) 

また，翌年度以降，入学定員と乖離しないように，従来行っていた説明会に加え，他

大学にて説明会を開催したり，進学説明会のポスター等の掲示・告知方法などを協議し，

27 年度入試より実施したほか，入試会場についても，27 年度入試より東京会場入試を実

施し，学生の確保に向けた努力をしている（27 年度入試はＡ，Ｂ日程のみ。28 年度入試

は全日程を予定）。 

なお，28 年度入試においては，適性試験受験申込み期限前の法科大学院進学説明会の

実施を重視し，４月中～下旬に学内や他大学において進学説明会を実施した。 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

①入試制度について 

 多様な知識又は経験を有する者を多く入学させるため，社会人・他学部出身者のため

の「優先合格枠」を設けている。これにより，毎年，全合格者の少なくとも３割を社会

人・他学部出身者が占めることを確保している。このような制度は，多様なバックグラ

ウンドを持った法曹を養成するという司法制度改革の趣旨を体現したものである。ただ

し，平成 22 年度入学者選抜からは入学定員を 25 人に減らしたこともあり，また受験者

総数も少なかったことから，合格者のうち３割程度の社会人・他学部出身者は維持した

ものの，入学者のうち社会人・他学部出身者を３割確保することは困難であった。 

 アドミッション・ポリシーに即した意欲ある学生を入学させるべく，入試制度を絶え

ず真摯に検証し，改善に向けた継続的な努力を行っている。 

出題・採点等に際してのミスを防止するとともに，良問を吟味するため，小論文試験

においては複数の出題委員によって問題作成に当たることとし，法律専門科目試験にお

いては，事前に入試問題検討会を開き，出題者全員により問題すべてを検討することと

している。とりわけ後者においては，専門分野を問わず出題委員全員が問題を検討する

ことによって，高度に専門的すぎる問題，一部の専門家の間でのみ通用する用語の使用，

特定の判例を当然の前提とした事例など，不適切な問題を事前にチェックする体制を整

備している。このような相互チェック体制の整備は，厳正かつ公正な入試を担保するも

のである。 

本研究科では，適性試験や提出書類等による第一次選抜を行わず，すべての受験者に

対して面接試験を実施している。これは，志望理由，大学における勉学及び課外活動状

況，多様な実務経験及び社会経験等を受験者から直接聴取するためであり，法曹への熱

意や勉学意欲を確認するために最も有効なのは，書面のみならず，受験者と直接対話す

ることであるとの認識に基づくものである。このような面接試験の導入は，小規模な法

科大学院の特性を生かした入試制度である。 

 

②広報活動について 

ウェブサイト上において，教育理念や目的などの基本情報はもちろん，入試問題を含

む入試データ，全授業科目に関する詳細なシラバス（授業計画）など豊富な情報を掲載

している。さらに，PC 版ウェブサイトのみならず，携帯電話サイトも設置して情報提供

に努めている。これは，多くの学生・社会人が携帯電話を所有し，これを用いてウェブ

サイトを閲覧しているという現状に即応している。また，多くの進学説明会を開催して

おり，平成 26 年度（平成 27 年度入試）は本学及び他大学において 10 回開催した。 

 

（２）課題等 

 地域に根差した法曹教育という理念に沿い，受験地も本学が所在する金沢市でのみ行

ってきた。年々，減少する受験者数に合わせて入学定員の見直しも図ってきたが，これ

以上志願者が減少すると，教育水準の低下も予想される。本研究科においては，入学者
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の資質の確保を前提とした上で，２次募集等の対策も講じているが，さらに制度のみな

らず，受験地及び時期，回数も検討する必要がある。 

平成 27 年度入試より，東京においても入試を実施し，複数名の受験生を得ることがで

きた。今後は，継続的な広報活動により，東京の入試会場での受験生を安定的に確保し，

さらには，関西方面や長野・新潟などの北信越方面での入試の可能性についても検討を

行いたいと考えている。 

 



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第７章     

- - 73

第７章 学生の支援体制  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ７－１ 学習支援 

 

基準７－１－１ 

各法科大学院の教育の理念及び目標に照らして、学生が課程の履修に専念

して教育課程上の成果を上げることができるよう、学習支援の体制が十分に

整備されていること。  

 

 （基準７－１－１に係る状況） 

 学生の学習面及び生活面における支援については，本研究科内に設置された「教務・

学生委員会」が所管し，履修指導や学生生活に関するアドバイス体制の整備等を担当し

ている。（別添資料 30：平成 26 年度法務研究科部内委員・学内委員会メンバー表） 

 

（１）履修ガイダンス 

入学者全員に対する履修指導として入学者オリエンテーション，その他各年度前期，

後期ごとに授業開始前にガイダンスを実施している。ガイダンスでは学生生活上の一般

的注意事項を説明した上でシラバスを配布し，授業科目ごとに担当教員が授業の概要等

を説明している。（別添資料 10－１：平成 26 年度前期授業科目ガイダンス資料（２・３

年），別添資料 10－２：平成 26 年度後期授業科目ガイダンス資料，別添資料 11：平成 26

年度入学者オリエンテーション及び前期授業科目ガイダンス（１年）資料）【解釈指針７

－１－１－１】 

法学未修者の学習が円滑に進むための配慮として，法律基本科目の授業期間が始まる

前に集中講義にて「法学入門」を実施している。また，入学前の時期（２月～３月）に

おいても，憲法，民法，刑法，商法，行政法の各分野について，入学者に対して，図書

を指定し，授業が開始されるまでに読むことを推奨している。（別添資料 12：入学前の指

定図書による事前学習について（平成 26 年度版））【解釈指針７－１－１－２】 

 

（２）アドバイス教員制度 

 各学生には，２～３人のアドバイス教員をつけており，履修上，生活上の相談に個別

に対応するとともに，学生個人の特性，法学の習熟度，学問的興味，関心，将来の進路

に合った履修指導を行っている。 

各学期の始めには，直前までの成績表を持参させ，アドバイス教員が個別に学生と面

接し，学習の状況等を聞き取り，適切なアドバイスをしている。休学・退学をしようと

する場合には，当該学生は必ずアドバイス教員と面談を行わなければならず，またアド

バイス教員は，経過報告書を作成しなければならない。（別添資料 25：休学願・休学経過

報告書・退学願・退学経過報告書様式） 

また，アドバイス教員の構成は，できる限り研究者教員と実務家教員が１人ずつとな

るように配慮している。さらに、女子学生には女性教員を少なくとも１人アドバイス教
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員にあてることで、男性教員には話しづらい身体や心の悩みを相談できる体制を確保し

ている。（別添資料 23：アドバイス教員担当学生名簿（平成 26 年度版）） 

これらのアドバイス教員の業務をまとめた「アドバイス教員要領」を平成 23 年４月に

策定し，各教員はこれに従った学生アドバイスを実施している。（別添資料 24：アドバイ

ス教員要領）【解釈指針７－１－１－１】 

 

（３）オフィス・アワーの設定 

各教員は，毎週１時間程度のオフィス・アワーを設定し，アカンサスポータル等によ

り学生に周知している。指定した日時に教員は研究室に在室し，学生は事前連絡なく研

究室を訪れ質問することができる。また，オフィス・アワー以外にも，教員に質問があ

る場合には，学生はアカンサスポータルを通じて，または履修の手引きに記載されてい

る教員のメールアドレス宛ての連絡により，連絡を取り面談を予約することができる。

（別添資料７：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引４頁「５ 専任教員名

簿」，28 頁「２ 法務研究科教員のオフィス・アワーについて」，同 39-45 頁「角間地区

建物，講義室，教員研究室配置図」，別添資料２：法務研究科ウェブサイト「担当教員の

紹介」，別添資料 26：平成 26 年度大学院法務研究科専任教員オフィス・アワー）【解釈指

針７－１－１－３】 

 

（４）弁護士チューター，学生アドバイザーなど 

弁護士をチューターとして採用し，授業科目の履修をはじめ，学生からの勉学上の相

談に対応している。原則として週２回，４時限目終了後の時間帯に２時間にわたり，学

生相談室に待機し，アドバイス等を行っている。（別添資料７：2014（平成 26 年度）大

学院法務研究科履修の手引 28 頁「３ 弁護士チューターについて」，別添資料 28：平成

26 年度弁護士チューター制度従事実績） 

また，修了者の一部を学生アドバイザー（SA）として採用し，在学生からの勉学上の

相談に対応している。2013 年 6 月より、学生アドバイザーが交代で常駐する部屋を用意

し、在学生がいつでも相談できる体制を導入した。（別添資料７：2014（平成 26 年度）

大学院法務研究科履修の手引 29－30 頁「４ 学生アドバイザー制度について」，別添資

料 29：学生アドバイザー在室表） 

なお，弁護士チューターも学生アドバイザーも，学生の質問に対し理解を深めるよう

努め，解答の作成方法に傾斜した技術的教育や知識の機械的な暗記など受験技術優先の

指導はしていない。【解釈指針７－１－１－４，７－１－１－５】 

 

（５）新入生アドバイスセミナー、教員・弁護士による講演会など 

 毎年４月に弁護士による新入生に対するアドバイスセミナーを実施しており、法科大

学院での勉強方法や司法試験に対する心構えなどを講演している。また、毎期の履修ガ

イダンス後には、弁護士や実務家教員が講演会を行い、それぞれの立場から勉強方法な

どについてのアドバイスや、自分の司法試験の体験談を話すことによって、学生に参考

にしてもらうとともに、勉学や試験へのモチベーションを維持するよう試みている。（デ

ータ７－１）【解釈指針７－１－１－１，７－１－１－２】 
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（６）合格者懇談会 

 毎年９月に，その年度の司法試験合

格者と在学生との懇談会を実施してい

る。合格したばかりの者に，１年，２

年，３年それぞれの年の勉強方法や，

教科ごとの勉強方法，心がけたことな

どをあらかじめ書いてもらい，それを

冊子として配布し，それをもとに当日

は学生との質疑応答を行い，身近な先

輩の合格体験を参考にできるようになっている。（データ７－２）（別添資料 35：合格者

懇談会資料，別添資料１：2015 年法務研究科案内 12－13 頁「合格者座談会」） 

 なお，この機会を利用して，合格者のためにもまた，弁護士による司法修習の心構え

についての講演会を開催している。（別添資料 36：司法修習から就職までの心構えについ

て（合格者向け弁護士講演会））【解釈指針７－１－１－１】  

 

（７）金沢弁護士会・金大法曹界・検察庁などによる学習支援行事 

 本研究科は北陸三県の弁護士会（金沢弁護士会，富山県弁護士会，福井弁護士会）か

ら全面的な協力・支援を受けており，理論と実務の架橋を意識した実践的な教育を実施

しているが，これらの弁護士会，金沢地方裁判所・金沢家庭裁判所・金沢地方検察庁及

び名古屋高等検察庁金沢支部，金沢刑務所及び金沢地方法務局，地元の法曹及び法務行

【データ７－１】セミナー・講演会一覧  

 日  時 講 師 テーマ 

平成 

22 年度 
平成 22 年４月 27 日 

松田 光代 弁護士 

犬塚 正文 弁護士 

新司法試験の勉強の仕方にかかるアドバイ

スセミナー 

平成 

23 年度 

平成 23 年５月 10 日 
松田 光代 弁護士 

犬塚 正文 弁護士 
新入生アドバイスセミナー 

平成 23 年 12 月 20 日 
徳田 隆裕 弁護士 

片岡 健太 弁護士 
新司法試験直前期の勉強の仕方等 

平成 

24 年度 
平成 24 年５月７日 

松田 光代 弁護士 

犬塚 正文 弁護士 
新入生アドバイスセミナー 

平成 

25 年度 

平成 25 年４月２日 森川 誠一郎 教授（検察官） 
新入生のための特別講演 「ロースクールに

おける勉強方法と心構えについて」 

平成 25 年５月 22 日 
松田 光代 弁護士 

犬塚 正文 弁護士 
新入生アドバイスセミナー 

平成 25 年８月 20 日 
田島 純蔵 教授（弁護士） 

森川 誠一郎 教授（検察官） 

今の学生・修習生に求めること 

司法試験合格への心構え 

平成 

26 年度 

平成 26 年４月１日 

早川 潤 弁護士 

石川 宏一朗 弁護士 

北村 勇樹 弁護士 

新入生アドバイスセミナー 

金大法曹界の活動，チューター制度の説

明，勉強方法や心構え，新入生への激励 

平成 26 年８月 19 日 高島 麻子 教授（検察官） 刑事系科目の勉強の仕方・検察官への道 

（法務研究科学務係作成） 

【データ７－２】平成 26 年度合格者懇談会  

平成 26 年９月 23 日（火・祝） 

9:00～10:00  弁護士による講演会（合格者向け） 

13:00～14:00 合格者座談会（広報用） 

14:00～15:30 合格者懇談会 

  合格者メッセージ（６名） 

15:30～16:30 学年別懇談会（1･2 年／3 年･修了生） 

16:30～17:00 自由懇談 
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政機関などから様々な形で協力を得て，教科書だけの学修にとどまらない，実務を踏ま

えた教育を実践している。（データ７－３） 

 

【データ７－３】支援行事一覧  

 期  日 内 容 

平成 

25 年度 

平成 25 年５月 

   17 日・18 日 

模擬裁判（金沢弁護士会主催） 

（学生４名参加） 

平成 25 年８月 23 日 

刑事裁判傍聴（金大法曹界支援行事）  

 法廷内見学・裁判傍聴・裁判官による説明，引率弁護士による勉強会 

（学生 14 名・教員１名参加） 

平成 

26 年度 

平成 26 年９月４日 

第１回名古屋高等検察庁金沢支部体験プログラム  

 金沢支部長の講義，検察庁施設見学，演習授業，取調べ DVD 視聴 

（学生 13 名・教員２名参加） 

平成 27 年２月 25 日 

第２回名古屋高等検察庁金沢支部体験プログラム   

 次席検事による講義，模擬取調べ，取調べ DVD 視聴 

（学生９名・教員１名参加） 

（法務研究科学務係作成） 
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 ７－２ 生活支援等 

 

基準７－２－１ 

学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう、学生の経

済的支援及び学生生活に関する支援体制の整備に努めていること。  

 

 （基準７－２－１に係る状況） 

（１）本学による経済的支援 

本学における学生の経済的支援として，入学料，授業料の減免制度及び入学料徴収

猶予制度がある。入学料，授業料減免制度は，学生の経済状況及び学業成績により，

入学料，授業料のそれぞれにつき半額又は全額を免除するものである。（データ７－３） 

これら入学料，授業料の減免制度については，合格者に対して合格通知とともに送

付する「大学院入学・進学手続要項」に記載し，さらに授業料の減免制度については，

入学後に配付する「履修の手引」にも記載することにより周知している。（別添資料５：

平成 27 年度（2015 年度）法科大学院入学手続要項３－４頁「入学料免除を希望する場

合の手続」，４頁「入学料徴収猶予を希望する場合の手続」，５－６頁「授業料免除（平

成 27 年度前期分）を希望する場合の手続」，別添資料７：2014（平成 26 年度）大学院

法務研究科履修の手引 26 頁「８ 授業料の納入及び免除制度について」，別添資料６：

平成 26 年度（2014 年度）金沢大学大学院便覧 115－116 頁「(2)金沢大学授業料免除及

び徴収猶予規程」）【解釈指針７－２－１－１】 

 金沢大学学生特別支援制度による大学院研究奨励支援も平成 22 年度から導入され，

毎年，本研究科学生のうち成績優秀者６人が各５万円の支給を受けている。（別添資料

６：平成 26 年度（2014 年度）金沢大学大学院便覧 117－119 頁「(4)金沢大学学生特別

支援制度規程」） 

 

 

【データ７－３】入学料・授業料減免 

①入学料減免実績 （単位：人）     ②授業料免除実績  （単位：人）              

  
申請

者数 

半額

免除 

全額

免除 

  前期 後期 

申請

者数 

全額

免除 

半額

免除 

申請

者数 

全額

免除 

半額

免除 

平成 20 年度 ６ ０ ２ 平成 20 年度 34 ０ 25 28 ０  26 

平成 21 年度 ５ ２ １ 平成 21 年度 27 ０ 23 28 ０  18 

平成 22 年度 ６ ３ １ 平成 22 年度 22 ０ 22 24 ０  20 

平成 23 年度 ３ ０ ０ 平成 23 年度 14 ４ ７ 14 ０ 13 

平成 24 年度 10 １ ２  平成 24 年度 23 ５ 12 18 ３  12 

平成 25 年度 ５ ２ ０  平成 25 年度 15 ７ ５ 14 ５ ６ 

平成 26 年度 １ １ ０  平成 26 年度 10 ５ ３ ９ ５ ３ 

（平成 27 年３月 15 日現在） 
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（２）本学以外の団体による経済的支援 

 本学以外の団体による支援として，次の２種類がある。【解釈指針７－２－１－１】 

① 独立行政法人日本学生支援機構による奨学金 

 本研究科学生も，

独立行政法人日本学

生支援機構による奨

学金の貸与対象学生

となっている。（デー

タ７－４） 

これについては，

合格者に対して合格

通知とともに送付す

る「大学院入学・進

学手続要項」に記載

するとともに，入学

後に配付する「履修

の手引」にも記載す

ることにより，周知している。また，本学が入学後に配布する「大学院便覧」にも記

載している。（別添資料５：平成 26 年度（2014 年）法科大学院入学手続要項８頁「４．

奨学金」，別添資料６：平成 26 年度（2014 年度）金沢大学大学院便覧 97 頁「(７)奨

学制度」，別添資料７：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引 27 頁「９ 奨

学金制度について」） 

 

② NPO 法人ロースクール奨学金ちゅうぶによる奨学金 

弁護士過疎地域での弁護士活動を志す法科大学院生

の学費支援を目的とし「NPO 法人ロースクール奨学金

ちゅうぶ」は，中部地方に存する７大学の法科大学院

生を対象に奨学生の募集を行い，毎年，数人が奨学生

として採用されている。（データ７－５） 

これについては，合格者に対して合格通知とともに

送付する入学手続関連の書類の一つとして文書で案内

するとともに，入学後に配付する「履修の手引」にも

記載することにより，周知している。（別添資料７：2014

（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引 27 頁「９ 

奨学金制度について（2）NPO 法人ロースクール奨学金

ちゅうぶ奨学生」，別添資料 40：NPO 法人ロースクール

奨学金ちゅうぶウェブサイト） 

 

（３）その他の生活支援 

本大学・本研究科では、以下のような各種の相談助言体制を設けている。 

【データ７－４】在学者における奨学生の割合 

（独立行政法人日本学生支援機構による奨学生） 

新入学者の奨学金採用実績 

  
第 1 種

のみ 

第 2 種

のみ 

第 1 種 

第 2 種 

併用 

奨学生 非奨学生 
奨学生の 

割合 

平成 20 年度 10 2 11 23 12 65.7% 

平成 21 年度 5 1 6 12 33.3% 

平成 22 年度 6 2 3 11 5 68.8% 

平成 23 年度 1 1 2 16 11.1% 

平成 24 年度 7 1 8 15 34.8% 

平成 25 年度 4 1 5 15 25.0% 

平成 26 年度 2 1 3 5 37.5% 

（平成 26 年 6 月 13 日現在） 

【データ７－５】ＮＰＯ法人 

ロースクール奨学金ちゅうぶ 

奨学生採用実績 

 人数 

平成 19 年度 １ 

平成 20 年度 ０ 

平成 21 年度 ０ 

平成 22 年度 １ 

平成 23 年度 １ 

平成 24 年度 ２ 

平成 25 年度 １ 

平成 26 年度 ０ 

（法務研学務係作成） 
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① 生活相談 

 学生アンケート調査項目においても，学生生活についての項目を設けている。（別添

資料 31：勉学生活アンケート用紙・期末授業評価アンケート用紙） 

 その他，全学において「なんでも相談－よるまっし」があり，本学教員や学生ボラ

ンティアが相談員となっている。 

② 健康相談 

 本学の保健管理センターにおいて，定期健康診断を実施するほか，健康等に関する

各種相談を受け付け，相談に応じて医師，看護師，心理カウンセラーが対応する。 

③ ハラスメント相談 

 本学の「国立大学法人金沢大学ハラスメント防止等に関する規程」，「国立大学法人

金沢大学ハラスメントの防止・対策に関する指針」に基づき，本研究科内においても

ハラスメント防止に努めるとともに，ハラスメント相談員が相談窓口となっている。

（別添資料 41：ハラスメント防止のために） 

 なお，上記の各種相談制度及び相談窓口については，「履修の手引」に掲載して学生に

周知している。また，入学者オリエンテーション時に，教務・学生委員長より口頭でも

指導を行っている。（別添資料７：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引 32

頁，別添資料 12：平成 26 年度入学者オリエンテーション及び前期授業科目ガイダンス資

料）【解釈指針７－２－１－２】 
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 ７－３ 障害のある学生に対する支援 

 

基準７－３－１ 

身体に障害のある学生に対して、次の各号に掲げる支援体制の整備に努め

ていること。 

（１）修学のために必要な基本的な施設及び設備の整備充実。 

（２）修学上の支援、実習上の特別措置。  

 

（基準７－３－１に係る状況） 

 本研究科では，これまで，配慮が必要な身体障害のある入学者はいないが，視覚障害

のある学生に対応する PC の導入や，聴覚障害のある学生への支援としてのノートテイカ

ー制度などについて，検討している。また，全学的に身体等に障害のある学生の支援を

図るため，金沢大学障害学生支援委員会を設置しており，その委員会における支援施策

の一環として，全学的に施設設備の整備が行われ，スロープ，手すり，車椅子のための

鏡付きエレベーター，事務室等における引戸が設置されている。（データ７－６）（別添

資料 63：人間社会第２講義棟バリアフリー写真） 

 

 

 

 

【データ７－６】人間社会第２講義棟（事務室引き戸，鏡付きエレベーター） 
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 ７－４ 職業支援（キャリア支援） 

 

基準７－４－１ 

学生支援の一環として、学生がその能力及び適性、志望に応じて、主体的に

進路を選択できるように、適切な相談窓口を設置するなどにより、必要な情報

の収集・管理・提供、ガイダンス、指導、助言に努めていること。  

 

 （基準７－４－１に係る状況） 

学生は，おおむね法曹となる希望で入学しており，現在のところ，進路希望としては，

司法試験合格が，ほぼ唯一のものである。この法曹志望者への指導・助言については，

主として実務家教員がオフィス・アワー等を利用してこれを行う体制にある。（別添資料

23：アドバイス教員担当学生名簿（平成 26 年度版）） 

 他方，まれに進路変更を希望する者もあり，退学して医学部に入学し直す学生，予備

試験に合格して退学する学生，司法書士試験に合格し退学する学生，研究者を目指して

他大学院に入学し直す学生，国家公務員（第Ⅰ種）に転じた学生，民間企業に就職した

学生などが過去にあった。このような学生に対しては，それぞれのアドバイス教員が，

学生の希望，能力，適性に応じて，進路選択の相談に乗り，指導・助言を行っている。 

また，本学には，学生全体を対象に就職支援を行う組織として就職支援室があり，法

曹以外の進路を志望するに至った学生は，就職支援室を利用して就職支援を受けること

ができる。（別添資料 42：金沢大学学生部就職支援室ウェブサイト） 

このような中にあって本研究科では，学生の進路相談を専門に担当することを目的と

する，教員３人により構成される「就職支援委員会」を平成 23 年度から発足させた。（別

添資料 30：平成 26 年度 法務研究科部内委員・学内委員会メンバー表） 

平成 26 年度は、法科大学院生並びに修了生の職域拡大も視野に入れて、進路を模索し

ている法科大学院生並びに修了生の就職支援のために就職説明会（ウェブサイト「ジュ

リナビ」の使用方法や面接方法などの説明会を開催）ないし講演会を開催して上記の法

科大学院生並びに修了生の就職活動の参考に供している。（データ７－７） 

なお、同就職説明会ないし講演会の開催時期や講師の人選、取り上げる職種について

は、今少し検討の余地があり、法科大学院生並びに修了生が関心をもって参加できるよ

う内容を精査することが必要であると感じている。また，一般企業，地方公共団体等か

らの法科大学院修了生に対する求人情報はリフレッシュルームに置き，法曹以外の求人

があることを広く学生，修了生に行き渡らせるよう心掛けている。また，規程作成など

の業務を行う求人があった場合には連絡をもらえるように，本学就職支援室長や法学類

の教員とも連携している。 

職域拡大のために，就職支援委員会が本学内で行われた「文理系総合 業界・企業研究

会」における情報を法科大学院生等にも周知するべく広報活動も行っている。（金沢大学主

催「業界・企業研究会」平成26年12月１日～（金沢大学主催「業界・企業研究会」平成26

年12月７日～平成27年１月13日までの５回開催：会場；金沢大学自然科学講義棟本館） 

さらに、法科大学院の学生の就職支援の一環として、平成 26 年６月に北陸銀行（本店・

富山市）と協定（「インターンシップに関する申合せ」）を結び、学生が参加するインタ

ーンシップ・プログラムを創設し、平成 27 年度より実施することになった。 
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【データ７－７】就職支援関係説明会 

年度 
期 日 

（場 所） 
テーマ 

平成 

22 年度 

平成 22 年９月 16 日 

（講義室１） 

１ 就職支援室の概要，公務員試験の概要，一般企業における法務研究科

修了生の需要   山本 均 氏（金沢大学就職支援室長） 

２ ジュリナビの概要，新司法試験合格後の弁護士事務所への就職におけ

る傾向と対策   （就職委員） 

平成 

23 年度 

平成 23 年５月 27 日 

（講義室１） 

＜就職支援講演会＞ 

「ロースクール修了生のキャリアについて」 

 上原 正義 氏（株式会社 More-Selections 代表取締役） 

 （日本で唯一のロースクール修了生に特化した人材紹介会社） 

平成 23 年９月 14 日 

（講義室１） 

＜就職支援説明会＞ 

法科大学院生向けの就職活動について 

  山本 均 氏（金沢大学就職支援室長） 

平成 

24 年度 

平成 24 年６月２日 

（講義室１） 

＜就職支援講演会＞ 

弁護士としての就職活動について 

  小坂 菜穂 弁護士（株式会社北陸銀行，本研究科卒業生） 

 渡辺 伸子 弁護士（富山県弁護士会，本研究科卒業生） 

平成 24 年 10 月 26 日 

（講義室１） 

＜就職支援講演会＞ 

弁護士としての就職活動について 三浦 久德 教授（弁護士) 

平成 

25 年度 

平成 25 年９月 28 日 

（講義室１） 

＜就職支援説明会＞ 

１「就職活動の現状と，就職支援室の役割」 

   山本 均 氏（金沢大学就職支援室長） 

２「法科大学院から国家公務員への就職について」 

   山下 亮 氏（国土交通省，本研究科卒業生） 

３「法曹への道筋」  三浦 久德 教授（弁護士) 

＜個別相談会＞ 就職支援室キャリアカウンセラーによるキャリアカウ

ンセリング 

平成 26 年３月 13 日 

（401 講義室） 

＜就職支援講演会＞ 

１「労働基準監督官について」 

東 好宣 氏（石川労働局労働基準部監督課長）  

２「企業法務部の業務について」 

岡本 守弘 氏（株式会社 PFU 法務部担当部長） 

平成 

26 年度 

平成 26 年 11 月 11 日 

（307 講義室） 

＜就職支援説明会＞ 

１「法科大学院生向け就職支援ガイダンス」 

 山本 均 氏（金沢大学就職支援室長） 

２「法科大学院の経験を活かした就職」 竹内 克昭 氏（小松市職員） 

（本研究科卒業生，平成 26 年司法試験合格者） 

３「法曹への道筋」  三浦 久德 教授（弁護士) 

＜個別相談会＞ 山本就職支援室長によるキャリアカウンセリング 

平成 27 年３月 19 日 

（講義室） 

＜就職支援講演会＞ 

１「北陸銀行のインターンシッププログラムについて」  

宇都宮 純一 教授     

２「労働基準監督官の業務について」 

  東 好宣 氏 （石川労働局労働基準部監督課長） 

（就職支援委員会記録） 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 各学生のアドバイス教員をできる限り研究者教員と実務家教員が１人ずつとなる

ように配置し，学習指導や学生生活面での指導について，修了時まで継続して，学

生の個性に応じたきめ細かな指導ができる体制をとっている。 

② 弁護士チューター制を導入し，学生に対する学習支援体制を整備している。 

③ 入学料・授業料の減免制度や，各種奨学金制度を利用することにより，多くの学

生が，何らかの形で経済的支援を受けている。 

④ 授業科目ガイダンスを行うとともに，弁護士や実務家教員による講演会を行い，

それぞれの立場から勉強方法などについてのアドバイスや，自分の司法試験の体験

談を話すことによって，学生に参考にしてもらうとともに，勉学や試験へのモチベ

ーションを維持するよう試みている。 

⑤ 教員３人から成る就職支援委員会を置き，法曹のみならずあらゆる組織・企業へ

の就職の情報，相談に応じている。 

 

（２）課題等 

 弁護士チューター制度等の学習支援制度を利用する学生と利用しない学生が分かれ

ているところ，概ね，利用している学生の理解度は向上している様子である。そこで、

使用しない学生に対してはその有効性を説明し，利用しにくい理由があるようであれ

ばこれを改善するなどして，多くの学生が利用しやすい制度にさらに改善をしていく

必要があると認識している。 
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第８章 教員組織  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ８－１ 教員の資格及び評価 

 

基準８－１－１：重点基準 

研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員が置かれている

こと。 

 

 （基準８－１－１に係る状況） 

本研究科における専任教員数は 16 人であり，うち 11 人が教授，５人が准教授である。

これは，文部科学省告示第 53 号（専門職大学院に関し必要な事項について定める件）第

１条第３項の要件を満たすものである。また，上記 16 人のうち，専任ではあるが他の学

部・大学院の専任教員（いわゆる「専・他」の教員）はいない。基準８－２－１でも述

べるとおり，上記告示第１条の要件を満たしている。 

専任教員の専門分野については，データ８－１のとおりである。本研究科には，その

種類及び規模に応じた教育上必要な教員を配置している。（様式３：教員一覧，教員分類

別内訳，様式４：科目別専任教員数一覧，様式６：教員業績調書） 

 兼担教員及び兼任教員についても，本研究科における教育課程に応じ必要な教員を配

置している。これらの教員については，最終学歴及び主な経歴を本研究科ウェブサイト

に掲載することにより，理論と実務を架橋する法学専門教育を行うために必要な高度の

教育上の指導能力を有していることを示す資料を学外に開示している。（別添資料２：法

務研究科ウェブサイト http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/staff/） 

 

【データ８－１】専任教員の分類 

① 研究者専任教員 

専 門 分 野 教員名 教員名 教員名 教員名 人数 

憲 法 宇都宮純一 稲葉実香   ２人 

行 政 法 鵜澤剛    １人 

民 法 樫見由美子 長谷川隆 舟橋秀明 宮本誠子 ４人 

商 法 戸川成弘    １人 

民事訴訟法 本間学    １人 

刑 法 振津隆行 西村秀二   ２人 

刑事訴訟法 佐藤美樹    １人 

② 実務家専任教員 

専 門 分 野 教員名 教員名 人数 

民 事 法 田島純蔵 野坂佳生 ２人 

刑 事 法 髙島麻子  １人 

労働法・倒産法 三浦久徳  １人 

（出典：2014（平成 26 年度）大学院法務研究科履修の手引き４頁：別添資料７） 
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基準８－１－２：重点基準 

基準８－１－１に定める教員のうち、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる

者が、専任教員として専攻ごとに置かれていること。 

（１）専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者  

（２）専攻分野について、高度の技術・技能を有する者  

（３）専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

 

（基準８－１－２に係る状況） 

本研究科における専任教員 16 人は，いずれも当該基準各号のいずれかに該当し，かつ，

その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力を有している。（様式３：教員一覧，

教員分類別内訳，様式６：教員業績調書）実務家教員についても，本研究科専任教員就

任前に他大学等において一定の教育経験を積んでいる。【解釈指針８－１－２－１（該当

なし）】 
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基準８－１－３ 

教員の採用及び昇任に関し、教員の教育上の指導能力等を適切に評価する

ための体制が整備されていること。  

 

 （基準８－１－３に係る状況） 

（１）専任教員の採用・昇任 

教員の採用及び昇任に関する規則として，「国立大学法人金沢大学職員採用規程」が

あり，第４条で，教育職員，すなわち教員の採用について，「国立大学法人金沢大学教

育職員人事規程」の定めによる旨を規定している。（別添資料 43：国立大学法人金沢大

学職員採用規程，別添資料 44：国立大学法人金沢大学教育職員人事規程） 

これを受けて，教育職員人事規程の第３条第４項において，教員の採用及び昇任の

ための選考は，教育研究評議会の議に基づき学長の定める基準により，研究科会議又

はこれに相当する委員会（以下「教授会等」と言う。）の議に基づき学長が行う旨を規

定し，同条第５項において，この選考について教授会等が審議する場合において，そ

の研究科会議等が置かれる組織の長は，本学の教員人事の方針を踏まえ，その選考に

関し，研究科等において意見を述べることができる旨を規定している。（別添資料 45：

国立大学法人金沢大学教員選考基準）具体的な選考基準としては，本学全体に共通す

る基準として，「国立大学法人金沢大学教員選考基準」がある。ここでは，教授・准教

授・講師の各資格を定めている。 

さらに，平成 21 年度から「国立大学法人金沢大学教育職員の採用・昇任に係る選考

手続きに関する規程」により，人事は，全学の教員人事会議の議によることになった。 

これら本学共通の規則を受けて，本研究科は，専任教員の採用につき，「金沢大学大

学院法務研究科教員選考内規」を設け，選考の具体的な手続を定めている。その概要

としては，まず，教員の採用又は昇任に関する専任教員による発議を受け，研究科長

は，選考委員会を設置し，法務研究科会議構成員（研究科長を除く）の中から選考委

員３人を投票により選出する。（採用人事においては，法務研究科長の依頼により法学

系長がさらに１名を選出。）選考委員会は，互選により委員長を選出し，委員長が選考

委員会の議長となる。選考委員会は，上記「選考基準」に基づき，ピア・レビューの

評価を参考としつつ，候補者の教育・研究歴及び研究業績等を厳正に審査し，審査が

終了した時点で，研究科長に審査結果を報告し，研究科長はこれを本研究科の研究科

会議の議に付する。同会議は，構成員の過半数を定足数とし，議事は，出席した構成

員の３分の２以上の多数をもって決する。この結果は，法学系会議に報告され，人間

社会系教育研究会議代議員会においても審議されるが，法務研究科会議の決議が尊重

されている。（別添資料 46：金沢大学大学院法務研究科会議細則, 別添資料 47：金沢

大学大学院法務研究科教員選考内規） 

 また，本研究科は，専任教員の昇任につき，上記の手続に加え，さらに外部ピア・

レビューの実施を原則とし，人事手続をより厳格にしている。（別添資料 47：金沢大学

大学院法務研究科教員選考内規） 
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（２）非常勤講師の任用 

非常勤講師の採用に関して，本研究科は，「大学院法務研究科における非常勤講師の

採用手続に関する申合せ」を整備し，これに基づいて，専任教員と同等の高度な教育

上の指導能力を有すると判断した者を採用している。採用手続としては，教務・学生

委員会が，候補者の履歴や本務校における授業担当等に照らし，上記指導能力を有す

ると判断した者を研究科会議に推薦する。これに基づき同会議が審議を行い，採用の

可否を決定する。（別添資料 48：大学院法務研究科における非常勤講師の採用手続に関

する申合せ） 

なお，実務家教員のうち弁護士については，北陸三県の弁護士会又は「金沢大学法

科大学院支援委員会」から推薦を受けた者に関して，教務・学生委員会が上記申合せ

に基づき審議を行っている。 

非常勤講師の任用後も，本研究科の専任教員と同様の授業が実施できるように，担

当専任教員を配備し，連絡調整することができるように制度化されている。（別添資料

49：大学院法務研究科非常勤講師の連絡担当教員に関する申し合わせ） 
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 ８－２ 専任教員の配置及び構成 

 

基準８－２－１：重点基準 

法科大学院には、専攻ごとに、平成１１年文部省告示第１７５号の別表第一

及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導教員の数の１.５倍の数

（小数点以下の端数があるときは、これを切り捨てる。）に、同告示の第２号、

別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を

加えた数の専任教員を置くとともに、同告示の別表第三に定める修士課程を担

当する研究指導教員１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出さ

れる収容定員の数（小数点以下の端数があるときは、これを切り捨てる。）に

つき１人の専任教員が置かれていること。  

 

 （基準８－２－１に係る状況） 

 本研究科は，法務専攻のみから成り立ち，本研究科 16 人の専任教員は，当該１専攻に

限る専任教員である。 

本研究科における専任教員数は 16 人であり，学生の収容定員は 75 人であることから，

文部科学省告示第 175 号第１条第１項により算出される最低の専任教員数（12 人）を超

えている。また，専任教員 16 人のうち 11 人が教授であることから，同告示第 53 号（専

門職大学院に関し必要な事項について定める件）第１条第３項も満たしている。さらに，

専任教員 16 人のうち４人が法曹として５年以上の実務経験を有していることから，同告

示第 53 号第２条も十分に満たしている。（様式３：教員一覧，教員分類別内訳，様式４：

科目別専任教員数一覧）【解釈指針８－２－１－１，８－２－１－２，８－２－１－３】 

  

 

 

  



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第８章     

- - 89

 

基準８－２－２：重点基準 

法律基本科目（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟

法）については、いずれも当該科目を適切に指導できる専任教員（専ら実務

的側面を担当する教員を除く。）が置かれていること。  

 

 （基準８－２－２に係る状況） 

 法律基本科目については，いずれも当該科目を適切に指導できる専任教員を置いてい

る。なお，本研究科の入学定員は 25 人であるが，憲法には２人，民法には４人，刑法に

は２人の複数の専任教員を置いている。（データ８－１）（様式３：教員一覧，教員分類

別内訳，様式４：科目別専任教員数一覧，様式６：教員業績調書）【解釈指針８－２－２

－１（該当なし）】 
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【データ８－２】専任教員の年齢構成 

30 歳代 ４名 25.00％  

40 歳代 ３名 18.75％  

50 歳代 ３名 18.75％  

60 歳代 ６名 37.50％  

計 16 名  

（平成 26 年５月１日現在） 

 

基準８－２－３ 

専任教員の科目別配置等のバランスが適正であり、かつ、当該法科大学院

が教育上主要と認める授業科目については、原則として専任教員が置かれて

おり、そのうち必修科目については、おおむね７割以上が専任教員によって

担当されていること。  

 

 （基準８－２－３に係る状況） 

基準８－１－１（データ８－１）のとおり，全法律基本科目において専任教員を配置

している。また，必修科目 30 科目（選択必修も含む）中，28 科目は専任教員が配置され

ており，ほか２科目中「法曹倫理」は専任教員と非常勤講師から成るものであるため，

非常勤講師のみでの必修科目は「法情報調査」のみである。よって，必修科目の９割以

上が専任教員によるものである。 

平成 22 年度には，展開・先端科目に属する「倒産法Ⅰ」，「倒産法Ⅱ」，「労働法Ⅱ」に

ついて専任教員（実務家教員）を１人増員した。これは，企業の倒産により労働者の権

利をめぐる問題は現在の地域社会において頻繁に生じうる問題であり，地域に根ざした

法曹養成という本研究科の基本理念に鑑み，採用したものである。また，「民事保全・執

行法」は平成 23 年から，「環境法」についても平成 24 年から，専任教員が講義を行うこ

ととした。（様式１：開講授業科目一覧，様式３：教員一覧，教員分類別内訳，様式４：

科目別専任教員数一覧） 

 また，専任教員の年齢構成は，60 歳代６人，50

歳代３人，40 歳代３人，30 歳代４人（平成 26 年

５月１日現在）であり，比較的バランスの良い配

置となっている。このことにより，学生の個性や

特性に即応した学習上及び学生生活上の指導を

行うことができるとともに，本研究科の将来計画

の面でも，円滑な人事計画を組むことができる。

（データ８－２）【解釈指針８－２－３－１】 
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基準８－２－４：重点基準 

基準８－２－１に定める専任教員の数のおおむね２割以上は、専攻分野に

おけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有

する者であること。  

 

 （基準８－２－４に係る状況） 

専任教員 16 人のうち，５年以上の実務経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する

教員（いわゆる実務家教員）は４人である。これは，専任教員総数の 25％を占める。す

べての実務家教員が，その実務経験と関連する授業科目を担当している。（様式３：教員

一覧，教員分類別内訳）【解釈基準８－２－４－１】 

なお，専任教員 16 人の中で，いわゆるみなし専任教員は１人である。（様式３：教員

一覧，教員分類別内訳）【解釈基準８－２－４－２】 
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基準８－２－５ 

基準８－２－４に定める実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有

する専任教員の少なくとも３分の２は、法曹としての実務の経験を有する者

であること。  

 

 （基準８－２－５に係る状況） 

基準８－２－４で述べた，専任の実務家教員４人は，いずれも法曹としての実務経験

を有する。（様式３：教員一覧，教員分類別内訳） 
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 ８－３ 教員の教育研究環境 

 

基準８－３－１ 

法科大学院の教員の授業負担は、年度ごとに、適正な範囲内にとどめられ

ていること。  

 

 （基準８－３－１に係る状況） 

各専任教員の授業負担は，別紙様式３のとおりであり，その授業負担は年間 20 単位以

下にとどまっている。（様式３：教員一覧，教員分類別内訳）【解釈指針８－３－１－１】 
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基準８－３－２  

法科大学院の専任教員には、その教育上、研究上及び管理運営上の業績に

応じて、数年ごとに相当の研究専念期間が与えられるよう努めていること。  

 

 （基準８－３－２に係る状況） 

法科大学院制度が創設されて日が浅いうちは，各専任教員が教育方法をめぐって試行

錯誤しながらその改善に努めていたこと，また，管理運営業務が多かったことから，教

育上，研究上及び管理運営上の業績に応じて，数年ごとに相当の研究専念期間を与える

ための制度（いわゆるサバティカル制度）は導入していなかった。 

そこで，平成 19 年３月から，法務研究科教授会でサバティカル制度の導入をめぐる議

論を行い，平成 19 年４月の同教授会において，サバティカル制度の早期実現の可能性を

さぐりつつ，まずは，これに代わる制度として，学内委員会等の免除という措置を検討

した。 

それを踏まえ，各委員会の業務内容等を再検討した結果，差し当たり「免除」は困難

であり，各委員会の人数を減らすことによって，学内行政負担を軽減することになり，

平成 21 年から，主要委員会（従来，３人で担当）の構成人数を２人とした。（別添資料

30：平成 25 年度法務研究科部内委員・学内委員会メンバー表） 

平成 25 年４月１日に国立大学法人金沢大学サバティカル研修規程が施行され，勤続７

年以上の教員(40 歳未満の教員は，勤続５年)について，１年間の国内外でのサバティカ

ル研修が取得できる制度が整備されたため，法務研究科の教員においても，この制度で

申請することとしている。（別添資料 50：国立大学法人金沢大学サバティカル研修実施細

則第３条１項） 
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基準８－３－３ 

法科大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため、必要な資

質及び能力を有する職員が適切に置かれていること。  

 

 （基準８－３－３に係る状況） 

本研究科は，法務研究科専属の事務職員として，２人を配置しており（人間社会系事

務部学生課法務研学務係），この事務職員が教務事項や施設管理などの事務全般を担当し

ている。（基準９－１－２参照） 

その他，法務研究科図書室の図書管理及び図書の発注・整理のため，司書１人（週４

日２時間勤務）を配置している。 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 専任教員を， 60 歳代，50 歳代，40 歳代及び 30 歳代の四つの年代において幅広

く配置していることにより，学生の個性や特性に即応した履修上及び学生生活上の

指導を行うことができるとともに，本研究科の将来計画の面でも，円滑な人事計画

を組むことができる。 

② 法律基本科目及び必修科目のほとんどを専任教員が担当している。このことは，

法曹養成の中核を成す部分の教育が責任を持って実施されることを意味している。 

③ 法曹としての実務経験を５年以上有する実務家教員が専任教員の 25％を占めてい

る。このことは，より実践的な法曹養成が実現できる体制を整備していることを意

味している。 

 

（２）課題等 

 平成 26 年度まで派遣検察官がみなし専任教員として授業を担当していたが，平成 27

年度からは本学に検察官が派遣されないため，検察官の職務経験を十分に持つ実務家

を専任教員として採用する予定である。 

 

 

 



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第９章     

- - 97

第９章 管理運営等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ９－１ 管理運営の独自性 

 

基準９－１－１ 

法科大学院における教育活動等を適切に実施するための独自の運営の仕組みと

して、法科大学院の運営に関する重要事項を審議する会議（以下「法科大学院の運

営に関する会議」という。）及び専任の長が置かれていること。 

 

 （基準９－１－１に係る状況） 

（１）会議 

本研究科は，その運営に関する重要事項を審議する独自の組織として，法務研究科会

議を置いている。同会議は，本研究科の専任教員（准教授を含む）で構成している。法

務研究科会議は，法科大学院の教育課程，教育方法，成績評価，修了認定，入学者選抜

及び教員の人事その他運営に関する重要事項について独自に審議決定している。（データ

９－１）【解釈指針９－１－１－１】 

【デ―タ９－１】法務研究科会議 

① 金沢大学学則 

 (部局及び部局長等)  

第 22 条 学域，研究科，研究域，附属病院，がん進展制御研究所，附属図書館，学内共同教育研究施設，保健管

理センター，共通教育機構，グローバル人材育成推進機構，先端科学・イノベーション推進機構及び国際機構

を部局とし，それぞれ学域長，研究科長，研究域長，附属病院長，がん進展制御研究所長，附属図書館長，学

内共同教育研究施設の長，保健管理センター長，共通教育機構長，グローバル人材育成推進機構長，先端科学・

イノベーション推進機構長及び国際機構長(以下「部局長」という。)を置く。 

《２～７項 略》 

８ 第１項に定める部局に，部局長を補佐するため，副部局長を置くことがある。 

（教育研究会議，学類会議，研究科会議及び系会議並びに教授会議） 

第 27 条 教授会として，人間社会学域，教育学研究科，人間社会環境研究科，法務研究科及び人間社会研究域の

教育及び研究並びに管理運営に関する重要事項を審議するため，人間社会系教育研究会議を置き，その下に，

学類会議，研究科会議，系会議を置く。 

《２～４項 略》 

（別添資料７：平成 26 年度（2014 年度）金沢大学大学院便覧３頁：別添資料６） 

 

② 金沢大学研究科会議規程：別添資料 46 

(審議事項) 

第３条 会議は，教育研究会議から付託された当該研究科に係る次の事項について審議する。 

(1) 中期目標・中期計画及び年度計画に関する事項 

(2) 規程その他の教育に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項 

(3) 教育に係る予算の執行に関する事項 

(4) 教育課程の編成に関する事項 

(5) 学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言，指導その他の援助に関する事項 

(6) 学生の入学又は課程の修了その他学生の在籍に関する事項及び学位の授与に関する事項 
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(7) 教育の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

(8) 授業の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究の実施に関する事項 

(9) その他教育に関する重要事項 

２ 会議は，前項に定めるほか，次の事項について審議する。 

(1) 研究科長の候補者の選考に関する事項 

(2) その他当該研究科に関する重要事項 

 

③ 金沢大学大学院法務研究科会議細則：別添資料 47 

（組織） 

第２条 会議は，金沢大学大学院法務研究科（以下「研究科」という。）を担当する者のうち,次に掲げる者をも

って組織する。 

(1) 専任の教授，准教授，講師（常時勤務の者に限る。）及び助教（以下「教員」という。） 

(2) 前号に掲げる者の他，年間６単位以上の授業を担当し，研究科の教育課程編成等の運営に責任を有する

者 

（開催） 

第３条 会議は，研究科長が必要と認めたとき又は構成員の４分の１以上の要求があったときに開催する。 

（審議事項） 

第４条 会議は，規程第３条に定めるもののほか，法学系会議から付託された次の事項について審議する。 

(1) 教員の人事（退職及び休職等を除く。）の具体的選考に関する事項 

(2) 予算（教育関係予算を除く。）の執行に関する事項 

 

なお，会議は，月に１度（第３火曜日）開催することを定例としているが，必要に応

じて臨時に開催することもある。（データ９－２） 

 

 

なお，専任教員 16 人のうち，平成 15 年文部科学省告示第 53 号第２条第２項により法

科大学院の専任教員とみなされる者が１人含まれているが，この教員も法務研究科会議

の構成員として本研究科の教育課程の編成等に関して責任を担っている。法務研究科会

【デ―タ９－２】平成 26 年度法務研究科会議開催一覧 

平成 26 年４月 15 日 第 83 回法務研究科会議 平成 26 年 11 月 25 日  第 93 回法務研究科会議 

平成 26 年５月 20 日 第 84 回法務研究科会議 平成 26 年 11 月日 
第 94 回法務研究科会議 

（書面付議） 

平成 26 年６月 17 日 第 85 回法務研究科会議 平成 26 年 12 月９日 第 95 回法務研究科会議 

平成 26 年７月 15 日 第 86 回法務研究科会議 平成 26 年 12 月 16 日  第 96 回法務研究科会議 

平成 26 年９月２日 第 87 回法務研究科会議 平成 27 年１月６日 
第 97 回法務研究科会議 

（書面付議） 

平成 26 年９月 16 日 第 88 回法務研究科会議 平成 27 年１月 20 日 第 98 回法務研究科会議 

平成 26 年９月 25 日 
第 89 回法務研究科会議 

（書面付議） 
平成 27 年２月 17 日 第 99 回法務研究科会議 

平成 26 年 10 月 21 日  第 90 回法務研究科会議 平成 27 年３月３日 第 100 回法務研究科会議 

平成 26 年 11 月４日 第 91 回法務研究科会議 平成 27 年３月 17 日 第 101 回法務研究科会議 

平成 26 年 11 月 18 日  第 92 回法務研究科会議 平成 27 年３月 30 日 
第 102 回法務研究科会議 

（書面付議） 

（法務研学務係作成） 
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議における審議の結果は，速やかに各委員会を通じて許可・不許可等が周知され，ある

いは制度化され，その後実施状況等を適宜報告することとなっている。また，審議事項・

意見は議事録に記載され，尊重されている。【解釈指針９－１－１－２，９－１－１－３】 

本研究科の管理運営を適切に行うため，研究科長の下，本研究科内に８つの委員会を

設置し，すべての委員会について本研究科の専任教員が委員となり，組織的に業務を分

担し，遂行している。（別添資料 30：平成 26 年度法務研究科部内委員・学内委員会メン

バー表） 

 

（２）研究科長 

本研究科の長として，専任の法務研究科長を置き，法務研究科長を補佐するため，副

研究科長を置いている。（データ９－１・金沢大学学則第 22 条８項）（別添資料 52：金沢

大学大学院法務研究科副研究科長に関する規程） 
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基準９－１－２ 

法科大学院の管理運営を行うために、法科大学院の設置形態及び規模等に

応じて、適切な事務体制が整備され、職員が適切に置かれていること。  

 

 （基準９－１－２に係る状況） 

本研究科の人事，総務，

会計及び学務に関する事

務については，人間社会

系事務部における総務課，

会計課及び学生課が担当

しており，平成 26 年度は

計 27 人を配置している。

（データ９－３）（別添資

料 53：金沢大学人間社会

系事務部組織図） 

本研究科の教務及び学

生生活に関する事務につ

いては，人間社会系事務

部学生課法務研学務係が担当しており，その事務室は本研究科の講義室，演習室，自習

室，図書室，法情報実習室等の諸施設を設置している人間社会第２講義棟に置いている。 

 

 

  

【データ９－３】法務研究科担当事務職員数一覧  

（平成 26 年４月１日現在）          単位：人 

事務部長 １ 

 総務課 会計課 学生課 

課長 １ １ １ 

副課長 １ １ １ 

 総務係 人事係 経理係 調達係 法務研学務係 

係長 １ １ １ １ １ 

主任 ２ ２ ２ １ ０ 

係員 ２ ２ １ ２ 1 

（法務研学務係作成） 
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基準９－１－３ 

法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい財政的

基礎を有していること。  

 

 （基準９－１－３に係る状況） 

 本研究科の設置者である国立大学法人金沢大学の学長が，効率的，合理的な大学運営

及び本学の中期目標，中期計画，年度計画の実現のために役員会で決定された金沢大学

予算編成方針に基づき，法科大学院における教育活動等を適切に実施するために必要な

人件費，教育経費，研究経費及び管理経費等について当初予算配分を行っている。 

 本研究科の予算は，他の大学院に比して高額な授業料収入が確保されていることに配

慮しつつ，法曹養成に必要な教育活動の維持・向上，及び学生の教育に必要な専門の図

書室や法情報実習室の設置・管理に必要な経費を負担するものとなっている。（別添資料

54：平成 26 年度予算配分表及び平成 25 年度決算書） 

 また，学長は，必要に応じ，本研究科の求めに応じて，財政上の事項について本研究

科の意見を聴取する機会を設定している。 

 なお，前述のように，法科大学院における教育活動等を適切に実施するために必要な

予算は十分に配分されている。例えば，必要な非常勤講師費用は毎年確実に配分されて

いる上，平成 22 年度の入学定員削減に際しても，教員定員の削減，予算の大幅削減は行

われていない。（学生の現員減にともなう予算減は除く。）そのため，特別の経費要求に

ついては，「法曹養成教育の充実」に関する要求のみとなっている。（別添資料 55：平成

27 年度平成 27 年度事項指定経費概要）【解釈指針９－１－３－１】 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 本研究科における教育活動及び管理運営を適切に実施するため，独自の意思決定

機関である法務研究科会議を設置し，さらに専任の研究科長の下，８つの委員会を

設置し，組織的に業務を行う体制を整備している。 

② 本研究科の円滑な管理運営を実現するために，事務体制として，専用の係（角間

人間社会系事務部学生課法務研学務係）に，専任の事務職員を２人配置している。 

③ 本研究科における教育活動の維持及び向上を図るため，法科大学院の設置者であ

る学長が財政面において配慮している。 

 

（２）課題等 

該当なし
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第１０章 施設、設備及び図書館等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 １０－１ 施設、設備及び図書館等 

 

基準１０－１－１ 

法科大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の

学習その他当該法科大学院の運営に必要な種類、規模、質及び数の教室、演

習室、実習室、自習室、図書館、教員室その他の施設が備えられていること。 

 

 （基準１０－１－１に係る状況） 

本研究科には，専用の施設として約 60 人収容できる講義室（２室），同 20 人の演習室

（２室），法情報実習室（１室），図書室（１室），模擬法廷室（１室），自習室（８室），

学生との相談室（兼討論室）（１室），リフレッシュルーム(１室)，学生アドバイザー室

（３室），教員の研究室（16 室），非常勤講師控室（１室），研究科長室がある。（別添資

料７：2014(平成 26 年度)大学院法務研究科履修の手引 39－45 頁「角間地区建物，講義

室，教員研究室配置図」，別添資料 27：施設設備の整備状況） 

 

（１）講義室・演習室・法情報実習室 

講義室には１学年全員（定員 25 人）を収容することができ，演習は１学年を２つのク

ラスに分けて実施するため，演習室も授業を実施するに十分なスペースを有している。    

模擬法廷室には，模擬法廷セットが常設されており，ここで，模擬裁判，刑事訴訟実

務の基礎などの各授業を行うことが可能になっている。 

法情報実習室には，講師専用のパソコン・モニターのほか，LAN に接続したパソコンを

24 台設置しており，すべてのパソコンをプリンター２台と接続している。平成 25 年度に

パソコン，プリンターはすべて新製品に入れ替えた(平成 26 年 3 月)。  

情報検索端末は，法務研究科図書室及び法情報実習室（講義等で使用していない場合

に限り）のパソコンを 24 時間，自由に使用することができる。プロジェクター使用可能

な教室は演習室を中心に，現在は３室あり，今後も増加させる計画である。（別添資料 27：

施設設備の整備状況）【解釈指針１０－１－１－１】 

 

（２）自習室 

学生の自習室がある建物に出入りするためのカードキーを学生全員に貸与することで，

年間を通じて 24 時間いつでも自習室を使用できる体制をとっている。自習室には学生全

員分の机を確保している。また，学生が図書室に供えられた図書資料を有効活用した学

習を可能にするため，本研究科図書室と同じ建物に自習室を置いている。【解釈指針１０

－１－１－２】 

 

（３）図書室 

 本研究科には専用の法務研究科図書室（120 ㎡）があり，図書委員会が管理運営してい



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 第 10 章 

- - 104 

る。本研究科学生及び教員は法務研究科カードキーを用いて 24 時間使用することができ

る。同図書室には，図書 6,689 冊（購入分 5,607 冊，寄贈分 646 冊，法学部からの移管

分 436 冊）(平成 27 年３月 31 日現在)，雑誌 19 誌を配架している。さらに， LLI 判例・

法律雑誌検索システムを導入している。 

購入希望図書請求用紙により，学生からの図書の購入希望を積極的に受け付け，法務

研究科図書室の充実を図っている。 

 図書室内には閲覧用テーブル 17 席，コイン，プリペイド・カード両方で使用できるコ

ピー機１台，一般情報検索用パソコン６台，これらのパソコンに接続したプリンター２

台，スキャナー１台が設置されており、平成 26 年３月には、従来より学生から強い要望

があったため、これらの機器を新しいものと入れ替えた。また，図書に限らず，学生か

らのあらゆる要望を聞く目安箱も設置している。【解釈指針１０－１－１－３】 

 図書の整理等については，司書資格経験を有する者が行っている。（週４日２時間勤務）

【解釈指針１０－１－１－４】 

 

（４）教員室 

専任教員すべてに１室ずつ，専用の研究室を設けている。各教員研究室には，研究・

教育の効果的な実施のために各種の設備（机，椅子，テーブル，書棚等），機器（エアコ

ン，パソコン，プリンター等）が整備されている。また，非常勤教員については，教員

控室に，テーブル，椅子，エアコン，パソコン等の設備を置き，授業等の準備を十分に

行うことのできるスペースとなっている。【解釈指針１０－１－１－５】 

 

（５）学生相談室 

学生が教員と面談するための独立した学生相談室を設けている。【解釈指針１０－１－

１－６】 

  

（６）その他 

 教室，自習室，図書館はすべて本研究科の専用であり，人間社会３号館に集約されて

いる。そのため，管理も本研究科が独立で行うことができる。教員室については，人間

社会２号館に設置されているものもあるが，３号館と隣接しているため学生の訪問等の

支障はない。【解釈指針１０－１－１－７】 

 各施設の維持管理にあたって，通常利用時及び緊急時に，学生，教職員，その他の利

用者の平穏安全が脅かされない環境が以下のように整備されている。勤務時間内（8:30

～17:00）での火災の発生時には、人間社会系事務部総務課総務係が、施設設備異常時に

は、施設部施設管理課角間保全係が、また身体の異常時には、角間保険管理センターが

対応することになっている。更に勤務時間外（休日・祝日を含む。）については、前二者

については、中央監視室が対応し、後者については、119 番通報をすることが、周知され

ている。【解釈指針１０－１－１－８】 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 本研究科専用の施設のうち，本研究科図書室，法情報実習室，自習室については，

本研究科学生，本研究科専任教員及び事務職員のみが入退室できるよう施設管理を

行っている。また，本研究科学生からの勉学生活アンケートの実施，「目安箱」の設

置（本研究科図書室内）等を行うなどして本研究科学生の学習環境の維持と施設の

効率的利用を調整している。 

② すべての学生に固定座席が与えられ，また，自習室と同じ建物内に専用図書室，

法情報実習室があるなど，学生の学習環境が整っている。また，専用の鍵を各学生

に貸与し，365 日，24 時間使用できるとともに，不審者が入らないよう建物内の安

全性も担保されている。 

 

（２）課題等 

 教室エリアが教育学部棟とつながっており，廊下は物音が大変響きやすいため，授

業中や定期試験中に，外が騒がしく支障となることがある。廊下もしくは教室扉の防

音が必要であるが，法務研究科独自でできることではなく，大学本部と折衝をしてゆ

く必要がある。 

 



金沢大学大学院法務研究科法務専攻 

- - 106 

第１１章 自己点検及び評価等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 １１－１ 自己点検及び評価 

 

基準１１－１－１：重点基準 

法科大学院の教育水準の維持向上を図り、法科大学院の社会的使命を果たす

ため、自ら点検及び評価（以下「自己点検及び評価」という。）を実施するた

めの適当な体制が整備され、当該法科大学院の教育の理念及び目標の達成状況

その他教育活動等の状況について、適切な評価項目が設定され、それに基づい

て自己点検及び評価が実施され、その結果が当該法科大学院の教育活動等の改

善に活用されていること。 

 

 （基準１１－１－１に係る状況） 

（１）自己評価書の作成 

本研究科は，特に教育水準の維持向上を図るため「点検評価委員会」を設けるととも

に，金沢大学大学院法務研究科自己点検評価規程を定め，同規程で定める教育課程の編

成（３条(２)）・成績評価（３条(２)），入学者選抜（３条(３)），学生の在籍（３条（２）），

教員組織（３条(５)）及び修了者の進路（３条(１)，(４)）の事項を含めた評価を行い，

毎年「自己評価書」を作成している。教員の教育上の指導能力については，教員業績調

書の記載事項について，毎年調査の上，自己点検・評価を行っている。（別添資料 55：金

沢大学大学院法務研究科自己点検評価規程，様式６：教員業績調書） 

自己評価書は大学評価機構の提供する様式を用いて作成しており，次の各評価項目を

含むものとなっている。 

（１）教育の理念及び目標 （修了者の進路・活動状況を含む） 

（２）教育内容  

（３）教育方法 

（４）成績評価および修了認定 

（５）教育内容等の改善措置 

（６）入学者選抜等 （入学者受入れ方針、受験者・入学者数・収容定員を含む） 

（７）学生の支援体制 （学習・生活・就職支援） 

（８）教員組織 （教育能力を含む） 

（９）管理運営等 

（10）施設、設備および図書館等 

（11）自己点検及び評価等 

【解釈指針１１－１－１－１，１１－１－１－２】 

 

（２）教育活動の改善 

平成 20 年度においては，秋の新司法試験の結果を受け，文部科学省に改善計画書を提

出した。その後，研究科会議及び関連委員会においてその内容を精査し，入学定員減な
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ど早急に実施すべきと判断したものから実施している。平成 26 年度入試において入学者

数が 10 人未満となり，入学定員数の削減をするにあたり，文部科学省専門職大学院室に，

本研究科会議において審議した改善計画案についての意見を伺い，平成 27 年度入試から

15 人定員とした。平成 26 年 9 月，文部科学省の「法科大学院公的支援見直し加算プログ

ラム」に応募するため，幾つかの教育活動の改善・新設制度について研究科会議で検討・

審議・決定し，(1)質の高い法科大学院生の獲得と社会への法科大学院教育に関する情報

発信として，学部教育との連携，(2)法学未修者教育の充実として，「法学入門」の拡充，

(3)小規模法科大学院の各特色を活かした連携によるきめ細かな法曹教育の実現として，

他法科大学院との連携授業のカリキュラム新設，(4)職域拡大と就職支援として，企業へ

のインターンシップ参加などを行うことになった。【解釈指針１１－１－１－３】 

 

（３）外部評価 

 本研究科は，外部の有識者に対し外部評価委員を委嘱し，自己点検及び評価の検証を

受けることとしている。この外部評価委員は，現在，安村勉（千葉法科大学院教授），尾

島茂樹（名古屋大学教授），木梨松嗣（金沢弁護士会），向峠仁志（金沢弁護士会）の

４名からなる。 

 規程により，大学評価・学位授与機構による法科

大学院認証評価を受けた後３年以内に自己点検評

価を実施することとなっており，平成 18 年度に外

部評価委員との連絡会議を開催するとともに，諸規

程等の体制を整備した。（別添資料 56：金沢大学大

学院法務研究科自己点検評価規程，別添資料 57：

金沢大学大学院法務研究科自己点検評価に係る外

部評価委員に関する申合せ，別添資料 58：第１回

金沢大学大学院法務研究科外部評価委員と点検評

価委員会との連絡会議議事要旨） 

本研究科は平成 19 年度に認証評価を受けたため，

平成 22 年 11 月 12 日に外部評価を受けている。平

成 24 年度に認証評価を受けた後は，平成 27 年度に

外部評価を受ける予定である。これらの結果はウェ

ブサイトで公表し，教育活動の改善に活用している。

（別添資料２：法務研究科ウェブサイト： 

http://knzwls.w3.kanazawa-u.ac.jp/outline/jikotenken.html）【解釈指針１１－１

－１－４】 

 

 

 

【データ 11－１】認証評価・外部評価 

スケジュール 

平成 16 年度 制度発足 

平成 17 年度 

平成 18 年度  

平成 19 年度 認証評価 

平成 20 年度  

平成 21 年度  

平成 22 年度 外部評価 

平成 23 年度  

平成 24 年度 認証評価 

平成 25 年度  

平成 26 年度  

平成 27 年度 外部評価（予定）  

（点検・評価委員会作成） 
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 １１－２ 情報の公表 

 

基準１１－２－１ 

法科大学院の教育活動等の状況，並びに自己点検及び評価の結果その他法

科大学院に関する情報が、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、イン

ターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によって公表され

ていること。  

 

 （基準１１－２－１に係る状況） 

本研究科における教育の理念や教育活動等を広く社会に周知するため，毎年，「法務研

究科案内」を刊行している。法務研究科案内は，ウェブサイト及び印刷物の両方で行っ

ており，教育理念，目的以外に①カリキュラムの構成，②サポート体制，③教員一覧，

④在学生の様子，⑤司法試験合格者座談会，⑥修了生の活躍，⑦入試の流れ，⑧合格者

データ等を記述している。（別添資料１：2015 年法務研究科案内，別添資料２：法務研究

科ウェブサイト） 

また，ウェブサイトにおいて，「クリニック」として実施する無料法律相談，講演会な

ど各種活動の案内を掲載するなど，教育活動等の状況について，積極的に情報を提供し

ている。さらに，入試に関しては，①試験問題・評価の割合，②志願者数及び合格者数，

③合格者の内訳，④成績状況，⑤入学者の状況などは特に細かく情報提供を行っている。

さらに，自己点検及び評価も毎年度更新している。【解釈指針１１－２－１－１，１１－

２－１－２】 

 専任教員の最近の教育業績，研究業績，社会貢献活動は，金沢大学及び本研究科のウ

ェブサイトで公表しており，逐次更新している。本研究科のウェブサイトにおいては，

専任教員の担当科目，最終学歴，研究室，連絡先，職歴等の情報のほか，次のような情

報を公開している。 

① 研究者教員：最近５年間の主な著書・論文等の業績，社会貢献活動・公的活動 

② 実務家教員：最近５年間の主な著書・論文等，社会貢献活動・公的活動，弁護士登

録年月，所属弁護士会・所属事務所名，最近５年間の主な取扱い事件・公職等 

③ 非常勤講師：氏名，現職，担当科目，最終学歴・取得学位，職歴， 

研究者については最近５年間の主な著書・論文等 

弁護士については弁護士登録年月，所属弁護士会・所属事務所名，最近５年間の主な

取扱い事件・公職等 

その他の職業の者については適宜必要な情報 

【解釈指針１１－２－１－３】 
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基準１１－２－２ 

評価の基礎となる情報について、適宜、調査及び収集を行い、適切な方法

で保管されていること。  

 

 （基準１１－２－２に係る状況） 

本研究科では，評価の基礎となる情報については毎年更新を行っており，自己点検及

び評価に関する文書及び評価の際に用いた資料，データ等の情報を，評価を受けた年か

ら５年間（本学では金沢大学法人文書管理規則により 10 年間），人間社会系事務部学生

課法務研学務係において適切に保管している。（別添資料 59：国立大学金沢大学法人文書

管理規則）また，本法務研究科設立年度の平成 16 年度より，学生の授業において使用し

た定期試験の問題，解答例，答案用紙，成績関連資料は，同学務係において原本を保管

しており，評価機関の求めに応じて速やかに提出できる状態を保っている。【解釈指針１

１－２－２－１，１１－２－２－２】 
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 ２ 特長及び課題等 

 

（１）特長 

① 本研究科における教育活動等の状況について，本研究科設置の趣旨及び設置申請

書の記載事項に照らして自己点検及び評価を組織的に行っている。 

② 刊行物（法務研究科案内）を毎年発行し，また，ウェブサイト（PC 版，携帯電

話サイト版）を開設して常に新しい情報を積極的に公表している。 

③ 教員の情報についても，ウェブサイトにおいて詳しく公表している。 

 

（２）課題等 

該当なし 
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